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本市は、東京に隣接する地理的な条件等から、高度経済成長期以降、住宅公団（現 UR）によ

る常盤平団地及び小金原団地といった大規模団地の造成や、土地区画整理事業等による宅地

開発が市内全域で進み、人口が急増しました。平成 2 年以降は急激な増加は落ち着いたものの、

緩やかに増加を続け、平成 28 年時点では 48 万 6 千人に至りました。 

市内全域の人口増加に伴い、中心市街地である松戸駅周辺をはじめ、各駅周辺等では多様

な店舗や業務機能が立ち並び、生活利便性が確保された賑わいある市街地が形成されてきまし

た。 

このように、順調に人口が増加し、今後においても人口 50 万人規模の維持を目指して様々な

施策を展開している本市ですが、一方で国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、近い

将来、緩やかな人口減少に転じることが推計されており、また、高度経済成長期の一定時期に人

口が急増したこともあり、高齢化も確実に進む見通しとなっています。 

また、近年周辺市での新規住宅地の開発に伴う人口流出や、周辺市への大型商業施設の出

店等による松戸駅周辺の活力低下等も懸念されています。 

こうした中、国では全国的な人口減少や高齢化に対応した持続可能なまちづくりを進めるべく、

都市再生特別措置法を改正し、平成 26 年に「立地適正化計画」が制度化されました。 

本制度は、商業・医療・福祉等の民間施設を含めた各種生活サービス機能や住居等を計画

的に誘導するとともに、公共交通の充実により、生活サービス機能へアクセスしやすい環境を整え

ることで、コンパクトシティ・プラス・ネットワーク型のまちづくりを目指すものです。 

 

 

 

本市は、優れた鉄道ネットワークにより形成される駅を中心としたまちづくりを行うとともに、進展

する高齢化にも対応しながら、まちの活力を将来にわたって持続させていくことを目的として、平成

30 年 3 月に「松戸市立地適正化計画」を策定し、「多極ネットワーク型コンパクトシティ」の実現に

向けて取り組んできました。 

その後、頻発化・激甚化する自然災害に対応するため、令和 2 年 9 月に改正された都市再生

特別措置法において、立地適正化計画における居住誘導区域内の防災対策を盛り込んだ「防災

指針」を作成することとされました。 

そのため、都市再生特別措置法の改正に伴う「防災指針」の作成とともに、本市を取り巻く社会

経済状況の変化や本計画に関連する事業の進展、上位関連計画の策定・改定を踏まえたうえで、

「松戸市立地適正化計画」を改定することとします。  

１－１ 立地適正化計画策定の背景と目的 

第１章 立地適正化計画について 

１－２ 立地適正化計画の改定にあたって 
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立地適正化計画は、都市全˳のᚇ点から都市機能や居住機能の適正立地、公共交通のΪ実に

関する事項を整理するものであり、主に以下の役割ӏびј果が期ࢳされています。

また、本市においては、以下のようなј果発ྵを᪽ࣞにፗき、都市機能誘導区域、居住誘導区

域や誘導施策等をޒ開します。

ᾀὼᾂ 立地適正化計画のࢫлὉјௐ

●ᇌעᢘദ҄ᚘဒのॖ፯ƱࢫлᲢם׎ʩᡫႾ HP ǑǓ৷ቦᲣ

㚳 都市μ˳ửᙸบẲẺἰἋἑὊἩἻὅ

⇒立地適正化計画は、居住機能や医療・福祉・商業、公共交通等のさまằまな都市機能の誘導によ

り、都市全域を見บし、持ዓ可能な都市構ᡯを目ਦす包括的なマスタープラン

㚳 都市計画ểπσʩᡫのɟ˳化

⇒居住や都市の生活を支える機能の誘導によるコンパクトなまちづくりと地域交通の再ዻとの連ઃによ

り、Ẓコンパクト・プラス・἟ットὁークẓのまちづくりを進める

㚳 ᣃࠊᚘဒ↗ൟ᧓଀ᚨᛔݰのᗡӳ

⇒民間施設の整備にݣする支援や立地をዼやかに誘導するˁኵみを用意し、インフラ整備や土地

М用規Сなどࢼ来のС度と立地適正化計画との融合による新しいまちづくりを可能とする

㚳 Ⴤの広域ᛦૢࡅထ஭のɼ˳ࣱ↗ᣃᢊࠊ

⇒計画の実ྵには、ᨩ੗市ထ஭との協調ῒ連ઃが重要

㚳 ᆰ඼҄᧸ഥの↎↰のᢠ৸Ꮓעᘑࠊ

⇒居住や民間施設の立地をዼやかにコントロールできる、市街地ᆰ඼化᧸ഥのための新たなᢠ৸

Ꮓとして活用することが可能

㚳 ଺᧓᠆⇁↱→↎⇈⇕⇝∍ン⇽∏ン

⇒計画のᢋ成状況をᚸ̖し（概ね5年൑）、状況に合わẶて、都市計画や居住誘導区域をɧૺに

見直すなど、時間᠆をもったアクションプランとしてᢃ用することでј果的なまちづくりが可能

㚳 ↭←↔ⅾり↧のπႎɧѣငの活ဇ

⇒財政状況のफ化や施設のᎊ஥化等をᏑ୎として、公的ɧ動ငの見直しと連ઃし、将来のまちの

あり方を見ੁえた公共施設の再ᣐፗや公的ɧ動ငを活用した民間機能の誘導を進める

●ஜࠊƴƓƚǔᇌעᢘദ҄ᚘဒሊܭのƶǒƍ

ίᾀὸൟ᧓৲᝻のᛔ発ở׎のૅੲСࡇのјௐႎễ෇ဇỆợるẆᬜԗᡀሁのਗໜࣱࢍ化

Ḡ都市機能誘導区域や誘導施設等を明示することによる民間৲資の誘発

Ḡ都市機能誘導ӏび居住誘導に向けた国の支援С度をј果的に活用

ίᾁὸ࠼؏ࣱὉ集ࣱܲの᭗ẟ଀ᚨの立地ᛔݰởπσ଀ᚨの୼ૼỆợる都市の魅力Ӽɥ

Ḡ子育て支援施設等の誘導による、子育てɭ代の流入増を目ਦしたまちづくりの推進

Ḡ大型商業施設や図書館等、広域性・集ܲ性の高い施設の誘導・୼新による、កわいのある

拠点の࢟成

ίᾂὸଏܡ˰܍ἋἚἕἁの෇ဇਖ਼ᡶởᬜԗᡀのộẼの୼ૼỆợるʴӝ්λ

Ḡ大規模団地等のଏ܍住宅ストックの活用推進

Ḡ駅周辺の拠点性ࢍ化と合わẶた、᭽щ的なまちなか居住ᆰ間のо出
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立地適正化計画では、以下の区域を定めます。

立地適正化計画は、誘導区域外への居住や都市機能の立地を規Сすることを目的とした計画で

はありまẶん。誘導区域内への居住や都市機能の誘導に関して、生活や事業を経փしていくために

ᑣڤな環境やインセンティブとなる誘導施策を定め、推進することにより、時間をかけながらዼやか

に誘導を進めようとするものです。

※1 市街化区域とは、ଏに市街地を࢟成している区域ӏび概ね 10 年以内にΟέ的かつ計画的に市街化を図る区域

のことをいいます。

※2 市街化調整区域とは、市街化を৮СすỔき区域のことをいいます。

ᾀὼᾃ 立地適正化計画ỂܭỜるғ؏

ᇌ地ᢘദ҄ᚘဒはᣃࠊϐ生ཎКਜ਼ፗඥ第 �� வにؕƮくᚘဒであǓ、ᣃࠊμ˳のᚇໜからއ

住ೞᏡǍᣃࠊೞᏡのᇌ地、πσʩᡫのΪܱに᧙するѼਙ的なȞスǿȸプȩȳであǓ、žއ住ᛔ

。するܭ଀ᚨſを࣏᪰ʙ᪮Ʊしてᚨݰғ域ſ、žᛔݰೞᏡᛔࠊғ域ſ、žᣃݰ

ғ域ݰᛔ˰އ

ᣃࠊೞᏡᛔݰғ域 Ũՠಅ・Ҕၲ・ᅦᅍሁのᣃࠊೞᏡをᣃࠊのɶ࣎ਗໜ

Ǎ生෇ਗໜにᛔݰ・ዜਤし、Ӳᆔǵȸȓスのјྙ

的な੩̓を׋るғ域。

⇈∐⇎のٳғ域ݰᛔ˰އ

࣏ᙲにࣖơて、ˌɦのǑƏなғ域ᚨܭሁがӧᏡ。

ŧއ住ᛦ整地域：住宅地҄を৮СするƨǊにܭǊるғ域。

Ტࠊᘑ҄ᛦ整ғ域è�でのਦܭはでƖないᲣ

ŧួ地ሁሥྸғ域：ួ地ሁのᢘദなሥྸ(ᩃᒬのጛᒔሁの᧸ഥ)を࣏ᙲƱするғ域ӏƼួ地ሁ

のሥྸに̞るਦᤆをܭǊ、ңܭをዸኽでƖる。

市街化区域※1

ғ域ݰᛔ˰އ
Ũ一ܭǨȪǢにƓいて人口݅ࡇをዜਤし、生

෇ǵȸȓスǍǳȟȥȋȆǣがਤዓ的にᄩ

̬ƞǕるǑƏᛔݰすǂƖғ域。

Ũއ住ᛔݰғ域のɶにᣃࠊೞᏡᛔݰғ域を

ᚨܭする。

ᛔݰ଀ᚨ

ŨᣃࠊೞᏡᛔݰғ域ƝƱに、ᇌ地をᛔݰすǂƖ଀

ᚨをܭǊる。φ˳的にはスȸȑȸȞȸǱȃȈ、

。ᙹ೉̬Ꮛ৑、᤼行ሁݱ

Ũᛔݰ଀ᚨがないئӳには、ᣃࠊೞᏡᛔݰғ域は

ᚨܭでƖない。

※「都市再生特Кਜ਼ፗඥ」に基づく立地適正化計画概要パンフἾット（国土交通Ⴞ）、立地適正化計画の৖ࡽき（国土交通Ⴞ）をもとに作成

●ᚨܭƢǔғ؏Ʊ᧙ࣱ̞
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本計画は、本市のᢃփに関する総合的な計画である「松戸市総合計画」とҘᓶჄが定める「松戸

都市計画 都市計画区域の整備、開発ӏび保全の方ᤆ」にұするとともに、Ӳ種関連計画とも整合を

図ります。

ᾀὼᾄ 本市ỆấẬる計画のˮፗづẬ

●ɥ位ȷ᧙ᡲᚘဒƱの᧙ࣱ̞

᧙ᡲ計画

松戸ࠊዮӳᚘဒ

松戸ᣃࠊᚘဒ

ᣃࠊᚘဒғ域のૢͳ⅚

開ႆӏ↢̬μの方ᤆ

松戸市都市計画ἰἋἑὊἩἻὅ

松戸市立地適正化計画

ᏋềЎ᣼܇

松戸市子ども総合計画 等

ՠ߻ಅЎ᣼

松戸市商工業等振興基本方ᤆ 等

᧸໎Ў᣼

松戸市地域᧸災計画

松戸市国土ࢍ᪅化地域計画 等

Ў᣼ܡ˰

松戸市住生活基本計画

松戸市ᆰܼ等ݣ策計画 等

᭗ᱫᎍᅦᅍЎ᣼

第 10 期松戸市高齢者保健福祉計画

第 9 期松戸市ʼᜱ保ᨖ事業計画

（いきいき࣎ܤプランḭまつど） 等

πσ଀ᚨЎ᣼

松戸市公共施設等総合ሥ理計画 等

࿢ؾЎ᣼

松戸市環境基本計画 等

πσʩᡫЎ᣼

松戸市地域公共交通計画 等

ộẼづくりЎ᣼

松戸駅周辺まちづくり基本構想 等
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本計画の目೅年次は、計画策定から 20 年後の令和 19 年度(2037 年度)とします。

また、概ね 5 年ắとに本計画にˮፗ付けた施策の実施状況について調査、分ௌӏびᚸ̖を行うとと

もに、࣏要に応じて計画の見直しを行います。

今回の改定では、令和 4 年度（2022 年度）の新たな総合計画の策定や、都市計画マスタープラン

の改定を៊まえ、立地適正化計画のᚸ̖、見直しを行っていきます。

本計画の計画区域は、都市計画区域全域(松戸市全域)をݣᝋとしますが、都市機能誘導区域、

居住誘導区域は市街化区域内に設定します。

ᾀὼᾅ 計画஖᧓

年 度
H29

(2017)
H30

(2018)
Ḡ R4 

(2022)
Ḡ R8 

(2026)
Ḡ R11

（2029） Ḡ
R19

(2037) Ḡ
R42

(2042) Ḡ

ዮӳᚘဒ

ᣃࠊᚘဒ

∄⇟ター⇽∏ン

ᇌעᢘദ҄ᚘဒ

目
標
年
次

策

定

ᣃࠊȞǹોܭǋ៊ǇƑƯᚸ̖ƠŴ
࣏ᙲƴࣖơƯᙸႺƠ

ᚸ̖ȷᙸႺƠ

●ஜᚘဒのᚘဒ஖᧓Ʊ˂ᚘဒƱの᧙ࣱ̞

ᾀὼᾆ 計画ғ؏

Ẕ松戸市立地適正化計画のݣᝋғ؏ẕ
ḷ松戸市μ؏(6,133ha)

●ஜᚘဒのᚘဒғ؏

策

定
・
改
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２－１ 松戸市の主な現状 

２－２ 現状および将来見通しに基づく課題 

第２章 

松戸市の現状と課題 



第２章 松戸市の現状と課題 

 
8 

 

 

 

 



第２章 松戸市の現ཞとᛢ᫆

9

※1DID 区域(人口集中地区)とは、人口密度約 40 人/ha 以上の国Ѭ調௹基本ҥ位区が
いくつか隣੗し、合わせて人口 5,000 人以上を有する地域のことをいいます。

市街地の変ᢟや人口、都市機能、公共交通の状況等、松戸市の現状を示します。

（１）市街地形成の٭ᢟ
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ṟ市街地ϐ᧏発ʙಅểם地ғ画ૢྸʙಅẆٻᙹ೉ׇ地のཞඞ

Ṻ市街化区域内の 4 割をឬえる面積で土地区画整理事業※1 が実施されており、昭和 40 年代以降、Ӳ鉄

道駅周辺を主として多くの宅地が̓ዅされています。また、令和Ψ年以降に認可ӕࢽした新松戸駅東側

地区土地区画整理事業ӏび相模台地区土地区画整理事業は、令和 8 年 4 月時点では施行中となって

います。

Ṻ市街地再開発事業※2 の実ጚとしては、北小金駅南口において、平成 6 年 3 月に事業が完了しています。

また、ᨩ੗する南口東地区において、令和 5 年 8 月から事業が施行されています。

ṺUR 施行の団地は 9 ሖ所あり、昭和 40 年代から昭和 50 年代に完了したものが多い傾向にあります。

※1 土地区画整理事業とは、道路、公園、ඕ߷等の公共施設を整備・改ծし、土地の区画を整え宅地のМ用

の増進を図る事業です。
※2 市街地再開発事業とは、市街地内のᎊ஥木ᡯ建築ཋが密集している地区等において、ኬ分化された敷

地のወ合、ɧ༓化された共ӷ建築ཋの建築、公園、広場、街路等の公共施設の整備等を行う事業です。

ғဒૢྸʙಅ଀ᘍ位置図עם●

出典：松戸の都市計画（令和 5 年 10 月改定）

土地区画整理事業（施行済）

土地区画整理事業（施行中）

土地区画整理事業（都市計画ൿ定）

市街地再開発事業
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ғဒૢྸʙಅܱ଀ཞඞעם● （ဪӭは前᪫の図とݣ応）

出典：松戸の都市計画（令和 5 年 10 月改定）

道路

(㎡)

公園

(㎡)

その他

(㎡)

計

(㎡)

1 立身台 組合 S15.1.16(S14～S29) 52,559 42,746 8,264 1,549 0 9,813 72 7.90 完了

2 平潟 組合 S24.3.15(S23～S32) 63,912 48,277 13,690 1,818 127 15,635 10,000 11,267 18.60 35.33 完了

3 三丁目山下 組合 S29.7.1(S29～S35) 75,408 52,029 20,207 2,362 810 23,379 3,300 11,007 14.40 18.80 完了

4 北松戸 組合 S30.4.12(S29～S35) 80,215 61,298 16,189 1,765 963 18,917 5,693 18,300 5.66 14.42 完了

5 金ケ作 公団 S31.8.6 S32.2.28(S31～S37) 1,693,272 1,310,536 292,621 84,826 5,289 382,736 190,779 771,280 19.00 30.70 完了

6 松戸新田 組合 S32.7.26(S32～S37) 177,415 138,431 31,596 5,381 2,007 38,984 10,000 36,212 20.42 26.48 完了

7 小　金 組合 S33.10.10(S33～S47) 409,072 316,881 79,796 11,688 707 92,191 49,227 283,000 7.20 21.61 完了

8 上本郷 組合 S33.10.10(S33～S40) 218,485 172,168 39,762 6,555 0 46,317 19,615 176,702 8.91 19.29 完了

9 三矢小台 組合 S33.10.28(S33～S43) 401,131 313,604 74,056 11,810 1,661 87,527 38,044 262,650 11.01 21.81 完了

10 竹ケ花 組合 S33.12.9(S33～S54) 50,317 38,726 10,002 1,589 0 11,591 3,929 35,480 15.50 24.10 完了

11 樋古根平 市 S35.11.29 S36.3.31(S35～S40) 205,412 167,319 31,439 6,175 479 38,093 19,834 125,000 6.55 17.63 完了

12 南花島 組合 S37.5.1(S37～S43) 409,058 309,705 84,295 12,280 2,778 99,353 41,770 455,540 16.17 27.47 完了

13 七畝割 組合 S37.5.1(S37～S49) 294,880 221,561 64,256 8,963 100 73,319 45,496 685,674 11.50 29.67 完了

14 中根新作 組合 S37.7.20(S37～S54) 179,420 142,860 31,124 5,436 0 36,560 24,184 274,950 8.40 23.90 完了

15 松戸駅西口第一 市 S35.11.17 S39.1.24(S38～S49) 91,838 61,597 23,920 992 5,329 30,241 0 1,691,719 19.54 19.54 完了

16 上総内 組合 S39.7.22(S39～S43) 94,567 74,741 17,010 2,799 17 19,826 9,303 118,162 12.07 23.01 完了

17 前　田 組合 S39.7.23(S39～S43) 74,993 57,028 15,515 2,450 0 17,965 11,390 97,550 12.90 30.30 完了

18 中和倉 組合 S39.10.23(S39～S45) 105,421 78,701 22,574 3,242 904 26,720 12,231 106,347 11.20 25.00 完了

19 金ケ作第二次 市 S31.8.9 S39.12.3(S39～S44) 587,008 450,850 118,457 17,701 0 136,158 105,773 798,256 11.90 32.30 完了

20 小根本 組合 S40.1.28(S39～S45) 98,409 75,636 19,532 2,953 288 22,773 15,664 208,000 8.99 28.00 完了

21 五香 組合 S40.3.2(S39～S43) 104,113 79,509 21,315 3,289 0 24,604 19,110 128,925 10.22 31.79 完了

22 上本郷第二次 組合 S40.3.2(S39～S53) 1,115,799 798,865 204,371 105,000 7,563 316,934 128,282 1,160,250 12.51 26.56 完了

23 花郷 組合 S40.7.3(S40～S45) 175,084 135,882 33,733 4,024 1,445 39,202 29,404 169,200 7.60 27.60 完了

24 樋野口 組合 S40.11.2(S40～S43) 57,250 44,790 10,381 2,056 23 12,460 6,116 67,000 6.70 19.50 完了

25 馬橋第一 組合 S41.1.28(S40～S53) 82,309 61,602 17,807 2,538 362 20,707 9,270 502,474 14.30 27.19 完了

26 馬橋第二 組合 S41.1.28(S40～S50) 82,600 58,879 20,887 2,480 354 23,721 11,900 263,882 11.84 29.66 完了

27 二三ケ丘 組合 S41.1.28(S40～S50) 335,840 262,861 59,681 10,100 3,198 72,979 38,304 856,275 12.39 25.16 完了

28 新松戸第一 組合 S41.2.18(S40～S55) 161,755 118,374 37,219 4,853 1,309 43,381 17,445 744,112 12.99 25.81 完了

29 北小金 公団 S40.3.24 S41.8.22(S41～S46) 2,304,936 1,739,560 445,734 114,607 5,035 565,376 315,512 5,190,576 19.49 34.09 完了

30 八ケ崎 組合 S42.5.13(S42～H7) 136,760 106,186 26,374 4,116 84 30,574 27,665 844,876 12.30 35.15 完了

31 六実高柳 組合 S42.5.29(S42～S62) 1,140,320 874,305 222,984 34,574 8,457 266,015 162,670 8,401,922 16.08 31.69 完了

32 緑ケ丘 組合 S43.7.23(S43～S53) 135,005 101,756 28,767 4,482 0 33,249 17,520 782,389 15.45 30.01 完了

33 馬橋駅西口 市 S44.12.26 S45.3.30(S44～S61) 387,468 273,221 100,391 11,917 1,939 114,247 34,631 3,664,892 22.04 31.92 完了

34 二十世紀が丘 市 S44.12.26 S45.3.27(S44～S61) 640,709 469,172 150,049 19,311 2,177 171,537 57,273 2,466,932 20.94 30.59 完了

35 新松戸中央 組合 S44.12.26 S45.12.23(S45～S57) 1,447,287 1,111,419 284,780 43,456 7,632 335,868 395,520 19,462,995 14.72 45.07 完了

36 新松戸第二 組合 S44.12.26 S45.12.23(S45～S54) 37,908 29,214 7,518 1,152 24 8,694 3,588 311,297 12.63 23.36 完了

37 中金杉 組合 S46.3.1(S45～S60) 261,503 201,365 48,697 8,555 2,886 60,138 37,682 2,062,100 14.13 30.20 完了

38 八柱駅周辺 市 S44.12.26 S46.3.29(S45～H10） 457,193 333,303 109,833 13,896 161 123,890 66,079 6,914,101 20.13 35.97 完了

39 横須賀 組合 S44.12.26 S46.5.4(S46～H7) 557,529 411,997 125,728 17,103 2,701 145,532 100,523 8,808,220 16.62 36.96 完了

40 松戸駅西口第二 市 S36.11.17 S46.10.7(S46～S54) 62,529 42,603 17,934 1,068 924 19,926 0 2,165,000 12.97 12.97 完了

41 串崎新田 組合 S47.3.18(S46～S50) 152,354 119,498 27,615 4,580 661 32,856 19,209 1,231,648 17.61 30.85 完了

42 八ケ崎中央 組合 S47.3.29(S46～H15) 390,637 295,702 81,039 12,997 899 94,935 67,751 6,606,000 15.80 35.10 完了

43 新松戸南部 市 S46.9.14 S47.3.28(S46～H2) 453,928 336,844 99,143 13,822 4,119 117,084 78,394 6,430,463 16.69 36.08 完了

44 常磐平南部 市 S46.9.14 S47.3.29(S46～H5) 395,919 303,936 79,725 12,162 96 91,983 63,758 4,834,212 16.23 33.80 完了

45 幸　田 市 S46.9.14 S47.9.8(S47～H2） 360,930 276,765 71,265 10,828 2,072 84,165 50,970 3,856,100 19.02 33.94 完了

46 八ケ崎第一 組合 S48.5.12(S48～H13) 156,017 116,233 35,102 4,682 0 39,784 21,266 2,154,436 16.67 31.91 完了

47 八ケ崎南谷 組合 S48.7.26(S48～S55) 59,479 43,639 13,582 1,788 470 15,840 10,715 663,700 12.28 33.64 完了

48 八ケ崎貝の花 組合 S49.1.18(S48～H9) 76,387 59,397 14,648 2,342 0 16,990 10,828 889,834 19.37 34.07 完了

49 馬橋第三 組合 S49.2.5(S48～H3) 136,498 103,036 29,024 4,107 331 33,462 18,627 1,630,594 16.90 31.92 完了

50 中　根 組合 S49.10.1(S49～S55) 49,490 38,413 9,563 1,514 0 11,077 6,229 536,401 17.09 30.53 完了

51 殿平賀第一 組合 S50.11.14(S50～S55) 24,750 21,277 2,731 742 0 3,473 3,987 221,296 19.79 30.00 完了

52 新松戸東部 組合 S46.9.14 S56.8.11(S56～H2) 50,572 34,230 14,782 1,560 0 16,342 8,316 1,087,860 16.13 36.51 完了

53 幸谷南第一 組合 S46.9.14 S57.4.23(S57～S61) 22,609 19,271 2,368 678 292 3,338 3,021 310,600 9.46 23.66 完了

54 幸谷南第二 組合 S57.4.23(S57～S61) 12,040 8,906 2,580 371 183 3,134 1,610 186,850 18.03 32.86 完了

55 毛無山 個人 S60.3.26(S59～S62) 9,187 8,074 835 278 0 1,113 0 270,650 12.11 12.11 完了

56 紙　敷 組合 S62.1.20(S61～H28) 456,560 329,715 95,050 10,314 21,481 126,845 105,990 30,662,000 20.55 46.09 完了

57 殿平賀原ノ山 組合 S62.2.3(S61～H元) 10,550 8,232 1,994 317 7 2,318 2,467 426,100 18.10 42.70 完了

58 秋　山 組合 H13.3.30 H元,2.28(S63～H30) 380,608 267,692 82,834 11,429 18,653 112,916 67,029 15,515,000 25.66 44.27 完了

59 関　台 組合 H2.5.16(H2～H25) 90,623 62,198 20,709 2,801 4,915 28,425 7,312 3,126,320 29.73 38.00 完了

60 ニツ木・幸谷 組合 S46.9.14 H4.1.28(H3～H28) 57,910 41,977 14,193 1,740 0 15,933 5,112 3,267,348 20.24 29.95 完了

61 河原塚寺ノ台 組合 H4.10.2(H4～H9) 39,396 27,248 10,020 1,200 928 12,148 6,400 1,745,700 28.55 45.33 完了

62 西馬橋 組合 H7.8.29(H7～H9) 11,663 8,964 2,313 0 386 2,699 1,240 275,500 22.17 32.93 完了

63 古ケ崎 組合 H7.11.24(H7～H9) 12,501 8,999 2,400 376 726 3,502 1,576 261,000 22.98 36.47 完了

64
高柳西部第一

（松戸市分）
公団 S61.12.26 S63.5.20（S63～H17) 22,303 16,336 2,498 0 3,469 5,967 4,187 － － － 完了

保留地

(㎡)

総事業費

(千円)
都市計画決定年月日

番

号
名称 施行主体

事業認可年月日

(事業年度)

施行面積

(㎡)

減歩率（％）

公共 合算

公　共　用　地整理後の

宅地面積

(㎡)

備考

　 　 　

65 金ケ作陣屋前 組合 H15.1.8(H14～H16) 7,228 5,242 1,604 0 382 1,986 2,026 253,743 26.30 54.78 完了

66 河原塚宮ノ内 組合 H17.8.26(H17～H19) 22,247 16,809 3,748 668 1,022 5,438 6,198 602,730 22.25 50.92 完了

67 新松戸駅東側 市 S46.9.14 R元.8.16(R元～R10) 26,316 14,151 8,915 3,250 0 12,165 6,111 18,152,000 37.57 64.53 施行中

68 相模台 個人 R4.6.21(R4～R8) 59,766 - - - - - - - - - 施行中

18,595,157 13,982,341 3,718,768 705,457 128,825 4,553,050 2,675,055 176,332,671

高柳西部第一

（全体）
公団

S61.12.19

S61.12.26
S63.5.20(S63～H17) 393,039 28,869 84,757 16,240 3,948 104,945 53,134 18,979,401 23.97 38.00

施行面積内

沼南町37.1ha

松戸市2.2ha

※施行主体：日本住宅公団（S30～S56）、住宅・都市整備公団（S56～H11）、都市基盤整備公団（H11～H16）、都市再生機構（H16～）

合　計
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道路

(㎡)

公園

(㎡)

その他

(㎡)

計

(㎡)

69 新松戸南部地区 未定 S46.9.14 － － － － － － － － － － － 都市計画決定

70 新松戸東部地区 未定 S46.9.14 － － － － － － － － － － － 都市計画決定

番

号
名称 施行主体 都市計画決定年月日

事業認可年月日

(事業年度)

施行面積

(㎡)

保留地

(㎡)

総事業費

(千円)

減歩率（％）

備考整理後

宅地面積

(㎡)

公　共　用　地

公共 合算

●ᣃࠊᚘဒൿܭのǈ

●ዮᚘ
都市計画区域 約61,330,000㎡

市街化区域 約44,440,000㎡

市街化調整区域 約16,890,000㎡

道路

(㎡)

公園

(㎡)

その他

(㎡)

計

(㎡)

市施行　 3,669,384 2,727,161 811,734 113,193 17,296 942,223 482,823 51,031,675 5.98 8.26

施行中 1 26,450 11,551 9,578 5,321 0 14,899 6,111 18,085,000 0.04 0.06

施行済 10 3,642,934 2,715,610 802,156 107,872 17,296 927,324 476,712 32,946,675 5.94 8.20

公団・機構施行 4,020,511 3,066,432 740,853 199,433 13,793 954,079 510,478 5,961,856 6.56 9.05

施行中 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.00 0.00

施行済 3 4,020,511 3,066,432 740,853 199,433 13,793 954,079 510,478 5,961,856 6.56 9.05

組合施行 10,836,443 8,178,074 2,166,009 394,624 97,736 2,658,369 1,681,754 119,001,490 17.67 24.38

施行中 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.00 0.00

施行済 52 10,836,443 8,178,074 2,166,009 394,624 97,736 2,658,369 1,681,754 119,001,490 17.67 24.38

個人施行 68,953 8,074 835 278 0 1,113 0 270,650 0.11 0.16

施行中 1 59,766 － － － － － － － 0.10 0.13

施行済 1 9,187 8,074 835 278 0 1,113 0 270,650 0.01 0.02

施行中 2 86,216 11,551 9,578 5,321 0 14,899 6,111 18,085,000 0.14 0.19

施行済 66 18,509,075 13,968,190 3,709,853 702,207 128,825 4,540,885 2,668,944 158,180,671 30.18 41.65

未定 2 － － － － － － － － － －

70 18,595,291 13,979,741 3,719,431 707,528 128,825 4,555,784 2,675,055 176,265,671 30.32 41.84

小計

総　合　計

施行主体 個所数
施行面積

(㎡)

保留地

(㎡)
公共用地整理後の

宅地面積

(㎡)

総事業費

(千円)

都市計画区域

面積に対する

割合(％)

市街化区域

面積に対する

割合(％)

出典：松戸の都市計画（令和 5 年 10 月改定）

●UR ଀ᘍのׇעɟᚁ

事業名ᆅ
北小金駅南口地区

第一種市街地再開発事業

施行者 住宅・都市整備公団

施行面積 ኖ 1.6ᶆᵿ

施行地域 松戸市小金ྛټ܌Ꮵӏび܌西のӲ一部の区域

事業年度 平成Ψ年度～平成 5 年度（平成 6 年 3 月）

総事業ᝲ ኖ 203 Εό

ϐ᧏ႆʙಅのܱ଀ཞඞɟᚁעᘑࠊ●

事業名ᆅ
北小金駅南口東地区

第一種市街地再開発事業

施行面積 ኖ 0.9ᶆᵿ

施行地域
松戸市小金ྛټ܌Ꮵ、東平賀܌向台ӏび

ː通ɳびに小金きよしケ丘一丁目のӲ一部の区域܌

団地名 施行者 完成年月日

アクティ北松戸 公団 平成5年8月

ピコティ北小金 公団 平成6年3月

プロムナード北松戸 公団 平成7年3月～平成10年8月

牧の原 公団 昭和50年7月

野菊野 公団 昭和50年3月

梨香台 公団 昭和50年8月

高塚団地 公団 昭和45年9月

小金原団地 公団 昭和44年6月

常盤平団地 公団 昭和37年6月
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●ᣃࠊϐ᧏ႆの૾ᤆ図

●1 ӭࠊᘑעのૢͳ૾ᤆ

図面ݣᝋ

ဪӭ
地区名ᆅ 面積(ᶆᵿ)

再開発を誘導すỔき地区

（誘導地区）

特に一˳的かつ総合的に

再開発を促進すỔき地区

（再開発促進地区）

① 松戸地区 ኖ 521 松戸駅周辺地区

② 馬橋・北松戸地区 ኖ 208 馬橋駅周辺地区

③ 北小金・新松戸地区 ኖ 255 北小金駅周辺北口地区

北小金駅周辺南口地区

北小金駅周辺北口駅前地区

新松戸駅東側地区

④ 小金原地区 ኖ 53

⑤ ᆌ台・八柱地区 ኖ 153

⑥ 常盤平地区 ኖ 164 常盤平駅周辺地区

⑦ 六実地区 ኖ 42 六実駅周辺地区

計 7 地区 ኖ 1,396 2 地区 6 地区

出典：松戸都市計画都市再開発の方ᤆ
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ίᾁὸʴӝѣӼ

Ṟ市ϋμ؏のʴӝのਖ਼ᆆểᙸᡫẲ

Ṻ総人口は平成 12 年からࣇ増傾向で推ᆆしながら、令和 2 年ではኖ 50 万人となっています。

Ṻ令和 2 年国勢調査に基づく推計によると人口の増加傾向は令和 7 年までዓくものの、その後は減少に᠃じ、

令和 22 年には 488,305 人に減少(令和 2 年からኖ 1 万人減少)する見ᡂみとなっていますが、平成 27 年

をピークに人口減少に᠃じる見ᡂみであった当И計画の推計※１を大ࠢに上回る結果となっています。

Ṻɭ代ắとの人口では、年少人口※ᾁの減少、高齢人口※ᾂの増加が見ᡂまれていますが、当И計画の推計と

比Ổて少子高齢化の進行ᡮ度は৮えられています。

本ࠊʴӝ⇹⇞∍ン↖↞⅚ʴӝ 50 ɢʴᆉ度⇁ዜਤↆ↕ⅳⅾↂ↗↗ↆ↕ⅳ↭ↈⅻ⅚本ᚘဒ↖↞⅚׎↚ⅹⅳ↕ਖ਼ڜ

ↄ↻↕ⅳ↺׎ᇌᅈ˟̬ᨦ・ʴӝբ᫆ᄂᆮ৑のਖ਼ᚘ͌⇁ဇⅳ↕⅚ʴӝのྵཞ・ݩஹᙸᡫↆのૢྸ⇁ᘍⅳ↭ↈ⅛

出典：実ጚ͌ᵽ国勢調査、推計͌ᵽ国立社会保障・人口問題研究所

※1 平成 22 年国勢調査に基づき、国立社会保障・人口問題研究所がም出した推計͌です。
※ᾁ年少人口は、15 ബ未満の人口をさします。
※ᾂ高齢人口は、65 ബ以上の人口をさします。

※平成 12、17 年は分൐に「ɧᛇ」を含む総数にݣする割合のため、合計͌は 100.0％にはならない。

※平成 22、27 年は分൐から「ɧᛇ」を除いてም出している。

ዮʴӝのਖ਼ᆆ

年ᱫޖКನ঺ൔྙのਖ਼ᆆ
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ṟ地؏ắểのʴӝのྵཞểᙸᡫẲ

ᾀὸʴӝ݅ࡇ

地域ƝƱの人口は、人口ѣ७をǑǓᛇኬに৭੮するƨǊ、��0O ȡȃǷȥをဇいて҄׋していǇす。

Ṻ令和 2 年国勢調査に基づく推計によると、将来的な人口減少が見ᡂまれているものの、当И計画の推計

と比Ổて市街化区域内の人口密度は高まっています。

Ṻ市街化区域内の鉄道駅周辺を主として、人口密度は概ね維持する見ᡂみであり、ଏ܍住宅地の一定の

൦แである 40 人ᵍᶆᵿ 以上となっています。

令和ᾁ年 令和ᾁᾁ年

঺ᾁᾁ年࠯ 令和ᾁᾁ年

出典：（上）平成 22 年国勢調査、平成 52（令和 22）年国立社会保障・人口問題研究所推計

（下）令和 2 年国勢調査、令和 22 年国立社会保障・人口問題研究所推計

਴ਛ 22ফব৹
に੦峏岹௓ੑ

ഥਮ 2ফব৹
に੦峏岹௓ੑ
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ᾁὸʴӝفถྙ

ᾂ)年ݲʴӝفถྙ

Ṻ将来的な人口減少の傾向にある中、当И計画の推計では全市的に減少する見ᡂみとなっていましたが、

鉄道駅周辺を主として、維持・増加に᠃じているエリアが見られます。

Ṻ一方、常盤平団地や小金原団地、牧の原団地付近においては、当И計画の推計とӷಮに急ນな人口減

少が見ᡂまれています。

令和ᾁ年ḷ令和ᾁᾁ年

Ṻ当И計画の推計では全市的に減少する見ᡂみとなっていましたが、松戸駅や新松戸駅周辺などの鉄道駅

周辺においては、大ࠢに増加するエリアも見られます。

令和ᾁ年ḷ令和ᾁᾁ年

঺ᾁᾁ年ḷ令和ᾁᾁ年࠯

঺ᾁᾁ年ḷ令和ᾁᾁ年࠯

出典：（左）平成 22 年国勢調査、平成 52（令和 22）年国立社会保障・人口問題研究所推計

（右）令和 2 年国勢調査、令和 22 年国立社会保障・人口問題研究所推計

出典：（左）平成 22 年国勢調査、平成 52（令和 22）年国立社会保障・人口問題研究所推計

（右）令和 2 年国勢調査、令和 22 年国立社会保障・人口問題研究所推計
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ᾃ)᭗ᱫʴӝفถྙ

Ṻ当И計画の推計では常盤平団地・小金原団地・牧の原団地付近の一部のエリアを除いて全市的に増加

する見ᡂみとなっていましたが、市街化区域内において大規模団地以外でも減少に᠃じているエリアが見

られます。

令和ᾁ年ḷ令和ᾁᾁ年࠯঺ᾁᾁ年ḷ令和ᾁᾁ年

出典：（左）平成 22 年国勢調査、平成 52（令和 22）年国立社会保障・人口問題研究所推計

（右）令和 2 年国勢調査、令和 22 年国立社会保障・人口問題研究所推計
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ίᾂὸם地Мဇのཞඞ

Ṟဇᡦ地؏

Ṻ昭和 11 年に都市計画ඥの適用をӖけて以来、宅地化の進ޒにˤい市街化区域をࢹẉにਘ大しま

した。(令和 7 年ྵ在、都市計画区域面積 6,133ᶆᵿ にݣし 4,444ᶆᵿ(72.5％))

Ṻ住居ኒ用途は主に第一種˯ޖ住居専用地域がਦ定されています。

Ṻ商業ኒ用途は主に駅周辺にਦ定されているものの、松戸新田、小金؉ឳ、Ψ山等ਦ定されていない

駅も܍在しています。また、常盤平団地・小金原団地内では近ᨩ商業地域がਦ定されています。

住
居
ኒ

第一種˯ޖ住居専用地域 るための地域ܣな住環境をڤ住宅のᑣޖ˯

第二種˯ޖ住居専用地域 主に˯ޖ住宅のᑣڤな住環境をܣるための地域

第一種中高ޖ住居専用地域 中高ޖ住宅のᑣڤな住環境をܣるための地域

第二種中高ޖ住居専用地域 主に中高ޖ住宅のᑣڤな住環境をܣるための地域

第一種住居地域 住居の環境を保ᜱするための地域

第二種住居地域 主に住居の環境を保ᜱするための地域

แ住居地域
道路の沿道としての地域の特性にỐさわしい業務のМ便の増進を図りつつ、住
居の環境を保ᜱするための地域

商
業
ኒ

近ᨩ商業地域 近ᨩの住民が日用Լのᝰཋをする店舗等の、業務のМ便の増進を図る地域

商業地域 主に商業等の業務のМ便の増進を図る地域

工
業
ኒ

แ工業地域 主に᠉工業の工場等、環境फ化のऀれのない工場のМ便を図る地域

工業専用地域 工業の業務のМ便の増進を図る地域
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ṟם地Мဇྵඞ

Ṻ都市的土地М用が 8 割以上をҩめています。

Ṻまた、市街化区域内では、住宅用地としての土地М用が大Ҟをҩめています。

出典：都市計画基礎調査(令和 3 年) 出典：都市計画基礎調査(令和 3 年) 

土地利用
【市全域】 【市街化区域内】

面積（ha） 構成比（％） 面積（ha） 構成比（％）

田 55.2 0.9 4.2 0.1

畑 613.4 10.0 195.1 4.4

荒地、耕作放棄地、低湿地 19.0 0.3 1.0 0.0 

山林 145.8 2.4 74.8 1.7

水面 140.9 2.3 39.1 0.9

その他自然地 27.6 0.4 9.6 0.2

自然的土地利用 1001.9 16.3 323.8 7.3

住宅用地 2186.5 35.7 1995.7 44.9

商業用地 448.8 7.3 373.9 8.4

工業用地 153.0 2.5 126.4 2.8

運輸施設用地 71.5 1.2 48.3 1.1

公共施設用地 82.9 1.4 45.1 1.0

文教・厚生用地 372.0 6.1 240.6 5.4

防衛用地 10.1 0.2 9.9 0.2

道路用地 951.6 15.5 805.9 18.1

交通施設用地 82.4 1.3 72.2 1.6

オープンスペース 385.6 6.3 146.3 3.3

その他の空地①（ゴルフ場等のレクリエーション施設） 41.5 0.7 0.2 0.0 

その他の空地②（太陽光発電のシステムを直接整備している土地） 2.0 0.0 0.1 0.0

その他の空地③（平面駐車場） 222.7 3.6 190.2 4.3

その他の空地④（建物跡地等、都市的状況の未利用地） 53.5 0.9 36.9 0.8 

その他の空地④（未建築宅地（造成完了）） 2.2 0.0 2.1 0.0

その他の空地④（用途改変中の土地（造成中）） 25.7 0.4 17.8 0.4

その他の空地④（屋外利用地（資材置場等）） 39.0 0.6 8.6 0.2

都市的土地利用 5131.1 83.7 4120.2 92.7

合計 6133 100.0 4444 100.0
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ίᾃὸπσʩᡫのཞඞ

出典ᵘ 京成バスҘᓶỸエスト、東武バス、京成バス、京成バスҘᓶセントラル（令和 7 年 4 月時点）、松戸市資料

Ṻ本市においては、鉄道（6 路線 23 駅）、路線バス（4 社 25 路線）、タクシー（7 社ኖ 450 台）、コミἷニティ

バスにより、公共交通ዡが࢟成されています。

Ṻ公共交通М用圏の人口ỽバー率は、市内全域でኖ 91.6％、市街化区域内はኖ 92.1％となっています。

また、ᢃ行᫁度が༾道 30 本以上ᵍ日のサービス൦แをஊするバス路線を基แとした場合の人口ỽバー率

は、市内全域でኖ 84.7％、市街化区域内はኖ 85.2％となっています。

Ṻ「松戸市の公共交通やᆆ動に関する市民意ᜤ調査」（令和 6 年度実施）では、ᐯ宅からஇ݃りバスͣまで

の所要時間が「5 分以内」の方はᢅҞ数をҩめ、இ݃りバスͣをჷっている人は 8 割以上をҩめる結果と

なっています。しかし、バスのМ用᫁度については「年数回以下」がኖ 7 割とМ用᫁度が˯くなっています。

Ṻྵ在、地域主˳で、コミἷニティバスやἂリーンスローἴビリティの導入が進められていますが、公共交通の

М便性が˯い地域が܍在し、地域公共交通計画において鉄道駅からᢒいエリアは外出率が相ݣ的に˯

いことが示されています。

πσʩᡫМဇחのʴӝỽἢὊྙ

ί市ϋμ؏ὸ

঺࠯ 29 年ᾉ91.2ήίʴӝᾉ441,791 ʴὸ ḷ 令和 7 年ᾉ91.6ήίʴӝᾉ456,574 ʴὸ

ί市街化ғ؏ϋὸ

঺࠯ 29 年ᾉ91.7ήίʴӝᾉ424,978 ʴὸ ḷ 令和 7 年ᾉ92.1ήίʴӝᾉ438,461 ʴὸ

πσʩᡫМဇחのʴӝỽἢὊྙ

ί༾ᢊ 30 本未฼/ଐửԃộễẟὸ

ί市ϋμ؏ὸ

঺࠯ 29 年ᾉ87.1ήίʴӝᾉ421,770 ʴὸ ḷ 令和 7 年ᾉ84.7ήίʴӝᾉ421,878 ʴὸ

ί市街化ғ؏ϋὸ

঺࠯ 29 年ᾉ87.6ήίʴӝᾉ406,026 ʴὸ ḷ 令和 7 年ᾉ85.2ήίʴӝᾉ405,410 ʴὸ

※ỽバー率のም出は、平成 29 年時点は平成 22 年、令和 7 年時点は令和 2 年に実施された国勢調査の人口を̅用。

※ỽバー率のም出方ඥはМ用圏にかかるメッシἷを基に、内外の面積比率に応じてਨ分。

※公共交通М用圏は都市構ᡯのᚸ̖に関するἡンドブック(ᶎ.14)に基づく。
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ίᾄὸ都市ೞᏡのཞඞ

ṞҔၲ଀ᚨ

ṟ᭗ᱫᎍӼẬ଀ᚨ

Ṻ病院は、市内全域に分૝して立地しています。

Ṻ診療所は、鉄道駅周辺に集中して立地しています。特に、ᵨR 常磐線Ӳ駅、常盤平駅、五香駅にて集中し

て立地しています。

Ṻ高齢者向け施設は、種᫏を問わẵ、市内全域で広く分ࠋしています。特に、市街化区域内では高密度で

分ࠋしています。

出典：まつど医療機関マップ 2024 年度

ẔʴӝỽἢὊྙẕ

ί市ϋμ؏ὸ

঺࠯ 29 年ᾉ98.5ή ίʴӝᾉ477,390 ʴὸ

ḷ 令和 7 年ᾉ99.9ή ίʴӝᾉ498,196 ʴὸ

ί市街化ғ؏ϋὸ

঺࠯ 29 年ᾉ98.5ή ίʴӝᾉ456,547 ʴὸ

ḷ 令和 7 年ᾉ99.4ή ίʴӝᾉ473,204 ʴὸ

※ỽバー率のም出は、平成 29 年時点は平成 22 年、令和 7 年

時点は令和 2 年に実施された国勢調査の人口を̅用。

ẔʴӝỽἢὊྙẕ

ί市ϋμ؏ὸ

঺࠯ 29 年ᾉ99.9ή ίʴӝᾉ103,752 ʴὸ

ḷ 令和 7 年ᾉ100.0ή ίʴӝᾉ129,760 ʴὸ

ί市街化ғ؏ϋὸ

঺࠯ 29 年ᾉ100.0ή ίʴӝᾉ91,110 ʴὸ

ḷ 令和 7 年ᾉ100.0ή ίʴӝᾉ122,006 ʴὸ

ᝋは高齢人口(65ݣ※ ബ以上)のみ

※ỽバー率のም出は、平成 29 年時点は平成 22 年、令和 7 年

時点は令和 2 年に実施された国勢調査の人口を̅用。

出典：ҽ生і΁Ⴞ「ʼᜱ事務所・生活関連ऴ報検ኧ」（令和 7 年 7 月ྵ在）
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Ṡ܇Ꮛềૅੲ଀ᚨ

ṡՠಅ଀ᚨ

Ṻ保育所・幼稚園・認定こども園等の種᫏を問わẵ、市内全域に広く分ࠋしています。

Ṻ特に、松戸駅ӏび新松戸駅周辺において、子育て支援施設が集中して立地しています。

出典：松戸市保育所（園）・小規模保育事業・認定こども園一ᚁ
まつどきっẵねっと Hᵮ「幼稚園一ᚁ」

ҘᓶჄ Hᵮ「認可外保育施設について」（令和 7 年 7 月ྵ在）

ẔʴӝỽἢὊྙẕ

ί市ϋμ؏ὸ

঺࠯ 29 年ᾉ97.4ή ίʴӝᾉ18,838 ʴὸ

ḷ 令和 7 年ᾉ99.4ή ίʴӝᾉ18,061 ʴὸ

ί市街化ғ؏ϋὸ

঺࠯ 29 年ᾉ97.6ή ίʴӝᾉ18,199 ʴὸ

ḷ 令和 7 年ᾉ99.6ή ίʴӝᾉ17,416 ʴὸ

ᝋは幼年人口(0-4ݣ※ ബ)のみ

※ỽバー率のም出は、平成 29 年時点は平成 22 年、令和 7 年

時点は令和 2 年に実施された国勢調査の人口を̅用。

Ṻ商業施設は、Ỗỗ市内全域をỽバーしています。

出典：Mᵿᶎᵤᵿᶌ Hᵮ（令和 7 年 7 月ྵ在）

ẔʴӝỽἢὊྙẕ

ί市ϋμ؏ὸ

঺࠯ 29 年ᾉ96.8ή ίʴӝ 469,112 ʴὸ

ḷ 令和 7 年ᾉ96.4ή ίʴӝ 480,480 ʴὸ

ί市街化ғ؏ϋὸ

঺࠯ 29 年ᾉ97.3ή ίʴӝᾉ450,985 ʴὸ

ḷ 令和 7 年ᾉ97.0ή ίʴӝᾉ461,880 ʴὸ

※ỽバー率のም出は、平成 29 年時点は平成 22 年、令和 7 年

時点は令和 2 年に実施された国勢調査の人口を̅用。



ᇹᾁᇘ 松戸市のྵཞể課᫆

24

Ṣٻᙹ೉ࡃ٥ݱίࡃᑄ᩿ᆢ 10,000 Ὦˌɥのՠಅ଀ᚨὸ

Ṻ店舗面積が 10,000 ㎡以上の比較的大規模な商業施設は、松戸や新松戸、北小金、常盤平等の駅周辺

に立地しています。

Ṻ令和 6 年 12 月時点では、店舗面積が 20,000 ㎡以上であるショッピンἂἴールኢの大型商業施設は市

内に 2 ˑ立地するのみであり、人口規模や周辺市の状況と比較すると、少ないものとᎋえられます。

出典：ҘᓶჄ市ထ஭К大規模小٥店舗名ቐ（令和 6 年 12 月時点）

ᐯ඙˳名
店舗数
（ˑ）

人口数（人）
令和 2 年時点

௥ 市 6 426,468

市߷市 4 496,676

松戸市 2 498,232

流山市 1 199,849

ᦉケ谷市 1 109,932

店舗面積 20,000 ㎡以上の商業施設の立地状況
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ίᾅὸ໎ܹἼἋἁầভࣞẰれる地؏

Ṟםჿ໎ܹཎКᜩ়ғ؏Ὁםჿ໎ܹᜩ়ғ؏Ὁ࣯ͼ૲地ْߐүᨖғ؏

ṟේ൦ेܭғ؏ί൶戸߷ӏỎɶݱඕ߷ίेܭஇٻᙹ೉ὸὸ

Ṻ市内においては、土ჿ災害特Кᜩ়区域、土ჿ災害ᜩ়区域、急傾૲地ْߐүᨖ区域がਦ定されてい

ます。

Ṻਦ定されているሖ所としては、長年の൶戸߷の流れによって࢟成されてきた ᵨR 常磐線沿線東側に連ዓし

ている૲面地等を中࣎としてਦ定されています。

Ṻ൶戸߷の൩຦によるේ൦として、ᵨR 常磐線西側のエリア一࠘にて区域がਦ定されており、5.0ᾼ～10.0ᾼ

未満の範囲が広く想定されています。

Ṻその他、東松戸駅西側のჇ間߷流域でも区域がਦ定されています。

出典：ҘᓶჄ（令和 7 年 2 月）

Ṻその他、東松戸駅西側のჇ間߷流域でも区域がਦ定されています。

Ẕ൶戸߷ẕ

Ṻその他、東松戸駅西側のჇ間߷流域でも区域がਦ定されています。

Ẕ中小ඕ߷（ק、߷ק߷放൦路、新ק߷、М根ᢃඕ、Ⴧ間߷）ẕ

出典：国土交通Ⴞ関東地方整備局൶戸߷ඕ߷事務所（平成 29 年） 出典：ẔМ根ᢃඕ、ק・߷ק߷放൦路ẕ

国土交通Ⴞ関東地方整備局൶戸߷ඕ߷事務所（平成 29 年）

Ẕק߷・新ק߷ẕҘᓶჄ（令和 2 年 5 月）、ẔჇ間߷ẕҘᓶჄ（令和Ψ年）
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Ṡ᭗ກ

ṡ地ᩗί地؏のүᨖࡇἰἕἩὸ

Ṻ高ກによるේ൦として、ᵨR 常磐線西側のエリア一࠘にて区域がਦ定されています。

Ṻ特に市の南西部では、3.0m～5.0ᾼ以上のේ൦が想定されています。

Ṻ全市的に建ཋᘮ害（全ْ）が想定されています。

Ṻ特に、市街化区域内においても、全ْする建ཋの割合が 7％以上とүᨖ度大のエリアが܍在しています。

出典：ҘᓶჄ（平成 30 年）

出典：松戸市地ᩗἡἈードマップ（令和 8 年 3 月）
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ίᾆὸᝠ૎ཞඞ

ബλὉബЈನᡯのਖ਼ᆆ

Ẕബλのਖ਼ᆆẕ

ẔബЈのਖ਼ᆆẕ

Ṻബ入総᫇は増加していますが、ᐯ主財เに比Ổて、ബ入総᫇にݣする̔܍財เの割合・総᫇が大ࠢに増

加しています。将来的な国・Ⴤからのᙀя金の減少や、ᐯ主財เにおいても人口減少にˤう市ᆋӓ入の

減少がভࣞされます。

Ṻബ出も増加しており、特に少子高齢化等にˤい、民生ᝲが増加傾向を示しています。

Ṻ今後はそれらのࢨ᪪にˤい、土木ᝲのような都市基盤施設にੑけられるᝲ用もᨂ定されることがভࣞされ

ます。

歳出総額
1,423.6 億円

歳出総額
1,853.1 億円

歳入総額
1,930.7 億円

঺࠯⁍ ․  ⁏ࡇ࠰ 歳入総額
1,490.5 億円

出典：総務Ⴞ 地方財政状況調査関̞ ൿምỽード

঺࠯⁍ ․  ⁏ࡇ࠰

⁍ˋԧ ‧ ⁏ࡇ࠰

⁍ˋԧ ‧ ⁏ࡇ࠰

ബλ≋ᝠเК≌

ᐯɼᝠเൔྙ↝ਖ਼ᆆ

঺࠯⁍ ․  ⁏ࡇ࠰

‧‪‪‣†≋≉․†‫‪ Εό≌

⁍ˋԧ ‧ ⁏ࡇ࠰

‧•† ≉≋‫ •†‫ Εό≌

-8.5 ∃⇊ン⇮

≋+97.2 Εό≌

ബЈ≋ႸႎК≌

ൟဃᝲ↝ਖ਼ᆆ

঺࠯⁍ ․  ⁏ࡇ࠰

…‥† ≉≋ ․•†• Εό≌

⁍ˋԧ ‧ ⁏ࡇ࠰

‧‥†‣≉≋‫‪…†  Εό≌

+9.5 ∃⇊ン⇮

≋+364.6 Εό≌

ᐯɼᝠเᐯɼᝠเ

881.8 Εό88888811.888 ΕΕΕΕΕΕόόό
59.2≉9.2≉

ᝠเ܍ᝠเ̔܍̔

608.7 Εό608.7 Εόόόό
40.8≉0.8≉

ᐯɼᝠเᐯɼᝠเ
979.0 Εό979.0 Εό

50.7≉0.7≉
999

ᝠเ܍̔

9999999

ᝠเ܍̔

951.7 Εό
9999

951.7 Εόόόόό
49.3≉9.3≉
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 Ӳ分野におけるྵ状の分ௌ結果をもとに、課題を整理します。

ᾁὼᾁ ྵཞấợỎݩ来ᙸᡫẲỆؕづく課᫆

ྵཞᾁ ʴӝѣӼ
Ẕ市ϋμ؏ỆấẬるʴӝถݲỆˤạ˯݅ࡇ化ẕ
Ṻ国立社会保障・人口問題研究所の推計では、人口減少が見ᡂまれているものの、令和 22 年時

点での市街化区域内の人口密度は概ね維持する見ᡂみであり、ଏ܍住宅地の一定の൦แであ
る 40 人ᵍᶆᵿ 以上となっています。

Ṻしかし、一定の時期に一૪入居した常盤平・小金原・牧の原等の大規模団地では、人口が特に大
きく減少する可能性があります。

Ṻዒዓ的な少子高齢化が進行しています。

ྵཞᾃ πσʩᡫのཞඞ
ẔΪܱẲẺπσʩᡫዡầ࢟঺ẕ
Ṻ本市においては鉄道・路線バス・タクシーにより、Ϊ実した公共交通ዡが࢟成されています。
Ṻ公共交通ዡがΪ実している中、特にஇ݃りのバスͣの認ჷ度は高いものの、そのМ用᫁度は˯い状

況となっています。
Ṻまた、公共交通М便性が˯い地域も܍在し、鉄道からᢒいエリアの外出率は˯くなっています。

ྵཞᾄ 都市ೞᏡのཞඞ
Ẕ᭗݅ࡇễʴӝỆૅảỤれẺ都市ೞᏡầΪܱẕ
Ṻ都市機能の人口ỽバー率※1 は、他のᐯ඙˳と比較してΪ実度が高い状況です。
Ṻ今後のভࣞとして、将来的に本格的な人口減少に᠃じた場合においては、ྵ在の都市機能の高

密度な立地の維持にࢨ᪪をӏỗす可能性があります。
Ṻ20,000 ㎡をឬえるショッピンἂἴールኢの大型商業施設は市内に 2 ˑ立地するのみであり、人

口規模や周辺市の状況と比較すると、少ないものとᎋえられます。

※1 人口ỽバー率とは、総人口にҩめる、Ӳ施設のМ用圏に居住する人口の割合をいいます。

ྵཞᾅ ໎ܹἼἋἁầভࣞẰれる地؏
ẔӲᛔݰғ؏ửᚨܭẴるᨥỆᎋॾẴỔẨғ؏のנ܍ẕ
Ṻ土ჿ災害（特Кᜩ়区域・ᜩ়区域）やඕ߷ව൦等による൦災害のỖか、地ᩗによる建ཋْ͂

のүᨖ性や高ກ等の災害リスクが܍在しています。

ྵཞᾂ 地Мဇのཞඞם
Ẕ市街化ғ؏ϋỆấẬる都市ႎם地Мဇの適正化ẕ
Ṻこれまで、市街化区域内においては、大Ҟのሖ所にて都市的土地М用が進み、住宅用地や駅周

辺等における商業用地としての土地М用が࢟成されています。

ྵཞᾀ 市街地࢟঺の٭ᢟ
Ẕם地ғ画ૢྸʙಅửɶ࣎ểẲẺ計画ႎễ市街地᧏発ẕ
Ṻ土地区画整理事業により相当᣽の規模にて住宅地開発が実施され、住宅地としてのᑣڤな都市

基盤が整備されてきました。
Ṻྵ在施行中の新松戸駅東側地区では、都࣎型住宅や商業用地等のо出により、定住人口の増

加が期ࢳされる新たな市街地整備が進んでいます。

ྵཞᾆ ᝠ૎ཞඞ
ẔʴӝѣӼሁỆؕづくബλബЈನᡯの٭化ẕ
Ṻ少子高齢化等にឪ׆し、民生ᝲがዒዓ的に増加しています。それにより、都市基盤施設（道路、下

൦道等）の新規৲資にੑけられるᝲ用が将来的に減少することがভࣞされます。

課題 1・2 へ

課題

1・2・3 へ

課題 1・2 へ

課題 1・3 へ

課題 1・2 へ

課題 4 へ

課題 2 へ

【ӲᆔᣃࠊೞᏡのʴӝ⇑⇶ーྙ】

全国 三大都市圏
地方都市

概ね50万人
市内全域

市街化区域
のみ

医療施設 85.0 92.0 86.0 99.9 99.4

高齢者向け施設 72.0 75.0 80.0 100.0 100.0

子育て支援施設 74.0 81.0 76.0 99.4 99.6

商業機能 75.0 83.0 75.0 96.4 97.0

他自治体平均値 松戸市
対象

（％）
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課 題 ２ 人口減少・高齢化への対策 (現状１・２・３・５・７より)  
～ 良好な都市基盤施設を生かした居住誘導と人口動向に応じた各施設の適正配置 ～ 

⇒本市の総人口は、近年は横ばい傾向にあるものの、国立社会保障・人口問題研究所※によると将来的な人

口減少が見込まれています。その中でも大きな人口減少が見込まれるようなエリアでは、これまでに整備さ

れた良好な都市基盤施設（道路、下水道等）の有効活用が図られなくなるほか、人口減少に伴う生活サー

ビス水準の低下も懸念されるため、積極的な居住の誘導が求められます。 

⇒また、世代ごとの人口では、年少人口が継続的に減少し、高齢人口が継続的に増加する少子高齢

化が進展する見込みです。世代間の人口構成バランスの確保に向け、特に若い世代の積極的な誘

導が求められます。 

⇒松戸市人口ビジョン「将来人口の展望」で掲げる「2060 年まで、現在の水準である 50 万人程度を維

持」に貢献する居住の誘導が求められます。 

※国立社会保障・人口問題研究所の人口推計は、松戸市人口ビジョンの人口推計値と比較し低い数値となっていますが、過去の出

生率や転入出を踏まえた移動率等を前提としたものと勘案しつつ、本計画も含めた各種人口維持の施策を市内全域に打ち出すこ

とで、可能な限り、その国立社会保障・人口問題研究所の想定にならないよう、計画を推進することを考え方の基本とします。 

課 題 １ 都市機能の維持・充実 (現状１・２・３・４・５より)  
～ 賑わい向上や生活利便性の確保を見据えた都市機能誘導 ～ 

⇒本市の拠点であり、現状において生活利便性の高い鉄道駅周辺を主として人口の維持・増加が見込ま

れていますが、一部のエリアでは減少傾向となっていることから、地域住民や駅周辺利用者により支えら

れている都市機能のサービス水準の低下が懸念されます。そのため、鉄道駅周辺への人口誘導の取

組と合わせて、駅周辺の位置づけに応じた、将来にわたりまちの賑わいを保ち、生活利便性を確保する

ための都市機能を誘導することが求められます。 

⇒特に、市内外を含めた広域的なアクセス性を有する鉄道交差駅周辺は、そのポテンシャルを生か

し、市全体の賑わい向上につなげていくためにも、大型商業施設や図書館等、広域性・集客性の高

い施設を誘導することが求められます。 

※市民意識調査（令和 5 年度松戸市総合計画進行管理のための市民意識調査）の「松戸市に定住を望まない理由」の主な

要因に「買い物や娯楽を楽しめる環境ではないから」が上がっており、今後、人口流入の促進や転出の抑制を図るためにも、

広域性・集客性の高い施設を誘導していくことが求められます。 

課 題 ３ 公共交通網の維持・向上 (現状２・４より)  
～ 将来人口見通しを踏まえた、持続可能な公共交通ネットワークの検討 ～ 

⇒日常生活における市民の移動利便性の確保に向け、交通事業者との十分な調整を行いながら、現

在の充実した公共交通における利便性の維持・向上を図ることが求められます。 

⇒また、公共交通の利便性が低い地域のニーズを的確に捉えた持続可能な移動手段の導入や公共

交通への利用促進について検討を進める必要があります。 

⇒さらに、将来的な高齢化の進行が見込まれていることから、ひとりでは外出が困難な高齢者などの交

通弱者を含めた、すべての市民が安心して円滑に移動できる環境整備や支援が求められます。 

課 題 ４ 災害リスクに対する、暮らしの安全性の確保 (現状６より)  
～ 災害に応じたリスクの低減・回避の検討 ～ 

⇒本市においては、JR 常磐線西側を中心に江戸川の氾濫に伴う浸水想定区域が広範囲に指定され

ているほか、土砂災害や地震による建物倒壊など、災害リスクのある箇所が点在しています。しかし、

多数の居住者がいる市街地等については、都市基盤施設に対して必要な投資を行ってきた経緯が

あることから、今後も暮らしの場として有効に維持・活用していくことが求められます。 

そのため、発災時のいかなる事態においても被害を最小限に留められるよう、国土交通省等との連携

も視野にハード・ソフト両面からの防災対策等により、暮らしの安全性を確保することが求められます。 
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現状及び将来見通しに基づく課᫆への対応や、松戸市総合計画における基本目೅の実現を推進

する観点から、立地適正化計画におけるまちづくりの基本方針(計画のターἄット)を以下に設定します。

基本目೅ 1 子育て・教育・文化・ἋἯー἖
῍子育て・教育・文化・ἋἯー἖を᠆としẺ都市ἨἻンἛづくり῍

若い世代の結۟、出産、子育てのࠎ望をかなえるとともに、こどものॖ見がݭ᣻され、こども
たちが健やかに育ち、「子育てがしやすいまち」としてᢠばれるまちづくりを進めます。

基本目೅ 2 高齢者・障害者・ᅦᅍ・ͤࡍ・地域σ生
῍ᛡもầいẨいẨと暮らẶるまちづくり῍

ᛡもが生涯を通じて、自らの健康に関心を持ち、心身ともに健康でいきいきと暮らせるまち
づくりを進めます。

基本目೅ 3 まちのϐ生・ἼἝἷーỴἽ ῍地のᑣい魅力的なまちづくり࣎އ῍

主要駅周辺の市街地整備、住宅政策の更なる推進に加え、都市計画道路整備を含めた
市内道路整備、公園の整備及びዯ地の保全、河川整備、下൦道整備等総合的なまちづ
くりを進めます。

基本目೅ 4 ᨽဇо出・ኺฎ活性化
῍地域ኺฎầ活力にẝỐれ、ᐯ分らしく΁けるまちづくり῍

本市各種産業の環境整備と振興にѐめ、市のኺ済活性化を̟し、事業者のᆙẫ力を高め
るとともに、΁きたい人が生きがいを持って自分らしく΁けるまちを目指していきます。

ᛢ ᫆ ３ πσ交ᡫዡの維持・向上

～ 将来人口見通しを踏まえた、持続可能な公共交通ネットὁークの検討 ～

ᛢ ᫆ ２ ʴӝถݲ・高齢化ồの対ሊ

～ 良ڤな都市基盤施設を生かした居住誘導と人口動向に応じた各施設の適正配置 ～

ᛢ ᫆ １ 都市機能の維持・充実

～ 賑わい向上や生活利便性の確保を見ੁえた都市機能誘導 ～

総
合
計
画
⎡
基
本
目
೅
⎡
実
現
⎞
向
⎄
⍥

基
本
方
針
⎞
基
⎘
⎂
各
種
施
策
⏅
推
進

【まちづくりの基本方針（ターἄἕἚ）①】
広域からの集客により賑わいを生み出すとともに、市民の暮らしの質を高める拠点の形成

○本市では、現状において日常生活に必要な都市機能は充実している一方、大型商業施設や図書館等、広域性・集客性の高

い施設の立地が少ない状況にあります。そのため、本市の中心市街地である松戸駅周辺や、鉄道交差駅である新松戸駅周

辺、新八柱・八柱駅周辺、東松戸駅周辺において、広域性・集客性の高い施設の維持や充実、拠点内の回遊性やࣛ適性の

向上に資する環境整備等を進め、広域交流拠点・交流拠点としての機能強化を図ります。

○その他の各駅周辺等の生活拠点についても、市民の日常生活に必要な施設の立地誘導により、拠点としての機能維持・充実

を図ります。

㚳 集客性・利便性を高める広域交流・交流拠点の形成

㚳 市民の暮らしの質を高める生活拠点の形成

【まちづくりの基本方針（ターἄἕἚ）ṟ】
充実しẺ˰࿢ؾを生かしẺʴӝ流λと地域ʴӝನ成ἢἻンἋのͤ全化

○市内全域で見ᡂまれる人口ถ少や高齢化に対しては、各施設の適正配置や魅力付け、公共交通の充実等を̟進し、幼少期

から高齢期まで想定される多様なニーズに対応した住環境を形成※することにより、外部からの人口流入の̟進および市民の

定住化につなげ、将来的な人口構成バランス・地域間の人口バランスの健全化を図ります。
※今後の大ࠢな高齢人口の増加に対し、高齢者がいつまでもΨൢに暮らせるまちづくりを行うために、高齢者向け施設、医療施設の適

正配置に取りኵみ、地域包括ケアシステムを構築します。
※現在、子育て支援施設は充実度が高く、平成28年から9年連続で待機児童Ἆロ(国基แ)を達成しています。今後も充実度の高さを

保ち、子育てしやすいまちとしての都市ブランドづくりを推進します。

㚳 の形成によるʴӝ流λ・定˰化の̟ᡶؾಮなɭˊのἝーἌに対ࣖしẺ˰࿢ٶ

【まちづくりの基本方針（ターἄἕἚ）Ṡ】
ᛡもầಏしくࣛ適にᆆѣỂẨる交ᡫ࿢ؾのૢͳ

○本市では、鉄道6路線（ᵨR常ᄱ線・ᵨRന蔵野線・ʮ成松戸線・北総線・野ဋ線・流山線）がጏ್にឥり、多方面へアクセスしや

すい環境にあることが、居住地としての強みとなっています。今後は交通事業者との連携のもと、ଏ存公共交通の維持及び利

便性の向上とともに、地域の実ऴにұしたᛡもが利用したくなるような移動環境の整備や支援により、多様な移動ニーズに対

応した持続可能な公共交通ネットὁークの形成を図ります。

○拠点地域への都市機能誘導や公共交通沿線への居住誘導による公共交通利用者の確保のほか、ᛡもが安心してό๖に移動

できる交通インἧラの整備により、「歩いて暮らせるまち」の形成につなげます。

㚳 ଏ܍πσ交ᡫを᠆としẺ持ዓӧ能なπσ交ᡫ἟ἕἚὁーἁの形成

㚳 ᛡもầ࣎ܤしてό๖にᆆѣỂẨる交ᡫỶンἧἻのૢͳ

ᛢ᫆（第 2 章をਁ出）

ᾅếの基本目೅（松戸市ዮӳ計画より）

３－１ 立地適正化計画におけるまちづくりの基本方針

第３章 まちづくりの基本方針、ݩஹ都市ನᡯ

ᛢ ᫆ ４ ໎害ἼἋἁに対する、暮らしのܤ全性のᄩ̬

～ ໎害に応じたリスクの低ถ・回ᢤの検討 ～

【まちづくりの基本方針（ターἄἕἚ）ṡ】
໎害にࢍく、ܤ全Ể࣎ܤして暮らẶるまちづくりの実現

○河川൩຦によるව൦のほか、内൦ේ൦や土ჿ໎害、地ᩗによる建物ْ͂など、市内全域に໎害リスクが存在していることか

ら、国土交通省等の関係部局と連携しながら、ἡード対策を講じ、ᛡもが安全で安心して暮らせる住環境の形成を実現しま

す。

○また、想定を上回る自໱໎害に備え、ἡード整備だけではなく、公яとともに自яや地域における共яの連携を基本として、໎

害時のᘮ害を᠉ถするἏἧト対策に係る取ኵにもද力し、໎害に強いまちづくりを推進します。

㚳 ἡーἛ・ἏἧἚɲ᩿からの᧸໎・ถ໎対ሊによるܤ全࣎ܤな˰࿢ؾの形成基本目೅ 5 ᧸໎・᧸ཛ・ܤ全࣎ܤ ῍して暮らẶるまちづくり࣎ܤ全Ểܤ῍

ࣛ適な生活環境を保全し、市民の暮らしをいつでも守る安全安心なまちづくりを進めます。

基本目೅ 6 ἙἊタἽ化・行ᝠ政ો᪃・சஹσо・魅力発̮・࿢ؾ
῍சஹにếなầる持ዓӧ能なまちづくり῍

松戸市民全Ճが、安心して住みやすく、満ឱしていただける持続可能なまちを実現すべ
く、総合計画を前提とした行ᝠ政運営にᢦ進します。

計
画
の
⏠
⏯
ー
␑
ー

計
画
の
⏠
⏯
ー
␑
ー

計
画
の
⏠
⏯
ー
␑
ー
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画
の
⏠
⏯
ー
␑
ー
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ίᾀὸ松戸市都市計画ἰἋἑὊἩἻὅỆấẬるݩ来都市ನᡯのᎋả૾

立地適正化計画における居住誘導や都市機能誘導の検討にあたり、松戸市都市計画マスター

プランにおける将来都市構ᡯ等のᎋえ方を以下に整理します。

Ṟਗໜ࢟঺のᎋả૾

駅を中࣎としたまちの成り立ちや都市機能の集積状況などから、鉄道駅周辺等を中࣎に拠点とし

てˮፗづけ、都市の活щや୥らしやすさ等を高めていくとともに、鉄道や࠴線道路の἟ットὁークの維

持・࢟成により、ܤ全でᆆ動しやすい環境を作り、多ಮな活動や交流を支えながら、市全˳の᭽щ

向上を目ਦすこととしています。

都市機能誘導に関連する拠点としては、以下の内ܾが設定されています。

ᾂὼᾁ 来都市ನᡯݩ

ਗໜのЎ᫏ ᚨܭሖ৑ ਗໜのཎࣱ

ʩ්؏࠼

ਗໜ
松戸駅周辺

商業・業務機能や行政機能・文化機能などの高次の都

市機能が集積し、地区内外の人ẉが交流し、多ಮな活

動を行う拠点

ʩ්ਗໜ
新松戸駅、新八柱・八柱駅、東

松戸駅周辺

交通結ራ点としてのМ便性の高さを生かしながら、広域

性・集ܲ性の高い都市機能が集積した拠点

ဃ෇ਗໜ

北松戸駅、馬橋駅、北小金

駅、上本郷駅、みのり台駅、常

盤平駅、五香駅、矢Џ駅、秋

山駅、松᫠台駅、六実駅のӲ

駅周辺と小金原センター周辺

日常生活に࣏要な身近な商業・サービス機能が集積し

た拠点

出典：松戸市都市計画マスタープラン
将来都市構ᡯ図



ᇹᾂᇘ ộẼづくりのؕ本૾ᤆẆݩ来都市ನᡯ

36

ṟᢊែὉʩᡫЎ᣼のᎋả૾

本市の将来都市΂の実ྵに向けた 5 つの都市づくりの目೅のうち、道路・交通分野に̞る目೅

「ᛡもがࣛ適にಏしくᆆ動できる都市」の基本的なᎋえ方では、公共交通のМ便性を高め、ᛡもが

応しながݣ化に٭や環境ޒでࣛ適にᆆ動しやすい都市づくりをἴビリティ分野の২術発࣎ܤ・全ܤ

ら進めるとともに、広域的な交通἟ットὁークの整備と連ઃした道路交通環境の整備・改ծのỖか、

全でࣛ適なഩ行者ᆰ間の࢟成、ᆆ動そのものがಏしめる道路環境づくりなど、កわいや᭽щのоܤ

出につながる都市づくりを目ਦすこととしています。

୼に、生活М便性の面から鉄道や路線バス等の公共交通἟ットὁークを生かし、鉄道駅周辺の高

密度な市街地とその周辺の˯密度な市街地からなるྵ在のコンパクトな市街地࢟७の維持にѐめ

ることとしています。

出典：松戸市都市計画マスタープラン
ᛡもがಏしくࣛ適にᆆ動できる都市の方ᤆ図

Ṻ都市計画マスタープランにおける将来都市構ᡯは、立地適正化計画で目ਦす「コンパクトシティ・

プラス・἟ットὁーク」のᎋえ方と合ᐲしているため、上記の基本的なᎋえ方は立地適正化計画に

おいても៊᙭します。
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ίᾁὸ立地適正化計画ỆợりܱྵửႸਦẴݩ来都市ನᡯ

まちづくりの基本方ᤆや都市計画マスタープランの将来都市構ᡯを៊まえ、本計画における将来

都市構ᡯのᎋえ方を以下に整理します。

Ṻ都市計画マスタープランにおいては、駅を中࣎としたまちの成り立ちを៊まえるとともに、Οれた

鉄道἟ットὁークをҗ分に生かすᚇ点から、鉄道駅を中࣎に 16 ሖ所の拠点を設定しています。

Ṻ今後、増加する高齢者にもݣ応しながら、まちの活щを将来にわたって持ዓさẶていく上で、駅

周辺等の重要性は一ޖ高まることから、拠点設定については都市計画マスタープランでの基本

的なᎋえ方を៊᙭しつつ、計画策定以降の状況٭化や都市機能誘導区域の設定等によりφ˳

化することを᪽ࣞにፗいて、以下のとおり設定します。

Ṻ市内の鉄道 6 路線ӏび、駅間や駅と大規模団地等を結ố基࠴的なバス路線を公共交通᠆と

してˮፗづけ、将来にわたりҗ分な἟ットὁーク機能をᄩ保します。

Ṻ市街化区域内にて、将来的な人口構成バランス・地域間の人口バランスの見通しをᎋॾしなが

ら、人口の適正ᣐፗを行っていきます。

Ṻその中でも、拠点となるӲ駅周辺や公共交通᠆沿線（市街化区域内）を主として、都市機能や

居住をዼやかに誘導し、生活М便性を備えた居住密度の高い市街地を維持します。

Ṻその他の居住地域は、ྵ状の人口密度を維持し、生活サービスの維持・Ϊ実にѐめます。

ਗໜのЎ᫏ ਗໜᚨܭሖ৑ ਗໜのཎࣱ

ʩ්ਗໜ؏࠼ 松戸駅周辺
商業・業務機能や行政機能・文化機能な

どの高次の都市機能が集積する拠点

ʩ්ਗໜ
新松戸駅周辺、新八柱・八柱駅周

辺、東松戸駅周辺

広域性・集ܲ性の高い都市機能が集積す

る拠点

ဃ෇ਗໜ

北松戸駅周辺、馬橋駅周辺、北小

金駅周辺、上本郷駅周辺、みのり

台駅周辺、常盤平駅周辺、五香駅

周辺、矢Џ駅周辺、秋山駅周辺、

松᫠台駅周辺、六実駅周辺、小金

原センター周辺

日常生活に࣏要な身近な商業・サービス

機能が集積する拠点

ਗໜᚨܭの૾Ӽࣱ

πσʩᡫ᠆ᚨܭの૾Ӽࣱ

ʴӝᣐፗの૾Ӽࣱ
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将来都市構ᡯのᎋえ方を整理すると、以下の通りになります。

立地適正化計画にấẬỦݩஹ都市ನᡯ׋

※駅周辺において、まちづくりの進ޒにより市街化区域へのዻ入がなされた場合は、新たに拠

点へのˮፗづけを検討します。
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都市機能誘導区域の設定にあたっては、ྵ状の都市機能の立地状況や、拠点ắとの特性を៊まえ

た上で、拠点に൭められる都市機能を整理することが൭められます。

ίᾀὸ౨᚛ݣᝋ଀ᚨ

立地適正化計画の৖ࡽき（令和 7 年 4 月 国土交通Ⴞ）では、拠点ắとに想定される機能として以

下の内ܾが̊示されています。

ᇹᾃᇘ 都市ೞᏡᛔݰғ؏Ẇᛔݰ଀ᚨ

ᾃὼᾀ 都市ೞᏡᣐፗのᎋả૾

●ᇌעᢘദ҄ᚘဒの৖ࡽƖƴᅆƞǕǔᛔݰ଀ᚨのイȡȸǸ

出典：立地適正化計画の৖ࡽき

機能 中࣎拠点 地域・生活拠点

行政機能
▪中௔的な行政機能
̊：本庁舎

▪日常生活をփむ上で࣏要となる行政ᆸ
口等

̊：支所、福祉事業所等のӲ地域事務所

ʼᜱ福祉
機能

▪市ထ஭全域の住民をݣᝋとした高齢者
福祉のਦ導・相談のᆸ口や活動の拠点
となる機能

̊：総合福祉センター

▪高齢者のᐯ立した生活を支え、Ӎは
日ẉのʼᜱ、見ܣり等のサービスをӖけ
ることができる機能

̊：地域包括支援センター、在宅ኒʼᜱ
施設、 コミἷニティサロン等

子育て
機能

▪市ထ஭全域の住民をݣᝋとした児童福
祉に関するਦ導ῒ相談のᆸ口や活動の
拠点となる機能

̊ώ子育て総合支援センター

▪子どもを持つɭ代が日ẉの子育てに࣏
要なサービスをӖけることができる機能

̊ώ保育所、こども園、児童クラブῑ子育て
支援センターῑ児童館 等

商業機能

▪時間ෞᝲ型のショッピンἂニーἌ等、
ಮẉなニーἌにݣ応したᝰいཋ、᫢事を
੩̓する機能

̊：相当規模の商業集積

▪日ẉの生活に࣏要な生ᮗԼ、日用Լ等
のᝰい回りができる機能

面積Ṽ㎡以上の᫢Լスーパー࠿ࡨ：̊

医療機能
▪総合的な医療サービス（二次医療）をӖ
けることができる機能

̊：病院

▪日常的な診療をӖけることができる機能
面積Ṽ㎡以上の診療所࠿ࡨ：̊

金融機能
▪ൿ済や融資等の金融機能を੩̓する機
能

̊：銀行、̮用金ࡉ

▪日ẉのࡽき出し、᪳け入れなどができる
機能

̊：郵便局

教育・文化
機能

▪住民全˳をݣᝋとした教育文化サービ
スの拠点となる機能

̊：文化ホール、中央図書館

▪地域における教育文化活動を支える拠
点となる機能

̊：図書館支所、社会教育センター
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本計画においては、まちづくりの基本方ᤆの実ྵのᚇ点から、市民に日常的にМ用される施設や、

本市の集ܲ性・М便性を高める施設を検討ݣᝋとしました。

ʼᜱ福祉・子育て・商業・医療等連ઃすỔき分野の所ሥ課との調整のもと、立地適正化計画の৖

。ᝋとした施設を以下に整理しますݣきや施設の成り立ち等をᎋॾし、ྵ状において本計画の検討のࡽ

検討ݣᝋ施設については、今後Ӳ関連計画の୼新や、Ӳ施設にݣするᩔ要の٭化等にˤい、࣏

要に応じて見直しを行うものとします。

●ஜᚘဒưの౨᚛ݣᝋ଀ᚨ

ೞᏡғЎ ౨᚛ݣᝋ଀ᚨ

行૎ೞᏡ

市役所（本庁舎）

市役所（支所）

行政サービスセンター

᭗ᱫᎍӼẬೞᏡ

地域包括支援センター

在宅型施設

入所・宿泊型施設

高齢者・障害者向け相談センター

ᨦܹᎍӼẬೞᏡ
基࠴相談支援センター

ẮỄờὉ܇ᏋềೞᏡ

児童館機能施設

親子すこやかセンター

地域子育て支援拠点(おやこ DE 広場・地域子育て支援センター)

小規模保育事業所(駅前・駅中保育所)

病児・病後児保育室

保育所（認定こども園）

放課後 KIDS ルーム・放課後児童クラブ

ՠಅೞᏡ

広域型商業施設(店舗面積 10,000 ㎡以上)

地域型商業施設(店舗面積 1,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満)

生活型商業施設(店舗面積 1,000 ㎡未満)

コンベンションホール(ホテル併設含む)

ҔၲೞᏡ

保健福祉センター

病院

診療所

᣿ᗡೞᏡ
銀行等

郵便局・ATM

૙ᏋὉ૨化ೞᏡ

図書館（本館）

図書館（地域館）

図書館（分館）

市民会館

歴史資料館・美術関連施設

市民センター

大学

小・中・高等学校

幼稚園
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ίᾁὸ都市ೞᏡᣐፗのᙻໜ

誘導施設は、検討ݣᝋ施設の中から以下の2つのᙻ点により誘導施設としてˮፗづけるỔき施設を

設定します。

ғ Ў ᎋả૾

集ࣱܲὉМࣱ̝ử᭗Ờ

市μ˳の魅力ӼɥỆጟậる଀ᚨ

本市の集ܲ性を高める大型商業施設・図書館等の施設

をはじめ、子育てにおける集いの場を੩̓する等して、市

民のМ便性を高めることで、市全˳の᭽щ向上にጟậる

ために「ૌめ」のᎋえにより誘導する施設。

ଐࠝဃ෇の୥ỤẲのឋử᭗Ờる

଀ᚨ

Ӳɭ代共通してМ用するコンビニエンスストア、郵便局等

の日常的にМ用される施設をはじめ、ᐯ宅から身近な場

所での立地が൭められる市民センターや診療所、高齢者

向け施設等は、市民の୥らしのឋをᄩ保し、日常生活を

っていくものであるため、それら施設がஊする役割が市ܣ

内全域にј果的に発ੱされるಮ、「ܣり」のᎋえにより誘

導する施設。

Ẕᙻໜᾀẕ ộẼづくりのؕ本૾ᤆṞのܱྵửႸਦẴ

Ṻまちづくりの基本方ᤆ①ž࠼؏ẦỤの集ܲỆợりកỪẟửဃỚЈẴとともに、市ൟの୥ỤẲの

ឋử᭗Ờる拠点の࢟成」にਫ਼ậたɲ面に主აをおいて施設を区分

Ẕᙻໜᾁẕ ଀ᚨắểのཎࣱởᣐፗのᎋả૾ửᎋॾẴる

ṺӲ施設の特性や本市における立地状況、施設所ሥ課のᎋえ方を៊まえ、以下のᎋえ方のも

と、施設を区分

ғ Ў ᎋả૾

ਗໜ集ᆢ׹଀ᚨ

（拠点М用圏への集積が望ましい

施設）

大型商業施設や図書館等、広域性・集ܲ性の高い施設

や、公共交通によるアクセスがܾତな鉄道駅等の周辺に

立地・集積していた方がМ用しやすい施設については、Ӳ

拠点への集積を基本とする。

市ϋЎ૝׹଀ᚨ
（生活に身近なエリアにバランスᑣく

ᣐፗすることが望ましい施設）

高齢者向け施設や診療所、コンビニエンスストア等、ಊщ

生活の身近に立地していることが望ましい施設については、

拠点のみへの誘導は行わẵ、分૝ᣐፗを基本とする。
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前ᡓの 2 つのᙻ点を᠆に表した上で、前᪫にਫậた検討ݣᝋ施設を以下のとおり分᫏します。

拠点ᨼᆢ׹଀ᚨ

ଐ
ࠝ
ဃ
෇
↝
୥
↸
ↆ
↝
ឋ
⇁
᭗
↰
↺
଀
ᚨ
Ⓚ
ܣ
↹
↝
ᙻ
ໜ
Ⓛ

଀ᚨ׹内Ў૝ࠊ

本計画のẐᛔݰ଀ᚨẑỊẆẮのር׊Ệ

Ў᫏Ằれる଀ᚨửݣᝋểẲộẴ

ࠊ
μ
˳
↝
᭽
щ
Ӽ
ɥ
↚
ጟ
ↁ
↺
଀
ᚨ
Ⓚ
ૌ
↰
↝
ᙻ
ໜ
Ⓛ

࠙⾜ᨻᶵ⬟ࠚ

市役所（本庁舎）

ࠚ⬟Ꮚ⫱࡚ᶵ࣭ࡶ࡝ࡇ࠙

児童館機能施設

病児・病後児保育室

࠙ၟᴗᶵ⬟ࠚ

広域型商業施設

コンベンションホール

（ホテル併設含む）

࠙ᩍ⫱࣭ᩥ化ᶵ⬟ࠚ

図書館（本館・地域館）

市民会館

歴史資料館・美術関連施設

大学

ᾐ፭

࠙㧗㱋⪅ྥࡅᶵ⬟ࠚ

地域包括支援センター※

在宅型施設

入所・宿泊型施設

高齢者向け相談センター

࠙㞀ᐖ⪅ྥࡅᶵ⬟ࠚ

障害者向け相談センター

基࠴相談支援センター

࠙ၟᴗᶵ⬟ࠚ

生活型商業施設

࠙་⒪ᶵ⬟ࠚ

診療所（その他）

࠙㔠⼥ᶵ⬟ࠚ

郵便局・ᾐᾣᾜ

࠙ᩍ⫱࣭ᩥ化ᶵ⬟ࠚ

図書館（分館）

市民センター

小・中・高等学校

幼稚園

ᾓ፭ᾒ፭፭࣭࠙ࡶ࡝ࡇᏊ⫱࡚ᶵ⬟ࠚ

親子すこやかセンター

地域子育て支援拠点

(おやこ DE 広場・

地域子育て支援センター)

保育所（認定こども園）

放課後 KIDS ルーム・

放課後児童クラブ

࠙་⒪ᶵ⬟ࠚ

保健福祉センター

病院

診療所（ငۡ人科・小児科）

࠙⾜ᨻᶵ⬟ࠚ

市役所（支所）

行政サービスセンター

ࠚ⬟Ꮚ⫱࡚ᶵ࣭ࡶ࡝ࡇ࠙

小規模保育事業所

（駅前・駅中保育所）

࠙ၟᴗᶵ⬟ࠚ

地域型商業施設

࠙㔠⼥ᶵ⬟ࠚ

銀行等

ᾑ፭

●౨᚛ݣᝋ଀ᚨのЎ᫏

※高齢者向け相談センターに当И想定していた相談機能は地域包括支援センターがਃいます。
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（３）拠点ごとの施設誘導の方向性

拠点ごとの人口動向、機能立地状況等から、施設誘導の方向性を以下のとおり整理します。

交流拠点

（広域性・集客性

の高い都市機能

が集積する拠点）

広域交流拠点

（商業・業務機能

や行政機能・文化

機能などの高次

の都市機能が集

積する拠点）

生活拠点

（日常生活に必要

な身近な商業・サ

ービス機能が集

積する拠点）

◆生活拠点として、日常生活の利便性を将来にわたり確保し、増

加する高齢者をはじめ、市民が暮らしやすい環境を形成するた

め、拠点集積型施設である市役所（支所）機能や地域型商業施

設（スーパーマーケット等）、銀行施設等の維持とともに、現状に

おいて立地していない箇所については新規に誘導。

◆また、子育てしやすいまちとしての生活の質を高め、若い世代の

流入を目指すべく、北総線沿線をはじめ、全駅周辺での子育て

に係るサービスが提供できるよう、駅前、駅中保育所の機能を

維持・充実。

◆松戸駅周辺

◆現在有する広域交流拠点としての集客性をより高め、まちの賑

わいを持続的なものとすべく、市外を含む広域からの来訪者を

対象とした商業施設や教育・文化施設、行政施設の維持・充実

やコンベンションホール等の施設を誘導。

◆更なる流入が期待される子育て世代をはじめ、本市の中心地と

して多くの市民が暮らしやすい環境を形成するため、児童館機

能施設や、地域型商業施設、銀行等の生活サービス施設を維

持。

◆交通結節点としての広域性を有した拠点であることより、その特

性を最大限に発揮するため、拠点ごとの機能立地状況に応じ

て、行政機能、地域型商業施設、児童館機能施設や教育・文

化施設等を維持、新規誘導及び充実。

◆併せて、駅周辺のまちなか居住の生活スタイルを提供できる住

環境も特に有した拠点のため、それらに関心の高い子育て世帯

等に向けて、駅前、駅中保育所等の機能を維持・充実。

◆新松戸駅周辺

◆新八柱・八柱駅周辺

◆東松戸駅周辺

◆いずれの拠点においても、鉄道路線が交差する駅としての利便性の高さを最大限に発揮

すべく、駅周辺での土地区画整理事業等の推進により計画的な都市機能とまちなか居

住の誘導を図ってきており、継続的な拠点形成がなされている。

◆3 つの拠点の駅乗車人数は、松戸駅に次いで 2～4 位であり、また、3 つ全ての駅に 1 日

あたりの運行本数が片道 30 本以上の利便性が高いバス路線が乗り入れる等、交通結

節点の機能も果たしており、本拠点の利用範囲は広域性を有している。

◆都市機能誘導区域内の現在の人口密度は、東松戸駅周辺都市機能誘導区域で約

226 人/ha、新松戸駅周辺都市機能誘導区域で約 114 人/ha であり、市街化区域全域

の人口密度約 107 人/ha よりも高く、駅周辺の高密度化が図られている。新八柱・八柱

駅周辺都市機能誘導区域では、区域内の人口密度は約 100 人/ha となっている。

◆施設立地状況を見ると、交流拠点としての機能確保が期待される行政機能、地域型商

業施設（スーパーマーケット）、病児・病後児保育室等について、拠点によって立地の有

無が異なっている。

◆松戸駅周辺は、古くより本市の中心市街地として栄え、駅西側を中心に土地区画整理

事業による基盤整備が早くから進んだことにより、商業機能を中心に多様な都市機能が

集積し、本市を代表する拠点形成がなされている。

◆駅周辺は商業・業務系の土地利用の割合が高いため、都市機能誘導区域内の現在の

人口密度約 108 人/ha は、下記の交流拠点と比較して低いものの、駅乗車人数は市内

1 位で突出しており、その交流人口に支えられ、本市の利便性を確保する上での機能は

一通り立地。

◆その一方で、広域型商業施設の撤退等に伴う拠点の求心力や活力の低下が懸念され

る。

◆上記の拠点を含め、都市機能誘導区域内は、利便性が高く、若者世代や子育て世代の

継続的な流入が期待できるエリアのため、高齢人口比率は市内全域の割合(26.0％）よ

りも低い拠点が多い。

◆特に、近年において土地区画整理事業が進んだ北総線の秋山駅周辺都市機能誘導区

域や松飛台駅周辺都市機能誘導区域の年少人口比率は、市内全域の割合（11.4％)よ

りも高い状況にある。

◆施設立地状況を見ると、市民の日常生活に不可欠で拠点集積型施設である地域型商

業施設（スーパーマーケット）や銀行等は、大部分の拠点に立地しているものの、一部拠

点では立地していない箇所も存在。

◆北松戸駅周辺

◆馬橋駅周辺

◆北小金駅周辺

◆上本郷駅周辺

◆みのり台駅周辺

◆常盤平駅周辺

◆五香駅周辺

◆矢切駅周辺

◆秋山駅周辺

◆松飛台駅周辺

◆六実駅周辺

◆小金原センター周辺

市
民
の
暮
ら
し
の
質
を
高
め
る

生
活
拠
点
の
形
成

集
客
性
・利
便
性
を
高
め
る
広
域
交
流
・交
流
拠
点
の
形
成

対象箇所 基本方針① 現状（人口・機能立地状況等） 施設誘導の方向性区  分p.41 との対応

Ａ
群

Ｂ
群

本
計
画
の
「誘
導
施
設
」の
対
象

Ｃ
・Ｄ
群

◆上記の拠点も
含む市内全域市内全域

◆上記の拠点内も含めた市内全域において、高齢者向け施設、診療所、コンビニエンスス

トア等は、人口分布に基づき市内に分散して立地。

◆当該施設は、現状と同様に今後も生活に身近に立地しているこ

とが望ましいため、本計画に基づく誘導は行わない。
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（１）誘導施設一覧

拠点ごとの施設誘導の方向性を踏まえ、誘導施設は以下のとおり設定します。

４－２ 誘導施設の設定

今後、各関連計画の更新や、都市機能の整備状況に応じ、同表も

適宜更新を行うものとします。

※1 近隣に立地する本庁舎又は支所でカバーするものとする。

※2 鉄道駅ではないため誘導施設に設定しない。

誘導施設に位置付ける
◎充実…拠点内にて既に立地しているが、今後の更なる拠点性の強化のため、需要に応じた新規誘導や、既存の施設の更新、機能の維持を図る施設。
○新規誘導…拠点内にて立地しておらず、今後新たに誘導を図る施設。
●維持…拠点内にて既に立地しているため、今後も区域内でその機能を維持するべき施設。

誘導施設に位置付けない

機能区分 誘導施設

広域
交流

交流拠点 生活拠点

誘導施設として位置づけることの考え方松
戸
駅
周
辺

馬
橋
駅
周
辺

五
香
駅
周
辺

矢
切
駅
周
辺

秋
山
駅
周
辺

六
実
駅
周
辺

行政機能

市役所(本庁舎) ◎ － － － － － － － － － － － － － － －
◇全市民を対象とした本市の中枢的な行政機能として充実を図るため、広域交流拠点である松戸駅周辺の誘導施設と

して設定。

市役所(支所) － ● － ● ※１ ● ● ※１ ※１ ● ※１ ● ※１ ※１ ● ●
◇地域住民へ行政サービスを提供する施設として、将来にわたり現状機能を維持していくため、各拠点の誘導施設とし

て設定。

行政サービスセンター ● － 〇 － － － － － － － － － － － － － ◇松戸駅周辺の現状機能を維持していくとともに、多くの市民が集まる交流拠点で本庁舎・支所が立地していない箇所
の行政機能を補完するため、松戸駅周辺及び新八柱駅・八柱駅周辺の誘導施設として設定。

こども・子育て機能

児童館機能施設 ● 〇 ● ● － － － － － － － － － － － －
◇小中高生の居場所や学習スペースを有し、子育てしやすいまちとしての都市ブランドを高める子育て施設であるため、

多くの児童・生徒等の利用のしやすさを考慮し、将来にわたり現状機能を維持していくとともに、新松戸駅周辺では新
たに誘導する施設として設定。

小規模保育事業所
(駅前・駅中保育所)

◎ ◎ ● ● ● ● ◎ ● ● ◎ ● ● ● ● ◎ ※２
◇子育てしやすいまちとしての都市ブランドを高めるとともに、日常的な子育て施設として充実を図るため、送迎等の利便

性を考慮し、鉄道駅のある全拠点の誘導施設として設定。 ※事業者より提案があった場合、事業者は小規模保育
事業所の所管課と協議し、その時の実態に沿って整備する。

病児・病後児保育室 ● ● ● 〇 － － － － － － － － － － － －
◇子育てしやすいまちとしての都市ブランドを高めるとともに、非常時においても市民が安心して子育てできる施設として、

広域からの利用を考慮し、広域交流拠点及び交流拠点の誘導施設として設定。

商業機能

広域型商業施設
(店舗面積 10,000 ㎡以上)

◎ ● － － － － － － － － － － － － － －
◇市外を含めた広域からの集客力を持ち、拠点のにぎわいをもたらす施設として維持・充実を図るため、松戸駅周辺及

び新松戸駅周辺の誘導施設として設定。

地域型商業施設
(店舗面積 1,000 ㎡以上

10,000 ㎡未満)
〇 ◎ ● ◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● 〇 〇 ●

◇日常生活に必要な生鮮品、日用品を取り扱う施設として、現状機能を維持していただくとともに、現状で立地していな
い拠点では新規に誘導し、また、新松戸駅周辺及び東松戸駅周辺においては更なる充実を図り、地域住民の生活利
便性を高めていくため、全拠点の誘導施設として設定。

コンベンションホール
(ホテル併設含む)

〇 － － － － － － － － － － － － － － －
◇市外を含めた広域からの集客力を持ち、拠点のにぎわいをもたらす施設として、広域交流拠点である松戸駅周辺に新

たに誘導する施設として設定。

金融機能 銀行等 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 〇 〇 ● ●
◇日常生活における入金・出金等のほか、決済、融資等に対応する施設として現状機能を維持していただくとともに、現

状において立地していない拠点においては新規誘導を図るため、全拠点の誘導施設として設定。

教育・文化機能

図書館（本館） ◎ － － － － － － － － － － － － － － －
◇市民の文化・学習活動を支える本市の図書館サービスの中核施設として充実を図るため、広域交流拠点である松戸

駅周辺の誘導施設として設定。

図書館（地域館） － 〇 － ● － － － － － － － － － － － －
◇市民の文化・学習活動を支える地域の中核となる施設として、多くの市民の利用のしやすさを考慮し、交流拠点である

東松戸駅周辺では将来にわたり現状機能を維持していくとともに、新松戸駅周辺では新たに誘導する施設として設
定。

市民会館 ◎ － － － － － － － － － － － － － － －
◇市民の文化活動を支える中核的な施設として充実を図るため、多くの市民の利用のしやすさを考慮し、広域交流拠点

である松戸駅周辺の誘導施設として設定。

歴史資料館・美術関連施設 ◎ － － － － － － － － － － － － － － －
◇本市の文化・芸術を発信し、広域からの集客も期待する施設として充実を図るため、広域交流拠点である松戸駅周

辺の誘導施設として設定。

大学 ● ● － － － － － － － － － － － － － －
◇本市の PR や学術的な魅力向上につながるとともに、若い世代の流入にも資する施設として、将来にわたり立地を継続

していただくため、松戸駅周辺及び新松戸駅周辺の誘導施設として設定。

新
八
柱
・

八
柱
駅
周
辺

小
金
原
セ
ン
タ
ー

周
辺

松
飛
台
駅

周
辺

常
盤
平
駅

周
辺

み
の
り
台
駅

周
辺

上
本
郷
駅

周
辺

北
小
金
駅

周
辺

北
松
戸
駅

周
辺

東
松
戸
駅

周
辺

新
松
戸
駅

周
辺
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ίᾁὸᛔݰ଀ᚨのܭ፯

誘導施設に設定した施設の定፯を記載します。

ೞᏡ

ғЎ

松戸市ỆấẬる

ᛔݰ଀ᚨ
ᛔݰ଀ᚨのܭ፯

行૎

ೞᏡ

市役所（本庁舎） 地方ᐯ඙ඥ第 4 வ第 1 項に規定する施設

市役所（支所） 地方ᐯ඙ඥ第 155 வ第 1 項に規定する施設

行政サービスセンター
本庁舎、支所が行う市長のೌᨂにޓする事務のうち、ᚰ明書発

行等のቇତ的な業務を行うᆸ口

ẮỄờὉ

Ꮛề܇

ೞᏡ

児童館機能施設
小中高生の居場所や学習スἬースをஊする施設。保育所の併設

等も想定

小規模保育事業所

(駅前・駅中保育所)

児童福祉ඥ第 6 வの 3 第 10 項に規定する、小規模保育事業を

行う施設のうち、拠点駅構内および拠点駅からࢻഩኖ 5 分以内

に立地する小規模保育事業所 

病児・

病後児保育室

児童福祉ඥ第 6 வの 3 第 13 項に規定する、病児保育事業を行

う施設

ՠಅ

ೞᏡ

広域型商業施設

大規模小٥店舗立地ඥ第 2 வ第 2 項に規定する、「大規模小

٥店舗」のうち、店舗面積 10,000 ㎡以上の商業施設(共ӷ店

舗、ᙐ合店舗含む。)

地域型商業施設

大規模小٥店舗立地ඥ第 2 வ第 2 項に規定する、「大規模小

٥店舗」のうち、店舗面積 1,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満の商業

施設であって、生ᮗԼ、日用Լをӕりৢう施設

コンベンションホール

(ホテル併設含む)

400㎡以上の集会機能を一つ以上保ஊする施設(଄館業ඥ第2

வ第2項に規定する、ホテルփ業を行う施設に併設されたものも

含む。)

᣿ᗡ

ೞᏡ
銀行等

銀行ඥ第 4 வに規定するβᚩをӖけて銀行業をփむ銀行（政策

৲資銀行を除く）、

ᠾ௎中央金ࡉඥに基づくᠾ௎中央金ࡉ、̮用金ࡉඥ第 4 வに

規定するβᚩをӖけて金ࡉ事業を行う̮用金ࡉӏび̮用金ࡉ

連合会

૙ᏋὉ

૨化

ೞᏡ

図書館（本館）
図書館ඥ第 2வ第1 項に規定する図書館のうち、本市において、

図書館サービスの中ఋ施設。蔵書 100 万ώ以上(予定)

図書館（地域館）
図書館ඥ第 2வ第1 項に規定する図書館のうち、本市において、

地域の中ఋとなる施設。蔵書 5 万ώ以上(予定)

市民会館

市民の生活向上と福祉の増進ɳびに社会教育の振興を図るため

の施設。地域コミἷニティの場、文化・ᑸ術等生涯学習の୍ӏの

場としてホール、プラ἟タリỸム、会議室等をஊする。

歴史資料館・

美術関連施設

Ҧཋ館ඥ第 2 வに規定するҦཋ館のうち、今後整備予定の美術

関連施設やྵ状立地している歴史資料館をいう。

または、市民のಮẉなᑸ術文化活動の成果発表、ޒ示の場とし

て広く市民に੩̓する公共のỼープンスἬースをいう。

大学 学校教育ඥ第 1 வに規定する大学

●ஜᚘဒưのᛔݰ଀ᚨのܭ፯
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以下の施設は拠点のみへの誘導は行わẵ、分૝ᣐፗを基本とします。

ᲢӋᎋᲣࠊϋЎ૝׹ᣃࠊೞᏡのܭ፯

ೞᏡ

ғЎ
市ϋЎ૝׹都市ೞᏡ 市ϋЎ૝׹都市ೞᏡのܭ፯

᭗ᱫᎍ
ӼẬ
ೞᏡ

地域包括支援センター ʼᜱ保ᨖඥ第 115 வの 46 第 1 項に規定する施設

在宅型施設
ᎊ人ᅦᅍඥӏƼʼᜱ̬ᨖඥにᙹܭする଀ᚨであって、
ᐯ宅からのᡫ৑Ǎ、ᐯ宅ǁのᚧբをႸ的Ʊする଀ᚨ

入所・宿泊型施設
ᎊ人ᅦᅍඥӏƼʼᜱ̬ᨖඥにᙹܭする଀ᚨであって、
ჺ஖λ৑をႸ的Ʊする଀ᚨ

ᨦܹᎍ

ӼẬ

ೞᏡ

基࠴相談支援センター 市から委ᚠをӖけたඥ人が設ፗᢃփする公的な相談ᆸ口

ẮỄờὉ

Ꮛề܇

ೞᏡ

親子すこやかセンター
子ども・子育て支援ඥ第 59 வ第 1 項に規定する地域子
育て支援拠点事業のうち、۔ک・出ငから子育て期にわた
る൐子の健康に関する支援を行う施設

地域子育て支援拠点
(おやこ DE 広場・
地域子育て支援センター)

児童福祉ඥ第 6 வの 3 第 6 項に規定する地域子育て支
援拠点事業のうち、以下に記す施設
Ṻ0-3 ബ児とその保ᜱ者が集い、ᢂびや交流、Ӑᢋ作り、

子育ての相談の場として機能するおやこ DE 広場
Ṻ親子の広場、育児相談、子育てᜒࡈ等の事業を行う地

域子育て支援センター

保育所（認定こども園）

児童福祉ඥ第 39 வ第 1 項に規定する保育所
児童福祉ඥ第 6 வの 3 第 10 項に規定する小規模保育事

業を行う施設のうち、小規模保育事業所(駅前・駅中保育

所)以外の小規模保育事業所

学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な੩̓のݼ

推進に関するඥࢷ第 2 வ 6 項に規定する認定こども園

放課後 KIDS ルーム・
放課後児童クラブ

放課後子ども教室推進事業等実施要綱に規定する放課後
子ども教室推進事業を行う放課後 KIDS ルーム
児童福祉ඥ第 6 வの 3 第 2 項に規定する放課後児童健
全育成事業を行う放課後児童クラブ

ՠಅ

ೞᏡ
生活型商業施設

店舗面積が 1,000 ㎡未満の商業施設（生ᮗԼ、日用Լを
ӕりৢう施設ӏび᫩᫢業、その他サービス業をփむ施設） 

Ҕၲ

ೞᏡ

保健福祉センター 地域保健ඥ第 18 வ第 2 項に規定する施設

病院 医療ඥ第 1 வの 5 に規定する病院

診療所 医療ඥ第 1 வの 5 第 2 項に規定する診療所

᣿ᗡ

ೞᏡ
郵便局・ATM

日本郵便ఇࡸ会社ඥ第 2 வ第 4 項に規定する郵便局 
コンビニエンスストアのうち、ATM をஊする施設

૙ᏋὉ

૨化

ೞᏡ

図書館（分館）
図書館ඥ第 2 வ第 1 項に定める図書館のうち、市内Ӳ所
に立地する分館。蔵書 5 万ώ未満

市民センター

țȸȫǍ˟ᜭܴ、ᒧܴሁをஊし、ࠊൟ生෇の向上、ᅦ
ᅍの増進ƓǑƼᅈ˟૙ᏋのਰᐻɳƼにࠊൟᡲઃॖᜤを
高Ǌ、ͤμで૨҄的なᡈᨩᅈ˟を˺るƨǊの଀ᚨ。 
。୿᫾(Ў᫾)、ૅ৑ሁƱ́ᚨƞǕている׋

小・中・高等学校 学校教育ඥ第 1 வに規定する小学校、中学校、高等学校

幼稚園 学校教育ඥ第 1 வに規定する幼稚園
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ṕؕ本ႎễᎋả૾Ṗ

Ṻ都市機能誘導区域は、原Щとして居住誘導区域内に設定し、医療・福祉・商業等の都市機

能を都市の中࣎拠点や生活拠点に誘導することにより、これらのӲ種サービスのј率的な੩

̓が図られる範囲

Ṻ鉄道駅に近い業務、商業などが集積する地域等、都市機能が一定程度Ϊ実している区域

や、周辺からの公共交通によるアクセスのМ便性が高い区域等、都市の拠点となるỔき区域

Ṻ一定程度の都市機能がΪ実している範囲で、かつ、ࢻഩやᐯ᠃車等によりそれらの間がܾତ

にᆆ動できる範囲

ṕஓộẲẟғ؏΂Ṗ

ṺӲ拠点地区の中࣎となる鉄道駅、バスͣや公共施設からࢻഩ、ᐯ᠃車でܾତに回ᢂするこ

とが可能で、かつ、公共交通施設、都市機能施設、公共施設のᣐፗ、土地М用の実७等に

ༀらし、地域としての一˳性をஊしている区域

Ṻ主要駅や役場等がˮፗする中࣎拠点の周辺の区域に加え、合併前の଒市ထ஭の役場がˮ

ፗしていた地区等、ࢼ来から生活拠点となる都市機能が܍在し中࣎拠点と交通ዡで結ばれ

た地域拠点の周辺の区域

ίᾀὸ都市ೞᏡᛔݰғ؏のؕ本ႎễᎋả૾

都市機能誘導区域は、商業・医療・福祉等の

都市機能を都市の中࣎拠点や生活拠点に誘導

し集ኖすることにより、これらのӲ種サービスのј

率的な੩̓を図る区域です。

立地適正化計画の৖ࡽき（国土交通Ⴞ）では、望ましい区域΂として以下の内ܾが示されています。

ᾃὼᾂ 都市ೞᏡᛔݰғ؏ᚨܭのᎋả૾

立地適正化計画ғ؏

市街化ғ؏

都
市
ೞ
Ꮱ
ᛔ
ݰ
ғ
؏

●ᇌעᢘദ҄ᚘဒの৖ࡽƖƴᅆƞǕǔؕஜႎƳᎋƑ૾ƱஓǇƠƍғ؏΂
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ίᾁὸ本市ỆấẬる都市ೞᏡᛔݰғ؏ᚨܭのᎋả૾

前᪫の区域΂を៊まえ、本市では、計画策定のねらいでもある「民間৲資の誘発や国の支援С

度のј果的な活用による、駅周辺等の拠点性ࢍ化」、「広域性・集ܲ性の高い施設の立地誘導や

公共施設の୼新による都市の᭽щ向上」等を推進すỔく、将来都市構ᡯで示した拠点ắとに都市

機能誘導区域を設定します。

なお、主な鉄道交ࠀ駅である広域交流拠点・交流拠点とその他の生活拠点では、拠点に൭めら

れる機能や拠点М用のݣᝋ者等が異なることから、市内全域一ࢷではなく、拠点の特性に応じたМ

用圏をᎋॾし、φ˳的な区域を設定します。

●ᣃࠊೞᏡᛔݰғ؏ᚨܭのᎋƑ૾

Ṹ࠼؏ʩ්ਗໜ （松戸駅周辺） 

Ṹʩ්ਗໜ （新松戸駅周辺、新八柱・八柱駅周辺、東松戸駅周辺） 

Ṻ広域交流拠点・交流拠点は、大型商業・業務機能や行政機能等、多くの市民等がМ用する

広域性・集ܲ性の高い施設の立地が望まれる拠点であり、ྵ状においても駅周辺の比較的広

い範囲にӲ種都市機能が分ࠋしています。

Ṻ都市機能誘導区域の設定にあたっては、ྵ状における市街地の広がりや、面的なកわいをо

出することをᎋॾし、一ᑍ的なࢻഩМ用圏内（駅からҞࢲ 800ᾼ圏内）を基本に設定します。

Ṻφ˳的な区域は、駅周辺の商業ኒ用途地域(商業地域、近ᨩ商業地域)を中࣎に、用途地域

မや道路・ඕ߷等の地࢟地ཋ、関連計画におけるまちづくりの区域、維持・Ϊ実すỔき都市機

能の立地状況等をᎋॾして設定します。

Ṹဃ෇ਗໜ

（北松戸駅周辺、馬橋駅周辺、北小金駅周辺、上本郷駅周辺、みのり台駅周辺、常盤
平駅周辺、五香駅周辺、矢Џ駅周辺、秋山駅周辺、松᫠台駅周辺、六実駅周辺、
小金原センター周辺）

Ṻ生活拠点は、日常生活に࣏要な身近な生活サービス施設の立地が望まれる拠点であり、ྵ状

においては駅周辺の比較的コンパクトな範囲にӲ種都市機能が概ね分ࠋしています。

Ṻ都市機能誘導区域の設定にあたっては、今後の高齢化にݣ応して、高齢者にとっての施設М

用のしやすさをᎋॾするとともに、ྵ状の都市機能の分ࠋ状況等を៊まえ、高齢者の一ᑍ的な

ࢲഩМ用圏内（駅等からҞࢻ 500ᾼ圏内）を基本に設定します。

Ṻφ˳的な区域は、広域交流拠点・交流拠点とӷಮ、駅周辺の商業ኒ用途地域(商業地域、近

ᨩ商業地域)を中࣎に、用途地域မや道路・ඕ߷等の地࢟地ཋ、関連計画におけるまちづくり

の区域、維持・Ϊ実すỔき都市機能の立地状況等をᎋॾして設定します。
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ίᾀὸ都市ೞᏡᛔݰғ؏ίμ˳׋ὸ

本ࠊでのᣃࠊೞᏡᛔݰғ域ᚨܭのᎋƑ૾を៊ǇƑ、ɦ׋のᡫǓᣃࠊೞᏡᛔݰғ域をܭǊǇす。

※駅周辺において計画的な市街地整備が行われ、市街化区域へのዻ入がなされた場合は、࣏要

に応じて都市機能誘導区域の設定を検討します。

ᾃὼᾃ 都市ೞᏡᛔݰғ؏のᚨܭሖ৑

※居住誘導区域については、

第 5 章で記載します。
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ίᾁὸਗໜắểの都市ೞᏡᛔݰғ؏

ᣃࠊೞᏡᛔݰғ域Ʊ、ғ域ᚨܭのᎋƑ૾をਗໜƝƱにᅆしǇす。

Ƃғ域ᚨܭのᎋƑ૾ƃ

・ૼ௅ৎᬜԗᡀは、ם地ғဒ整ྸʙಅが進

ǊらǕているᬜ҅ி側一࠘Ǎ、ᬜԗᡀに

てਦܭƞǕているՠಅ地域、ᡈᨩՠಅ地

域をɶ࣎に、ᛔݰ଀ᚨである̬Ꮛ৑(ᬜ

Э・ᬜɶ̬Ꮛ৑)をѼԃするǑƏᚨܭしǇ

す。

・ᆆѣしǍすいਗໜの࢟঺Ʊいっƨᚇໜか

ら、ȐȪǢȕȪȸ整備が行ǘǕているȐ

ȪǢȕȪȸ᣻ໜ整備地ғもᎋॾしǇす。

ჿם地ғဒ整ྸʙಅғ域ϋにˮፗするם・

໎ܹཎКᜩ়ғ域は、࢘ᛆʙಅにƓいて

ƞǕているƜƱかܭʙのܱ଀がʖ߻ሊݣ

ら、ᣃࠊೞᏡᛔݰғ域にԃǊǇす。

Ẕʩ්ਗໜẕૼ松戸ᬜԗᡀ

Ƃғ域ᚨܭのᎋƑ૾ƃ

・௅ৎᬜԗᡀは、ɶ࣎ࠊᘑ地の෇ࣱ҄をਖ਼

進するᚇໜから、ϐ᧏ႆのӧᏡࣱのある

� ᪮ϐ᧏ႆ̟進地ғǍ、ՠಅኒဇᡦ地域

のɶでもᣃࠊೞᏡᨼᆢの˷地が高いՠಅ

地域をѼԃするғ域ƱしǇす。

・ᆆѣしǍすいਗໜの࢟঺Ʊいっƨᚇໜか

ら、ȐȪǢȕȪȸ整備が行ǘǕているȐ

ȪǢȕȪȸ᣻ໜ整備地ғもᎋॾしǇす。

・Ǉƨ、ᛔݰ଀ᚨであるᎢܖٻࣈ、Ҙᓶٻ

。しǇすܭをѼԃするǑƏᚨܖ

Ẕ࠼؏ʩ්ਗໜẕ松戸ᬜԗᡀ 機能 本拠点の誘導施設

行政
市役所 （本庁舎）
行政サービスセンター

こども・
子育て

児童館機能施設
小規模保育事業所
(駅前・駅中保育所)
病児・病後児保育室

商業

広域型商業施設
(店舗面積 10,000 ㎡以上)
地域型商業施設
(店舗面積 1,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満)

コンベンションホール(ホテル併設含む)
金融 銀行等

教育・
文化

図書館 （本館）

市民会館
歴史資料館・美術関連施設
大学

機能 本拠点の誘導施設
市役所

児童館機能施設
小規模保育事業所

病児・病後児保育室

広域型商業施設

地域型商業施設

銀行等
図書館（地域館）
大学
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Ƃғ域ᚨܭのᎋƑ૾ƃ

・ி௅ৎᬜԗᡀは、ᬜԗᡀにてਦܭƞǕ

ているՠಅ地域、ᡈᨩՠಅ地域Ʊ、ૅ

৑、׋୿᫾ሁがᇌ地するғ域をѼԃす

るғ域ƱしǇす。

Ẕʩ්ਗໜẕி松戸ᬜԗᡀ

Ẕʩ්ਗໜẕૼο௵Ὁο௵ᬜԗᡀ

Ƃғ域ᚨܭのᎋƑ૾ƃ

・ૼο௵・ο௵ᬜԗᡀは、ᬜԗᡀにてਦ

ƞǕているՠಅ地域、ᡈᨩՠಅ地域ܭ

をɶ࣎に、ᛔݰ଀ᚨである᤼行ሁをѼ

ԃするғ域ƱしǇす。

・ᆆѣしǍすいਗໜの࢟঺Ʊいっƨᚇໜ

から、ȐȪǢȕȪȸ整備が行ǘǕてい

るȐȪǢȕȪȸ᣻ໜ整備地ғもᎋॾし

Ǉす。

機能 本拠点の誘導施設

行政サービスセンター
児童館機能施設
小規模保育事業所

病児・病後児保育室

商業
地域型商業施設

銀行等

機能 本拠点の誘導施設

市役所
児童館機能施設
小規模保育事業所

病児・病後児保育室

商業
地域型商業施設

銀行等

図書館
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Ƃғ域ᚨܭのᎋƑ૾ƃ

・ᬔ೛ᬜԗᡀは、ם地の高ࡇМဇ҄を׋

Ǔ、本ਗໜに࣏ᙲなᣃࠊೞᏡをᛔݰで

ƖるǑƏ、ϐ᧏ႆのӧᏡࣱのあるᛔݰ

地ғをғ域にԃǊǇす。

・Ǉƨ、ᬜԗᡀにてਦܭƞǕているՠಅ

地域、ᡈᨩՠಅ地域をѼԃするғ域Ʊ

しǇす。

Ẕဃ෇ਗໜẕᬔ೛ᬜԗᡀ

Ẕဃ෇ਗໜẕ҅松戸ᬜԗᡀ

Ƃғ域ᚨܭのᎋƑ૾ƃ

・҅௅ৎᬜԗᡀは、ᬜԗᡀにてਦܭƞǕ

ているՠಅ地域、ᡈᨩՠಅ地域をѼԃ

するғ域ƱしǇす。

機能 本拠点の誘導施設
市役所
小規模保育事業所

商業
地域型商業施設

銀行等

機能 本拠点の誘導施設
小規模保育事業所

商業
地域型商業施設

銀行等
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Ƃғ域ᚨܭのᎋƑ૾ƃ

・上本ᣂᬜԗᡀは、ᬜԗᡀにてਦܭƞǕ

ているᡈᨩՠಅ地域をᚨܭしǇす。

Ẕဃ෇ਗໜẕɥ本ᣂᬜԗᡀ

Ẕဃ෇ਗໜẕ҅ݱ᣿ᬜԗᡀ

Ƃғ域ᚨܭのᎋƑ૾ƃ

ƞǕܭ᣿ᬜԗᡀは、ᬜԗᡀにてਦݱ҅・

ているՠಅ地域、ᡈᨩՠಅ地域をɶ࣎

に、ϐ᧏ႆのӧᏡࣱのあるᛔݰ地ғ、�

᪮ϐ᧏ႆ̟進地ғをѼԃするғ域Ʊし

Ǉす。

機能 本拠点の誘導施設
市役所

小規模保育事業所

商業
地域型商業施設

銀行等

機能 本拠点の誘導施設
小規模保育事業所

商業
地域型商業施設

銀行等
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Ƃғ域ᚨܭのᎋƑ૾ƃ

・常Ⴔ࠯ᬜԗᡀは、ᬜԗᡀにてਦܭƞǕ

ているᡈᨩՠಅ地域Ǎ常Ⴔૅ࠯৑ԗᡀ

にてᣃࠊೞᏡのᨼᆢがǈらǕるᡈᨩՠ

ಅ地域のǄか、ϐ᧏ႆのӧᏡࣱのある

� ᪮ϐ᧏ႆ̟進地ғもғ域にԃǊǇ

す。

Ẕဃ෇ਗໜẕࠝႴ࠯ᬜԗᡀ

Ẕဃ෇ਗໜẕỚのりӨᬜԗᡀ

Ƃғ域ᚨܭのᎋƑ૾ƃ

・ǈのǓӨᬜԗᡀは、ᬜԗᡀにてਦܭƞ

Ǖているᡈᨩՠಅ地域をᚨܭしǇす。

機能 本拠点の誘導施設
小規模保育事業所

商業
地域型商業施設

銀行等

機能 本拠点の誘導施設

市役所
小規模保育事業所

商業
地域型商業施設

銀行等
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Ƃғ域ᚨܭのᎋƑ૾ƃ

・ჵЏᬜԗᡀは、ᬜԗᡀのඝᢊにてਦܭ

ƞǕているᡈᨩՠಅ地域をɼƱして、

ჵЏૅ৑をѼԃするǑƏに一˳的にғ

域をᚨܭしǇす。

Ẕဃ෇ਗໜẕჵЏᬜԗᡀ

Ẕဃ෇ਗໜẕʞᬐᬜԗᡀ

Ƃғ域ᚨܭのᎋƑ૾ƃ

・ʞᬐᬜԗᡀは、ᬜԗᡀにてਦܭƞǕて

いるՠಅ地域、ᡈᨩՠಅ地域をᚨܭし

Ǉす。

機能 本拠点の誘導施設
小規模保育事業所

商業
地域型商業施設

銀行等

機能 本拠点の誘導施設
市役所

小規模保育事業所

商業
地域型商業施設

銀行等
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Ƃғ域ᚨܭのᎋƑ૾ƃ

・௅᫠Өᬜԗᡀは、ᬜԗᡀにてਦܭƞǕ

ているᡈᨩՠಅ地域をɼƱして、̬Ꮛ

৑(ᬜЭ・ᬜɶ̬Ꮛ৑)をѼԃするǑƏ

ᚨܭしǇす。

Ƃғ域ᚨܭのᎋƑ૾ƃ

・ᅸޛᬜԗᡀは、ᬜԗᡀにてਦܭƞǕて

いるᡈᨩՠಅ地域をᚨܭしǇす。

Ẕဃ෇ਗໜẕ松᫠Өᬜԗᡀ

Ẕဃ෇ਗໜẕᅸޛᬜԗᡀ 機能 本拠点の誘導施設
小規模保育事業所

商業
地域型商業施設

銀行等

機能 本拠点の誘導施設

小規模保育事業所

商業
地域型商業施設

銀行等
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Ƃғ域ᚨܭのᎋƑ૾ƃ

・ρܱᬜԗᡀは、ᬜԗᡀにてਦܭƞǕて

いるᡈᨩՠಅ地域をɶ࣎に、ρܱૅ৑

ԗᡀǇでのඝᢊにƭいても、ᣃࠊೞᏡ

をᨼᆢでƖるǑƏғ域をᚨܭしǇす。

Ẕဃ෇ਗໜẕρܱᬜԗᡀ

Ƃғ域ᚨܭのᎋƑ૾ƃ

᣿Ҿૅ৑ԗᡀにݱ、᣿Ҿセȳǿȸはݱ・

てਦܭƞǕているᡈᨩՠಅ地域をᚨܭ

しǇす。

Ẕဃ෇ਗໜẕݱ᣿ҾἍὅἑὊԗᡀ

機能 本拠点の誘導施設
市役所

小規模保育事業所

商業
地域型商業施設

銀行等

Ƃғ域ᚨܭのᎋƑ૾ƃ

機能 本拠点の誘導施設

市役所

商業
地域型商業施設

銀行等
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ί1ὸ᧏発行ໝ

Ṻ誘導施設をஊする建築ཋの建築目的の開発行ໝ（都市計画ඥ第 4 வ第 12 項）

ίᾁὸ࡫ሰሁ行ໝ

Ṻ誘導施設をஊする建築ཋを新築する場合

Ṻ建築ཋを改築し誘導施設をஊする建築ཋとする場合

Ṻ建築ཋの用途を٭୼し誘導施設をஊする建築ཋとする場合

都市機能誘導区域外での誘導施設の整備の動きを৭੮するため、都市機能誘導区域外の区域で

以下の行ໝを行う場合には、原Щとして 30 日前までに市長へのފ出が፯務付けられます。（都市再

生特Кਜ਼ፗඥ第 108 வ）

※Ӳ都市機能誘導区域により、設定している誘導施設が異なるため、他区域で設定し、当該区域で

設定していない誘導施設を設ፗする場合はފ出が࣏要となります。

ᾃὼᾄ 都市ೞᏡᛔݰғ؏ٳỆấẬるފЈСࡇ

ᝋƱƳǔᘍໝݣЈのފ●

【̊:᤼ᘍ】

ᣃࠊೞᏡᛔݰғ域

ᣃࠊೞᏡᛔݰғ域

ғ域ݰᛔ˰އ

ᇌעᢘദ҄ᚘဒғ域

誘 導 施 設 に

「銀行」が設定

されている

Јɧᙲފ

誘 導 施 設 に

「銀行」が設定

されていない

Ј࣏ᙲފ

Ј࣏ᙲފ

Ј࣏ᙲފ
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ίᾀὸއ˰ᛔݰғ؏のؕ本ႎễᎋả૾

居住誘導区域とは、ˎに人口が減少に᠃じた

場合でも、一定の人口密度を維持することで、公

共交通機関や生活サービス施設、コミἷニティが

持ዓ的にᄩ保されるよう、人口の維持・誘導を図

るỔき区域です。

立地適正化計画の৖ࡽき(国土交通Ⴞ)では、

以下の区域が居住誘導区域に含めることが想定

される区域とされています。

ίᾁὸ本市ỆấẬるއ˰ᛔݰғ؏ᚨܭのᎋả૾

ᾄὼᾀ のᎋả૾ܭғ؏ᚨݰᛔ˰އ

ᇹᾄᇘ ؏ғݰᛔ˰އ

立地適正化計画ғ؏

市街化ғ؏

އ
˰
ᛔ
ݰ
ғ
؏

●ᇌעᢘദ҄ᚘဒの৖ࡽƖƴᅆƞǕǔ
ஓǇƠƍғ؏΂

ίᾁὸ本市ỆấẬるއ˰ᛔݰғ؏ᚨܭのᎋả૾

ஓǇƠƍғ؏΂

生活Мࣱ̝ⅻᄩ̬
ↄ↻↺ғ域

ṹ都市機能誘導区域となるỔき中࣎拠点、地域὾生活拠点の中࣎部にࢻഩ、
ᐯ᠃車等をʼしてܾତにアクセスすることのできる区域

ṹ公共交通᠆に܍する駅、バスͣのࢻഩ、ᐯ᠃車М用圏に܍する区域から構成
される区域

生活⇛ー⇹⇟ೞᏡの
ਤዓႎᄩ̬ⅻӧᏡ↙
᩿ᆢር׊内のғ域

ṹ区域内において、少なくともྵ状における人口密度を維持することを基本に、医
療、福祉、商業等の日常生活サービス機能の持ዓ的なᄩ保が可能な人口密
度൦แがᄩ保される範囲内の区域

μࣱܤ↺ↈݣ↚ܹ໎
ሁⅻᄩ̬ↄ↻↺ғ域

ṹ土ჿ災害、඾ඬ災害、ේ൦ᘮ害等によりက大なᘮ害をӖけるүᨖ性が少ない
区域

ṹ土地М用の実७等にༀらし、工業ኒ用途、都市ᠾ地、ขЦなᆰきܼ・ᆰき地
化が進行しているᢸ外地域等には該当しない、居住に適した区域

本市は、これまでに実施してきた土地区画整理事業や大規模団地整備等による都市基盤施設の整備

をᏑ୎に、令和 2 年の市街化区域内における人口密度は 107.0 人ᵍᶆᵿ と、高密度な市街地が࢟成され

てきました。

国立社会保障・人口問題研究所によると、市街化区域内では令和 2 年から令和 22 年にかけてኖ 4 Ҙ

人の人口減少が推計されていますが、人口密度は令和 22 年においても 106.0 人ᵍᶆᵿ であり、高密度な市

街地が保たれる見ᡂみとなっています。

また、コンパクトシティのఋとなる鉄道἟ットὁークがΪ実しているỖか、定住人口に支えられてӲ種都市

機能やバス路線もΪ実しており、本計画で目ਦす「コンパクトシティ・プラス・἟ットὁーク」の基礎が࢟成され

ていることから、ྵ在の生活環境を将来にわたり持ዓさẶ、多くの市民が住みॹれた地域で住みዓけてい

けるようなまちづくりが望まれます。

そこで、こうした基礎を生かした人口流入施策や、地域間人口バランスの適正化に向けた施策をޒ開す

ることを前੩に、市街化区域のおおむね全域を居住誘導区域に設定し、ࡽきዓき高い人口密度の維持を

図っていきます。たẻし、市街化区域内において災害リスクが高い地域においては災害ݣ策の可能性をᎋ

ॾし、住宅立地がСᨂされている用途地域および地区計画区域や、一団の᩼居住地については、ྵ状の

土地М用ྵ況等をᎋॾし、居住誘導区域に含めるかԁかを検討します。
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前᪫のᎋえ方をもとに、本市では居住誘導区域から以下の区域を除きます。

ίᾀὸ໎ܹἼἋἁの᭗ẟ地؏
ί都市ϐဃཎКਜ਼ፗඥӏỎӷඥ଀行令ỆấẟềẐއ˰ᛔݰғ؏ửܭỜễẟғ؏ẑểẰれềẟるғ؏ὸ

Ṟ࣯ͼ૲地ْߐүᨖғ؏  ṟםჿ໎ܹཎКᜩ়ғ؏

ᾄὼᾁ のᙻໜểᙻໜắểのཞඞૢྸܭғ؏ᚨݰᛔ˰އ

Ⅎ࣯ͼ૲ْߐעүᨖғ域
⇒急傾૲地のْߐがя長され、Ӎは誘発されるおそれがないようにするため、一定の行ໝのᅠഥᒉしく

はСᨂが行われていることから、居住誘導区域外とします。

Ƃఌਗඥˋƃ࣯ͼ૲עのْߐƴǑǔ໎ܹの᧸ഥƴ᧙Ƣǔඥࢷᇹ 3 வᇹ 1 ᪮

ℳםჿ໎ܹཎКᜩ়ғ域
⇒一定の開発行ໝのСᨂや居室をஊする建築ཋの構ᡯが規Сされていることから、居住誘導区域外と

します。

Ƃఌਗඥˋƃםჿ໎ܹᜩ়ғ؏ሁƴƓƚǔםჿ໎ܹ᧸ഥݣሊのਖ਼ᡶƴ᧙Ƣǔඥࢷᇹ 9 வᇹ 1 ᪮

出典：ҘᓶჄ（令和 7 年 2 月）
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ίᾁὸဇᡦ地؏のạẼẆ˰ܡሁの࡫ሰầСᨂẰれềẟるғ؏
Ṟ߻ಅݦဇ地؏

Ⅎ߻ಅݦဇע域
⇒用途地域のうち、住宅等の建築がСᨂされている「工業専用地域」は、工業のМ便を推進するため

定められている地域です。工業に特化した土地М用を図る区域であることから、居住誘導区域外とし

ます。

Ƃఌਗඥˋƃ ᣃࠊᚘဒඥᇹ 9 வᇹ 1Ჭ᪮
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ίᾂὸ市街化ғ؏ϋのɟׇの᩼އ˰地
Ṟ都市ೞᏡᛔݰғ؏ٳのܖٻẆπσဇ地ሁの 2ha ˌɥのɟׇの᩼އ˰地

ṟ都市ೞᏡᛔݰғ؏ٳの 1ha ˌɥのπט

Ṡ˰ܡሁの࡫ሰầСᨂẰれềẟる地ғ計画ғ؏

ℲᣃࠊೞᏡᛔݰғ域ٳのܖٻ⅚πσဇעሁの 2ha ˌ上のɟׇの᩼ע˰އ
⇒ྵ状(将来含む)の土地М用状況をᎋॾし、င業、文教のМ便のዒዓや、̓ዅϼ理施設等のᆙ΁を

ዒዓさẶていくため、居住誘導区域外とします。

ℳᣃࠊೞᏡᛔݰғ域ٳの 1ha ˌ上のπט
⇒Ἶクリエーションや交流の場、災害時におけるᢤᩊの場として活用していくため、居住誘導区域外とし

ます。

ℴ˰ܡሁの࡫ሰⅻСᨂↄ↻↕ⅳ↺עғᚘဒғ域
⇒本市で定められている地区計画のうち、住宅等の建築をСᨂし、敷地面積 10,000 ㎡以上の施設の

立地に特化している「八ケ崎二丁目地区地区計画区域」は、そのᎋえにより居住誘導区域外としま

す。
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前᪫までの整理の結果をもとに、居住誘導区域を以下の通り設定します。

ṕ໎ܹἼἋἁửஊẴる地؏ỂあるầẆއ˰ᛔݰғ؏ỆԃỮẻғ؏ỆếẟềṖ

ᾄὼᾂ ؏ғݰᛔ˰އ

ғ域᩿ᆢ：ኖݰ住ᛔއ 4����JC

Ṻේ൦ेܭғ؏

本市の西部にはේ൦想定区域が広がっていますが、ྵ状の土地М用において住居用地や商業用地等が

࢟成され、相当数の市民が居住しています。これまで市としてඕ߷ݣ策等を行ってきたことから、これからも൦

害発生時にݣ応できるᢤᩊ˳Сの構築や、市ਦ定ᢤᩊ場所のҗ分な周ჷ、ᢤᩊ計画の策定等、災害リスク

を᠉減するための施策をಮẉな面からޒ開することによりܤ全性をᄩ保し、居住誘導区域に含めます。

Ṻםჿ໎ܹᜩ়ғ؏

ʻࢸも໎ܹऴإのˡᢋ、ᢤᩊに᧙するᜩ়ᢤᩊ˳Сを҄ࢍするƜƱをЭ੩に、އ住ᛔݰғ域にԃ

ǊǇす。

※急傾૲地ْߐүᨖ区域ӏび土ჿ災害特Кᜩ়区域は、居住誘導区域から除外します。令和ᾅ年度஛時

点のਦ定状況を図示していますが、இ新のਦ定状況は、ҘᓶჄがਦ定する区域をᄩ認してくẻさい。

※駅周辺において計画的な市街地整備が行われ、市街化区域へのዻ入がなされた場合は、居住誘導区域

へ適ܯዻ入していきます。
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ί1ὸ᧏発行ໝ

Ṻ3 戸以上の住宅の建築目的の開発行ໝ（都市計画ඥ第 4 வ第 12 項）

Ṻ1 戸Ӎは 2 戸以上の住宅の建築目的の開発行ໝで、その規模が 1,000 ㎡以上のもの

ίᾁὸ࡫ሰሁ行ໝ

Ṻ3 戸以上の住宅を新築しようとする場合

Ṻ建築ཋを改築し、Ӎは建築ཋの用途を٭୼して 3 戸以上の住宅とする場合

居住誘導区域外での住宅開発等の動きを৭੮するため、居住誘導区域外の区域で以下の行ໝを

行う場合には、30 日前までに市長へのފ出が፯務付けられます。（都市再生特Кਜ਼ፗඥ第 88 வ）

ᾄὼᾃ ࡇЈСފỆấẬるٳ؏ғݰᛔ˰އ

ᝋƱƳǔᘍໝݣЈのފ●
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６－１ 防災指針とは 

６－２ 災害ハザード情報等の収集、整理 

６－３ 災害リスクの高い地域等の抽出 

６－４ 地域ごとの防災上の課題の整理 

６－５ 防災まちづくりの将来像、取組方針 

６－６ 具体的な取組、スケジュール 

第６章 

防災指針 
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近年、ᐯ໱災害が᫁発・ນက化しており、災害リスクを៊まえた災害にࢍいまちづくりの重要性

が高まっていることから、まちづくりの面から居住エリアのܤ全をᄩ保することを目的として、令和 2

年（2020 年）の都市再生特Кਜ਼ፗඥの改正により、立地適正化計画に「᧸災ਦᤆ」をˮፗづけ

ることとなりました。

᧸災ਦᤆは、主に居住誘導区域内で行う᧸災ݣ策・ܤ全ᄩ保策を定めるものであり、居住や

都市機能の誘導を図るうえで࣏要となる都市の᧸災に関する機能ᄩ保を図るためのਦᤆとして、

本市の᧸災・減災に̞る計画である「松戸市地域᧸災計画」や「松戸市国土ࢍ᪅化地域計画」と

も連ઃを図りながら᧸災ਦᤆを定めます。

Ẏ ᧸災ਦᤆの検討フローẏ

ᾅὼᾀ ᧸໎ਦᤆểỊ

ᇹᾅᇘ ᧸໎ਦᤆ

１）災害ἡἈードऴ報等のӓ集、整理

ᾁ）災害リスクの高い地域等のਁ出

ᾂ）地域ắとの᧸災上の課題の整理

ᾃ）᧸災まちづくりの将来΂、ӕኵ方ᤆ

ᾄ）φ˳的なӕኵ、スケἊἷール
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災害リスクの分ௌにあたり、発生するおそれのある災害ἡἈードऴ報をዡ፠的にӓ集・整理す

ることが࣏要です。

そのため、本市では想定されている以下の災害ἡἈードऴ報をӓ集・整理しました。

Ẏ ᝋとする災害ἡἈードऴ報ẏݣ

１）土ჿ災害

災害ἡἈードऴ報 根拠ඥ令 区域設定の目的 作成主˳

①土ჿ災害特Кᜩ়区域

土ჿ災害
᧸ഥඥ
第 9 வ
第 1 項

ṹᢤᩊにᣐॾを要する方ẉがМ用する要ᣐॾ者М用
施設等が新たに土ჿ災害のүᨖ性の高い区域に立
地することを未໱に᧸ഥするため、開発段階から規
Сしていく࣏要性が特に高いものにݣᝋをᨂ定し、特
定の開発行ໝをᚩ可СとするなどのСᨂや建築ཋ
の構ᡯ規С等を行う区域

出典：土ჿ災害᧸ഥඥの概要（国土交通Ⴞ）

ҘᓶჄ

②土ჿ災害ᜩ়区域

土ჿ災害
᧸ഥඥ
第 7 வ
第 1 項

ṹ土ჿ災害によるᘮ害を᧸ഥ・᠉減するため、үᨖの
周ჷ、ᜩ়ᢤᩊ˳Сの整備を行う区域

出典：土ჿ災害᧸ഥඥの概要（ 国土交通Ⴞ）

ҘᓶჄ

③急傾૲地ْߐүᨖ区域

急傾૲地ඥ
第 3 வ
第 1 項

ṹْߐするおそれのある急傾૲地で、そのْߐにより
相当数の居住者その他のものにү害が生ẵるおそ
れのあるものӏびこれにᨩ੗する土地のうち、当該
急傾૲地のْߐがя長され、Ӎは誘発されるおそれ
がないようにするため、第 7 வ第 1 項Ӳӭにਫ਼ậる
行ໝが行われることをСᨂする࣏要がある土地の区
域

出典：急傾૲地のْߐによる災害の᧸ഥに関するඥࢷ

ҘᓶჄ

ᾁ）ව൦

災害ἡἈードऴ報 根拠ඥ令 区域設定の目的 作成主˳

①ේ൦想定区域
（ේ൦ข：想定இ大規模）

൦᧸ඥ
第 14 வ
第 1 項

ṹව൦時のό๖かつᡆᡮなᢤᩊをᄩ保し、Ӎはේ൦を
᧸ഥすることにより、൦災によるᘮ害の᠉減を図る

出典：൦᧸ඥ第 14 வ第 1 項

ṹ特に重点的にό๖かつᡆᡮなᢤᩊのためのਜ਼ፗをᜒ
じることによりܤ全性の向上を図るỔき区域

出典：൦災害リスクを៊まえた᧸災まちづくりのỾイドライ
ン(国土交通Ⴞ) 

■൶戸߷
⇒国土交通Ⴞ

関東地方整
備局൶戸߷
ඕ߷事務所

■中小ඕ߷
（ ק ߷ 、 ק ߷
放൦路、新ק
߷ 、 М 根 ᢃ
ඕ、Ⴧ間߷）

放߷ק・߷ק
൦路
⇒国土交通Ⴞ
関東地方整備
局൶戸߷ඕ߷
事務所

ק ߷ ・ 新 ק
߷、Ⴧ間߷
⇒ҘᓶჄ

②ේ൦想定区域
（ේ൦ข：計画規模）

൦᧸ඥ
第 14 வ
第 2 項

③ේ൦想定区域
（ේ൦ዒዓ時間）

൦᧸ඥ
第 14 வ
第 2 項

④ܼ屋ْ͂等൩຦想定区
域（൩຦流）

ὼ
※１

ṹ想定இ大規模降ᩋが生ឪし、近ͯのء᧸がൿْ等し
た場合に、ྵ行の建築基แに適合する一ᑍ的な建築
ཋがْ͂・流出する等のүᨖ性が高い区域

ṹව൦時における屋内ܤ全ᄩ保（׶直ᢤᩊ）の適ԁの
Йૺ等にஊјなऴ報となる

出典：൦災害リスクを៊まえた᧸災まちづくりのỾイドライ
ン(国土交通Ⴞ) 

⑤ܼ屋ْ͂等൩຦想定区
域（ඕެ̛᫢）

ὼ
※１

ᾅὼᾁ ໎ܹἡἈὊἛऴإሁのӓ集Ẇૢྸ

※１：「ව൦ේ൦想定区域図作成マニἷアル（第 4 ༿）」（国土交通Ⴞ等、平成 27 年 7 月策定）において、ේ൦想定区
域図とともに作成方ඥが示されている。
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３）内水 

災害ハザード情報 根拠法令 区域設定の目的 作成主体 

①内水浸水想定区域 

- 
◇雨水出水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、又は浸

水を防止することにより、水災による被害の軽減を図
る 

松戸市 
②内水浸水想定区域 

（浸水継続時間） 

 

４）高潮 

災害ハザード情報 根拠法令 区域設定の目的 作成主体 

①高潮浸水想定区域 
水防法 

第 14 条の 3 

◇高潮時の円滑かつ迅速な避難を確保し、又は浸水を
防止することにより、水災による被害の軽減を図る 

出典：水防法第 14 条の 3 

千葉県 

 

５）津波 

災害ハザード情報 根拠法令 区域設定の目的 作成主体 

①津波浸水想定区域 

津波防災 

地域づくりに

関する法律 

◇「津波防災地域づくりに関する法律」に基づき、最大ク
ラスの津波を想定し、浸水の区域や推進を設定する
もので津波防災地域づくりの基礎となる 

出典：津波浸水想定の設定の手引き（国土交通省） 

千葉県 

 

６）地震 

災害ハザード情報 根拠法令 区域設定の目的 作成主体 

①揺れやすさマップ － 

◇想定した地震の震度分布図を表示したもので、防災
意識の向上に資するものとなる 

出典：松戸市地震ハザードマップ（令和 8 年 3 月） 

松戸市 

②地域の危険度マップ － 

◇地区ごとの建物分布状況と震度をもとに、「建物全壊
率」を表示したもので、防災意識の向上に資するもの
となる 

出典：松戸市地震ハザードマップ（令和 8 年 3 月） 

松戸市 

③液状化危険度マップ － 

◇将来、千葉県に大きな被害をもたらす可能性がある
地震を対象に、地震発生時の液状化の危険度を示し
たマップ 

出典：千葉県 HP 

千葉県 

 

７）盛土 

災害ハザード情報 根拠法令 区域設定の目的 作成主体 

①大規模盛土造成地 

大規模盛土

造成地の滑

動崩落対策

推進ガイドラ

イン及び同

解説 

◇市内のどこに大規模盛土造成地が存在しているか確
認して、周囲に目を配ることで災害の未然防止や被害
の軽減に繋がるように防災意識の向上を図る 

松戸市 
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《 対象とする災害ハザードの想定条件》 

災害種別 想定条件 

土砂 

災害 

土砂災害 

特別警戒区域 

土砂災害が発生した場合に、建築物の損壊が生じ住民等の生命または身体に

著しい危害が生ずるおそれがあると認められる区域 

土砂災害 

警戒区域 

土砂災害が発生した場合に、住民の生命または身体に危害が生ずるおそれが

あると認められる区域で、土砂災害を防止するために警戒避難体制を特に整

備すべき土地の区域 

急傾斜地 

崩壊危険区域 

・急傾斜地の傾斜度が 30 度以上且つ急傾斜地の高さが 5ｍ以上のもの 

・急傾斜地の崩壊により危害が生ずるおそれのある人家が 5 戸以上あるもの、

又は 5 戸未満であっても、官公署、学校、病院、旅館等に危害が生ずるおそ

れがあるもの 

洪水 

想定最大規模 

■江戸川 

国土交通省関東地方整備局江戸川河川事務所が、平成 29 年に想定しうる

最大規模の降雨によって江戸川が氾濫した場合の浸水をシミュレーションにより

予測したもの 

・江戸川の更に上流にある利根川上流域（群馬県など）で 72 時間の総雨量

491 ㎜ 

 

■中小河川 

それぞれの河川において、想定しうる最大規模の降雨によって、氾濫した場合

の浸水をシミュレーションにより予測し、ひとつにまとめたもの。 

・利根運河（利根川流域、八斗島上流域）想定降雨 72 時間総雨量 491 ㎜ 

・坂川・坂川放水路 （坂川流域）想定降雨 24 時間総雨量 690 ㎜ 

・坂川・新坂川（富士川、六間川など）想定降雨 24 時間総雨量 690 ㎜ 

・真間川（国分川、春木川、紙敷川など）想定降雨 24 時間総雨量 673 ㎜ 

計画規模 

■江戸川 

国土交通省関東地方整備局江戸川河川事務所が、洪水防御に関する計画の

基本となる年超過確率 1/200 の降雨に伴う洪水により江戸川が氾濫した場合

の浸水の状況をシミュレーションにより予測したもの 

・江戸川の更に上流にある利根川上流域（群馬県など）で 72 時間の総雨量

336 ㎜ 

 

■中小河川 

それぞれの河川において、年超過確率 1/200 の降雨に伴う洪水により氾濫し

た場合の浸水をシミュレーションにより予測し、ひとつにまとめたもの。 

・利根運河（利根川流域、八斗島上流域）想定降雨 72 時間総雨量 336 ㎜ 

・坂川・坂川放水路（坂川流域）想定降雨 24 時間総雨量 373 ㎜ 

・坂川・新坂川（富士川、六間川など）想定降雨 24 時間総雨量 305 ㎜ 

・真間川（国分川、春木川、紙敷川など）想定降雨 24 時間総雨量 301 ㎜ 

浸水継続時間 

■江戸川 

浸水深さ 50 ㎝以上（屋外の避難が困難となり、孤立するおそれのある深さ）に

達してから、その浸水深を下回るまでの時間の最大値 

・江戸川の更に上流にある利根川上流域（群馬県など）で 72 時間の総雨量

491 ㎜ 

 

■中小河川 

各中小河川における浸水深 50 ㎝以上に達してから、その浸水深を下回るまで

の時間の最大値を示したもの。 

・利根運河（利根川流域、八斗島上流域）想定降雨 72 時間総雨量 491 ㎜ 

・坂川・坂川放水路 （坂川流域）想定降雨 24 時間総雨量 690 ㎜ 

・坂川・新坂川（富士川、六間川など）想定降雨 24 時間総雨量 690 ㎜ 

・真間川（国分川、春木川、紙敷川など）想定降雨 24 時間総雨量 673 ㎜ 
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災害種別 想定条件 

内水 

内水浸水想定
区域 

想定最大規模降雨として、関東地域の過去最大規模の雨（平成 11 年 10 月

27 日香取地域気象観測所で観測）を前提に、平成 28 年 3 月までの河川や

下水道施設等の整備状況を反映して、浸水をシミュレーション予測したもの 

内水浸水継続
時間 

想定最大規模降雨として、関東地域の過去最大規模の雨（平成 11 年 10 月

27 日香取地域気象観測所で観測）を前提に、平成 28 年 3 月までの河川や

下水道施設等の整備状況を反映して、浸水をシミュレーション予測したもの 

高潮 
高潮浸水想定

区域 

過去に実際に日本に襲来した台風から設定した最大規模・速さで、東京湾に最

悪のコースを台風が通過した場合を前提に想定したもの 

・台風の中心気圧は 910ha（既往最大規模の台風である室戸台風から設定） 

・台風の移動速度は 73 ㎞/h で一定のまま移動。（移動速度が大きい伊勢湾

台風から設定） 

津波 
津波浸水想定

区域 

過去に千葉県沿岸に津波被害をもたらした地震や、将来最大クラスの津波をも

たらすと想定される 5 つの地震を選定し、各地震のシミュレーションを行ったも

の 

地震 

揺れやすさ 
■松戸市直下の地震 

内陸直下で発生するモーメントマグニチュード 6.8 の地震 

危険度マップ 

液状化危険度

予測図 

千葉県直下地震：兵庫県南部地震のような揺れ（揺れの継続時間：10～20

秒程度）を想定した地震 

盛土 
大規模盛土造

成地 

・谷を埋め立てた造成地で、盛土の面積が 3，000 ㎡以上のもの 

・傾斜地に盛土した造成地で、造成前の原地盤の勾配が 20 度以上、かつ盛

土の高さが 5ｍ以上のもの 
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災害ἡἈードऴ報 国のᎋえ方（Ӳ区域のӕりৢい）

①土ჿ災害特Кᜩ়区域 災害Ἶッドἐーン

②急傾૲地ْߐүᨖ区域

③土ჿ災害ᜩ়区域
災害イエローἐーン

①ේ൦想定区域
（ේ൦ข：想定இ大規模）

②ේ൦想定区域
（ේ൦ข：計画規模）

③ේ൦想定区域
（ේ൦ዒዓ時間：想定இ大規模）

④ܼ屋ْ͂等൩຦想定区域
（൩຦流）

⑤ܼ屋ْ͂等൩຦想定区域
（ඕެ̛᫢）

①内൦ේ൦想定区域

②内൦ේ൦ዒዓ時間

①高ກේ൦想定区域

①඾ඬේ൦想定区域

①ੵれやすさ その他の災害リスク

②үᨖ度マップ

③෩状化үᨖ度予ย図

①大規模Ⴎ土ᡯ成地

本市においてݣᝋとするӲ災害ἡἈードऴ報について、国のᎋえ方である都市再生特Кਜ਼ፗ

ඥや都市計画ᢃ用ਦᤆ（第 13 ༿）でのӕりৢいとの関̞性を整理すると以下のとおりです。

Ẏݣᝋとする災害ἡἈードऴ報と居住誘導区域との関̞性》

居住誘導区域に含まないこととすỔき。

それẹれの区域の災害リスク、ᜩ়ᢤᩊ˳Сの整備

状況、災害を᧸ഥし、Ӎは᠉減するための施設の整

備状況や整備見ᡂみ等を総合的にѥ案し、居住を

誘導することが適当ではないとЙૺされる場合は、原

Щとして、居住誘導区域に含まないこととすỔき。

ί໎ܹἾἕἛἐὊὅὸ

⇒居住誘導区域から除外します。

ί໎ܹỶỺἿὊἐὊὅὸ

⇒居住誘導区域内での災害イエローἐーンについては、災害リスク分ௌを行った上で課題を整

理し、そのリスクに基づきЙૺします。

ίẸの˂の໎ܹἼἋἁὸ

⇒地ᩗおよびそれにˤい๖動ߐᓳのүᨖ性のある大規模Ⴎ土ᡯ成地においては災害リスク分

ௌを行った上で課題を整理し、災害リスクをできるᨂり回ᢤあるいは˯減さẶる᧸災・減災ݣ

策をᜒじます。

地ᩗ（Ⴎ土）については、ࢨ᪪の範囲や程度をұ地

的に定め、居住誘導区域から除外を行うことにᨂမ

があるため、災害リスクをできるᨂり回ᢤあるいは˯減

さẶる࣏要な᧸災・減災ݣ策を計画的に実施する。

国のᎋえ方を៊まえ、次項以降では、次のᎋえのもと分ௌを行います。

分
᫏

土
ჿ
災
害

ව
൦

内
൦

高
ກ

඾
ඬ

地
ᩗ

Ⴎ
土
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ίᾀὸםჿ໎ܹ

Ṟםჿ໎ܹཎКᜩ়ғ؏Ὁםჿ໎ܹᜩ়ғ؏Ὁ࣯ͼ૲地ْߐүᨖғ؏

Ṻ市内においては、土ჿ災害特Кᜩ়区域、土ჿ災害ᜩ়区域ӏび急傾૲地ْߐүᨖ区域がਦ定され

ています。

Ṻਦ定されているሖ所としては、長年の൶戸߷の流れによって࢟成されてきた ᵨR 常磐線沿線東側に連ዓし

ている૲面地等を中࣎としてਦ定されています。

出典：ҘᓶჄ（令和 7 年 2 月）

Ẍ急傾૲地のْߐẍ

傾૲度が 30ᶟ以上である土地が
するᐯ໱ྵᝋْߐ

出典：立地適正化計画の৖ࡽきẔ資料ዻẕ
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ίᾁὸව൦

Ṟේ൦ेܭғ؏ίේ൦ขᾉेܭஇٻᙹ೉ὸ

ᾀὸ൶戸߷

Ṻ൶戸߷の൩຦によるේ൦として、ᵨR 常磐線西側のエリア一࠘にて区域がਦ定されており、ේ൦ข 5.0m～

10m 未満の範囲が広く想定されています。

Ẍේ൦ขによる建ཋのේ൦Ἶベルẍ

・ේ൦ข0.5ᾼ～3.0ᾼ未満では、1階建て

の建ཋはỖỗේ൦してしまいます。

・ේ൦ข 3.0ᾼ～

5.0ᾼ未満にな

ると、2階建ての

建ཋもỖỗේ൦

してしまいます。

出典：国土交通Ⴞ関東地方整備局൶戸߷ඕ߷事務所（平成 29 年）

出典：松戸市൦害ἡἈードマップ

国分߷

放൦路߷ק

߷ק

六間߷
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ᾁὸɶݱඕ߷ίМ根ᢃඕẆק߷Ẇק߷્൦ែẆૼק߷ẆჇ᧓߷ὸ

Ṻ中小ඕ߷の൩຦によるේ൦として、ᵨR 常磐線西側のエリア一࠘にて区域がਦ定されています。

Ṻその他、東松戸駅西側のჇ間߷流域でも区域がਦ定されています。

出典：ẔМ根ᢃඕ、ק・߷ק߷放൦路ẕ

国土交通Ⴞ関東地方整備局൶戸߷ඕ߷事務所（平成 29 年）

Ẕק߷・新ק߷ẕҘᓶჄ（令和 2 年 5 月）

ẔჇ間߷ẕҘᓶჄ（令和Ψ年）

国分߷

放൦路߷ק

߷ק

六間߷
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ṟේ൦ेܭғ؏ίේ൦ขᾉ計画ᙹ೉ὸ

ᾀὸ൶戸߷

Ṻ൶戸߷の൩຦によるේ൦として、ᵨR 常磐線西側のエリア一࠘にて区域がਦ定されており、ේ൦ข 3.0m～

5.0m 未満の範囲が広く想定されています。

出典：国土交通Ⴞ関東地方整備局൶戸߷ඕ߷事務所（平成 29 年）

国分߷

放൦路߷ק

߷ק

六間߷
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ᾁὸɶݱඕ߷ίМ根ᢃඕẆק߷Ẇק߷્൦ែẆૼק߷ẆჇ᧓߷ὸ

Ṻ൶戸߷の൩຦によるේ൦として、ᵨR 常磐線西側のエリアにて区域がਦ定されており、ේ൦ข 0.5ᾼ～3.0ᾼ

未満の範囲が多くਦ定されています。

Ṻその他、東松戸駅西側のჇ間߷流域でもේ൦ข 0.5ᾼ～3.0ᾼ未満の範囲がਦ定されています。

出典：ẔМ根ᢃඕ、ק・߷ק߷放൦路ẕ

国土交通Ⴞ関東地方整備局൶戸߷ඕ߷事務所（平成 29 年）

Ẕק߷・新ק߷ẕҘᓶჄ（令和 2 年 5 月）

ẔჇ間߷ẕҘᓶჄ（令和Ψ年）

国分߷

放൦路߷ק

߷ק

六間߷
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Ṡේ൦ዒዓ଺᧓ίेܭஇٻᙹ೉ὸ

ᾀὸ൶戸߷

Ṻ൶戸߷の൩຦によるේ൦として、ᵨR 常磐線西側のエリア一࠘にてේ൦ข 50ᶁm 以上のේ൦が 3 日以上

ዒዓすることが想定されています。

出典：国土交通Ⴞ関東地方整備局൶戸߷ඕ߷事務所（平成 29 年）

国分߷

放൦路߷ק

߷ק

六間߷
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ᾁὸɶݱඕ߷ίМ根ᢃඕẆק߷Ẇק߷્൦ែẆૼק߷ẆჇ᧓߷ὸ

Ṻ中小ඕ߷の൩຦によるේ൦として、ᵨR 常磐線西側のエリア一࠘ではේ൦ข 50ᶁm 以上のේ൦が 3 日以

上ዒዓすることが想定されています。

Ṻその他、東松戸駅西側のჇ間߷流域ではේ൦ข 50ᾲᾼ以上のේ൦がኖ 1 日ዒዓすることが想定されて

います。

出典：ẔМ根ᢃඕ、ק・߷ק߷放൦路ẕ

国土交通Ⴞ関東地方整備局൶戸߷ඕ߷事務所（平成 29 年）

Ẕק߷・新ק߷ẕҘᓶჄ（令和 2 年 5 月）

ẔჇ間߷ẕҘᓶჄ（令和Ψ年）

国分߷

放൦路߷ק

߷ק

六間߷
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ṡْܼ͂ދሁ൩຦ेܭғ؏

Ṻܼ屋ْ͂等൩຦想定区域（൩຦流）は、൶戸߷沿ެの一࠘でਦ定されています。

Ṻܼ屋ْ͂等൩຦想定区域（ඕެ̛᫢）は、ק߷、新ק߷でਦ定されています。

出典：Ẕ൶戸߷、М根ᢃඕ、ק・߷ק߷放൦路ẕ

国土交通Ⴞ関東地方整備局൶戸߷ඕ߷事務所（平成 29 年）

Ẕק߷・新ק߷ẕҘᓶჄ（令和 2 年 5 月）

ẔჇ間߷ẕҘᓶჄ（令和Ψ年）

国分߷

放൦路߷ק

߷ק

六間߷

地面がЪられ、ܼ屋は建ཋắとߐᓳするおそれがあるᅺᡮがଔいため、木ᡯܼ屋はْߐするおそれがある

Ẍ൩຦流ẍ Ẍඕެ̛᫢ẍ

出典：新たなᢤᩊऴ報に関するポスター・ἓラシ（内᧚ࡅ）
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ίᾂὸϋ൦

Ṟේ൦ेܭғ؏ί1 ଺᧓あẺりᩋ᣽ 153 Ὣὸ

Ṻ市街化区域内においてもේ൦が想定されるሖ所が点在し、一部では 3.0ᾼ以上のේ൦がみられます。

出典：松戸市（令和 7 年）

常磐平
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ṟේ൦ዒዓ଺᧓ί1 ଺᧓あẺりᩋ᣽ 153 Ὣὸ

Ṻ市街化区域内においてもේ൦ข 50ᾲᾼ以上のේ൦が 3 日以上ዒዓすることが想定されています。

出典：松戸市（令和 7 年）

常磐平
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（ᾃ）高ກ

Ṻ高ກによるේ൦として、ᵨR 常磐線西側のエリア一࠘にて区域がਦ定されています。

Ṻ特に市の南西部では、3.0m～5.0ᾼ以上のේ൦が想定されています。

出典：ҘᓶჄ（平成 30 年）



ᇹᾅᇘ ᧸໎ਦᤆ

89

ίᾄὸ඾ඬ

Ṻ඾ඬによるේ൦として、市街化調整区域内の൶戸߷沿ެでේ൦が想定されているሖ所がみられます。

出典：ҘᓶჄ（平成 30 年）

Ẕਘ大図ẕ
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ίᾅὸ地ᩗ

ṞੵれởẴẰἰἕἩ

Ṻ松戸市直下の地ᩗにおいて、本市ではᩗ度 6 。と想定されていますࢍ～ࢊ

Ṻ特に、南西部の広範囲にわたり、ᩗ度（6.1）ࢍ以上となるሖ所がみられます。

出典：松戸市地ᩗἡἈードマップ（令和 8 年 3 月）
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ṟ地؏のүᨖࡇἰἕἩ

Ṻ全市的に建ཋᘮ害（全ْ）が想定されています。

Ṻ特に、市街化区域内においても、全ْする建ཋの割合が 7％以上とүᨖ度大のエリアが܍在しています。

出典：松戸市地ᩗἡἈードマップ（令和 8 年 3 月）
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Ṡ෩ཞ化үᨖࡇʖย׋

ҘᓶჄႺɦ地ᩗίᩗࡇ 6 ὸࢍ

Ṻ෩状化үᨖ度予ยでは、ᵨR 常磐線西部エリアにおいて෩状化しやすいエリアが広がっています。

出典：ҘᓶჄ（令和Ψ年）

液状化危険度
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ίᾆὸٻᙹ೉Ⴎםᡯ঺地

Ṟ᜿؈Ờٻ׹ᙹ೉Ⴎםᡯ঺地Ὁᐃ˄Ậٻ׹ᙹ೉Ⴎםᡯ঺地Ṻ令和 4 年度において本市がች査を行った結果、市内 123 ሖ所（谷؈め型大規模Ⴎ土ᡯ成地が 83 ሖ

所、ᐃ付け型大規模Ⴎ土ᡯ成地が 40 ሖ所）に大規模Ⴎ土ᡯ成地がᄩ認されています。

Ṻ今後、ᛇኬな調査を᪯次実施していく予定であり、その結果を៊まえてܤ全性のች査を行っていきます。

※なお、このマップは大規模Ⴎ土ᡯ成地のおおよそのˮፗと規模を示したもので、Ⴎ土のүᨖ度を表すものではありまẶん。

出典：松戸市（令和 5 年）

Ẍ大規模Ⴎ土ᡯ成地ẍ

出典：松戸市大規模Ⴎ土ᡯ成地マップ

（2023 年度）
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ίᾇὸᡈ年のේ൦ޗഭ

Ṟ᜿؈Ờٻ׹ᙹ೉Ⴎםᡯ঺地Ὁᐃ˄Ậٻ׹ᙹ೉Ⴎםᡯ঺地Ṻ近年のේ൦ޗ歴をみると、小山や上矢Џなどでጮりᡉしේ൦ᘮ害が発生しています。

出典：松戸市 Hᵮ ේ൦ޗ歴一ᚁ

発生年月日 災害種К
ᘮ害状況

上ේ൦࠿ 下ේ൦࠿

平成 27 年 9 月 8 日～

10 日

台᫘ 18 ӭ

੗近にˤう

大ᩋ

14 ౐

（大橋、小山、和名ケ谷）

35 ౐

ແ、大橋、紙敷、上矢ޥ）

Џ、五香 7 丁目、小山、௿

ထ 8 丁目、௿ထ西 2 丁目、

௿ထ西 3 丁目、௿ထ西 5 丁

目、根本、松戸、和名ケ谷）

平成 28 年 ේ൦実ጚなし

平成 29 年 ේ൦実ጚなし

平成 30 年 9 月 1 日 大ᩋ
1 ౐

（六実 6 丁目）
-

令和Ψ年 ේ൦実ጚなし

令和 2 年 3 月 13 日 大ᩋ

6 ౐

（小山）

7 ౐

（上矢Џ、ޥແ、小山、西馬

橋 2 丁目、西馬橋 3 丁目）

令和 3 年 ේ൦実ጚなし

令和 4 年 ේ൦実ጚなし

令和 5 年 6 月 2 日

台᫘ 2 ӭ

੗近にˤう

大ᩋ

1 ౐

（金ケ作）

10 ౐

（௿ထ 2 丁目、西馬橋 2 丁

目、西馬橋 3 丁目、五香 6

丁目、小金原 6 丁目、小金

原 8 丁目、串崎新田、上矢

Џ、ం山、紙敷）
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前ᡓの本市で想定されるἡἈードऴ報について、住宅の分ࠋ、ᢤᩊ所、病院等の都市ऴ報と

重ね合わẶ、災害リスクの高い地域等をਁ出するための分ௌを行いました。

また、ව൦ේ൦ขについては、市街化区域にက大なࢨ᪪をӏỗすおそれのある、想定இ大規

模を用いて分ௌを行うこととします。

災害ἡἈードऴ報と都市ऴ報の重ね合わẶと、分ௌのᙻ点は以下の通りです。

ᾅὼᾂ ໎ܹἼἋἁの᭗ẟ地؏ሁのਁЈ

災害ἡἈードऴ報 都市ऴ報 分ௌのᙻ点

土ჿ

災害

土ჿ災害(特К)

ᜩ়区域
住宅分ࠋ （１）住宅等の੷ْのүᨖ性

急傾૲地ْߐ

үᨖ区域

ව൦

ව൦ේ൦ข

住宅階数 応の可能性ݣ直ᢤᩊでの׶（2）

ᢤᩊ施設 （3）ᢤᩊ施設の活用の可能性

医療施設 （4）医療施設のዒዓМ用の可能性

高齢者向け施設 （5）高齢者向け施設のዒዓМ用の可能性

災害時

重要路線
（6）災害時の活用の可能性

ව൦ේ൦ዒዓ時間 住宅分ࠋ （7）長期にわたるܔ立の可能性

ܼ屋ْ͂等൩຦

想定区域(൩຦流)
住宅構ᡯ （8）木ᡯܼ屋のْ͂のүᨖ性

ܼ屋ْ͂等൩຦

想定区域(ඕެ̛᫢)
住宅分ࠋ （9）建ཋのْ͂・流出のүᨖ性

内൦

・高ກ

・඾ඬ

ේ൦ข 住宅分ࠋ (10)建ཋのේ൦ᘮ害の可能性

内൦ේ൦ዒዓ時間 住宅階数 （11）長期にわたるܔ立の可能性

地ᩗ ෩状化үᨖ度予ย図 住宅分ࠋ （12）地ᩗ時の建ཋْ͂等のүᨖ性

Ⴎ土 大規模Ⴎ土ᡯ成地 住宅分ࠋ （１3）๖動ߐᓳのүᨖ性
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ίᾀὸ˰ܡሁの੷ْのүᨖࣱίםჿ໎ܹ×˰ܡЎࠋὸ

Ṻ土ჿ災害特Кᜩ়区域には 464 ౐、土ჿ災害ᜩ়区域には 2,940 ౐、急傾૲地ْߐүᨖ区域には

116 ౐の住宅が立地しています。

出典：Ẕ土ჿ災害ẕҘᓶჄ（令和 7 年 2 月）

Ẕ住宅ẕ都市計画基礎調査（令和 3 年）
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ίᾁὸ׶ႺᢤᩊỂのࣖݣのӧᏡࣱίේ൦ขίेܭஇٻᙹ೉ὸᶣ˰ܡ᨞ૠὸ

Ṟ൶戸߷

Ṻේ൦ข 0.5ᾼ以上～3.0ᾼ未満に立地している 1 階建ての住宅は 698 ౐、3.0ᾼ以上～5.0ᾼ未満に立地

している 1～2 階建ての住宅は 8,970 ౐、5.0ᾼ以上～10.0ᾼ未満に立地している 1～3 階建ての住宅は

20,935 ౐となっています。

出典：Ẕ൶戸߷ẕ国土交通Ⴞ関東地方整備局൶戸߷ඕ߷事務所（平成 29 年）

Ẕ住宅ẕ都市計画基礎調査（令和 3 年）

Ẍේ൦ขによる建ཋのේ൦Ἶベルẍ 

・ේ൦ข 0.5ᾼ～3.0ᾼ未満では、1 階建ての

建ཋはỖỗේ൦してしまいます。

・ේ൦ข 3.0ᾼ～5.0

ᾼ未満になると、2

階建ての建ཋもỖ

ỗේ൦してしまいま

す。

出典：松戸市൦害ἡἈードマップ 
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ṟɶݱඕ߷ίМ根ᢃඕẆק߷Ẇק߷્൦ែẆૼק߷ẆჇ᧓߷ὸ

Ṻේ൦ข 0.5ᾼ以上～3.0ᾼ未満に立地している 1 階建ての住宅は 2,868 ౐、3.0ᾼ以上～5.0ᾼ未満に立

地している 1～2 階建ての住宅は 3,366 ౐、5.0ᾼ以上～10.0ᾼ未満に立地している 1～3 階建ての住宅

は 8 ౐となっています。

出典：ẔМ根ᢃඕ、ק・߷ק߷放൦路ẕ

国土交通Ⴞ関東地方整備局൶戸߷ඕ߷事務所（平成 29 年）

Ẕק߷・新ק߷ẕҘᓶჄ（令和 2 年 5 月）

ẔჇ間߷ẕҘᓶჄ（令和Ψ年）

Ẕ住宅ẕ都市計画基礎調査（令和 3 年）
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ίᾂὸᢤᩊ଀ᚨの෇ဇのӧᏡࣱίේ൦ขίेܭஇٻᙹ೉ὸᶣᢤᩊ଀ᚨὸ

Ṟ൶戸߷

Ṻේ൦想定区域内に立地しているᢤᩊ施設は 41 ሖ所あります。そのうち、׶直ᢤᩊが可能な施設は 24 ሖ

所（ਦ定ᢤᩊ所・׶直ᢤᩊ場所：15 ሖ所、׶直ᢤᩊ場所：9 ሖ所）ਦ定しています。

出典：Ẕ൶戸߷ẕ国土交通Ⴞ関東地方整備局൶戸߷ඕ߷事務所（平成 29 年）

Ẕᢤᩊ施設ẕ松戸市൦害ἡἈードマップ（令和 5 年）

【参考】
・浸水想定区域内に立地している避難施設︓41箇所
（●指定避難所︓17箇所、▲指定避難所・垂直避難場所︓15箇所、■垂直避難場所︓9箇所）
・垂直避難が不可︓17箇所
・垂直避難 可︓24箇所
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ṟɶݱඕ߷ίМ根ᢃඕẆק߷Ẇק߷્൦ែẆૼק߷ẆჇ᧓߷ὸ

Ṻේ൦想定区域内に立地しているᢤᩊ施設は 38 ሖ所あります。そのうち、׶直ᢤᩊが可能な施設は 24 ሖ

所（ਦ定ᢤᩊ所・׶直ᢤᩊ場所：15 ሖ所、׶直ᢤᩊ場所：9 ሖ所）ਦ定しています。

【参考】
・浸水想定区域内に立地している避難施設︓38箇所
（●収容避難所︓14箇所、▲指定避難所・垂直避難場所︓15箇所、■垂直避難場所︓9箇所）
・垂直避難が不可︓14箇所
・垂直避難 可︓24箇所

出典：ẔМ根ᢃඕ、ק・߷ק߷放൦路ẕ

国土交通Ⴞ関東地方整備局൶戸߷ඕ߷事務所（平成 29 年）

Ẕק߷・新ק߷ẕҘᓶჄ（令和 2 年 5 月）

ẔჇ間߷ẕҘᓶჄ（令和Ψ年）

Ẕᢤᩊ施設ẕ松戸市൦害ἡἈードマップ（令和 5 年）
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ίᾃὸҔၲ଀ᚨのዒዓМဇのӧᏡࣱίේ൦ขίेܭஇٻᙹ೉ὸᶣҔၲ଀ᚨὸ

Ṟ൶戸߷

Ṻේ൦想定区域内に立地している施設は、病院が 4 ሖ所、内科・外科を含む診療所が 57 ሖ所となってい

ます。

出典：Ẕ൶戸߷ẕ国土交通Ⴞ関東地方整備局൶戸߷ඕ߷事務所（平成 29 年）

Ẕ医療施設ẕまつど医療機関マップ（令和 5 年）
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ṟɶݱඕ߷ίМ根ᢃඕẆק߷Ẇק߷્൦ែẆૼק߷ẆჇ᧓߷ὸ

Ṻේ൦想定区域内に立地している施設は、病院が 5 ሖ所、内科・外科を含む診療所が 48 ሖ所となってい

ます。

出典：ẔМ根ᢃඕ、ק・߷ק߷放൦路ẕ

国土交通Ⴞ関東地方整備局൶戸߷ඕ߷事務所（平成 29 年）

Ẕק߷・新ק߷ẕҘᓶჄ（令和 2 年 5 月）

ẔჇ間߷ẕҘᓶჄ（令和Ψ年）

Ẕ医療施設ẕまつど医療機関マップ（令和 5 年度）
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ίᾄὸ᭗ᱫᎍӼẬ଀ᚨのዒዓМဇのӧᏡࣱ

  ίේ൦ขίेܭஇٻᙹ೉ὸᶣ᭗ᱫᎍӼẬ଀ᚨὸ

Ṟ൶戸߷

Ṻේ൦想定区域内に立地している施設は、高齢者向け施設が 122 ሖ所（在宅型施設 82 ሖ所、入所・宿泊

型 40 ሖ所）となっています。

出典：Ẕ൶戸߷ẕ国土交通Ⴞ関東地方整備局൶戸߷ඕ߷事務所（平成 29 年）

Ẕ高齢者向け施設ẕҽ生і΁Ⴞ Hᵮ（令和 5 年）
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ṟɶݱඕ߷ίМ根ᢃඕẆק߷Ẇק߷્൦ែẆૼק߷ẆჇ᧓߷ὸ

Ṻේ൦想定区域内に立地している施設は、高齢者向け施設が 121 ሖ所（在宅型施設 75 ሖ所、入所・宿泊

型 46 ሖ所）となっています。

出典：ẔМ根ᢃඕ、ק・߷ק߷放൦路ẕ

国土交通Ⴞ関東地方整備局൶戸߷ඕ߷事務所（平成 29 年）

Ẕק߷・新ק߷ẕҘᓶჄ（令和 2 年 5 月）

ẔჇ間߷ẕҘᓶჄ（令和Ψ年）

Ẕ高齢者向け施設ẕҽ生і΁Ⴞ Hᵮ（令和 5 年）
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ίᾅὸ໎ܹ଺の෇ဇのӧᏡࣱίේ൦ขίेܭஇٻᙹ೉ὸᶣ໎ܹ଺᣻ᙲែዴὸ

Ṟ൶戸߷

Ṻේ൦想定区域が広がる ᵨR 常磐線西側のエリアでは、Ⴤ道 5 ӭ等の災害時重要路線において長い区間で

のේ൦が想定されます。

出典：Ẕ൶戸߷ẕ国土交通Ⴞ関東地方整備局൶戸߷ඕ߷事務所（平成 29 年）

Ẕ災害時重要路線ẕ松戸市地域᧸災計画（令和 6 年）
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ṟɶݱඕ߷ίМ根ᢃඕẆק߷Ẇק߷્൦ែẆૼק߷ẆჇ᧓߷ὸ

Ṻේ൦想定区域が広がる ᵨR 常磐線西側のエリアに加えて、市南部の国道 464 ӭやჄ道 180 ӭ等の一部

区間においてもේ൦が想定されます。

出典：ẔМ根ᢃඕ、ק・߷ק߷放൦路ẕ国土交通Ⴞ関東地方整

備局൶戸߷ඕ߷事務所（平成 29 年）

Ẕק߷・新ק߷ẕҘᓶჄ（令和 2 年 5 月）

ẔჇ間߷ẕҘᓶჄ（令和Ψ年）

Ẕ災害時重要路線ẕ松戸市地域᧸災計画（令和 6 年）
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ίᾆὸᧈ஖ỆỪẺるܔ立のӧᏡࣱίේ൦ዒዓ଺᧓ίेܭஇٻᙹ೉ὸᶣ˰ܡЎࠋὸ

Ṟ൶戸߷

Ṻේ൦ዒዓ時間 72 時間（3 日間）以上のエリアに 26,631 ౐の住宅が立地しています。

出典：Ẕ൶戸߷ẕ国土交通Ⴞ関東地方整備局൶戸߷ඕ߷事務所（平成 29 年）

Ẕ住宅ẕ都市計画基礎調査（令和 3 年）
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ṟɶݱඕ߷ίМ根ᢃඕẆק߷Ẇק߷્൦ែẆૼק߷ẆჇ᧓߷ὸ

Ṻේ൦ዒዓ時間 72 時間（3 日間）以上のエリアに 18,498 ౐の住宅が立地しています。

出典：ẔМ根ᢃඕ、ק・߷ק߷放൦路ẕ

国土交通Ⴞ関東地方整備局൶戸߷ඕ߷事務所（平成 29 年）

Ẕק߷・新ק߷ẕҘᓶჄ（令和 2 年 5 月）

ẔჇ間߷ẕҘᓶჄ（令和Ψ年）

Ẕ住宅ẕ都市計画基礎調査（令和 3 年）
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ίᾇὸஙᡯܼދのْ͂のүᨖࣱ

  ίْܼ͂ދሁ൩຦ेܭғ؏ί൩຦්ὸ×˰ܡನᡯὸ

Ṻܼ屋ْ͂等൩຦想定区域（൩຦流）に 4,968 ౐の木ᡯ住宅が立地しています。

出典：Ẕ൶戸߷ẕ国土交通Ⴞ関東地方整備局൶戸߷ඕ߷事務所（平成 29 年）

Ẕ住宅ẕ都市計画基礎調査（令和 3 年）
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（ᾈ）࡫ཋのْ͂Ὁ්Јのүᨖ性

（ࠋ分ܡ˰区域（ඕެ̛᫢）ᶣܭ等൩຦ेْ͂ދܼ）             

Ṻܼ屋ْ͂等൩຦想定区域（ඕެ̛᫢）に 1,198 ౐の住宅が立地しています。

出典：ẔМ根ᢃඕ、ק・߷ק߷放൦路ẕ

国土交通Ⴞ関東地方整備局൶戸߷ඕ߷事務所（平成 29 年）

Ẕק߷・新ק߷ẕҘᓶჄ（令和 2 年 5 月）

ẔჇ間߷ẕҘᓶჄ（令和Ψ年）

Ẕ住宅ẕ都市計画基礎調査（令和 3 年）
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ί10ὸ࡫ཋのේ൦ᘮܹのӧᏡࣱίේ൦ขᶣ˰ܡЎࠋὸ

Ṟϋ൦ί1 ଺᧓࢘Ẻりᩋ᣽ 153 Ὣὸ

Ṻ内൦により、ේ൦する可能性がある区域に立地している住宅は、39,760 ౐となっています。

Ṻේ൦ข 0.5～3.0m 未満の区域で 1 階建てが 959 ౐となっています。

出典：Ẕ内൦ẕ松戸市（令和 7 年）

Ẕ住宅ẕ都市計画基礎調査（令和 3 年）
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ṟ᭗ກ

Ṻ高ກにより、ේ൦する可能性がある区域に立地している住宅は、23,772 ౐となっています。

Ṻේ൦ข 0.5～3.0m 未満の区域で 1 階建てが 1,589 ౐となっています。

出典：Ẕ高ກẕҘᓶჄ（平成 30 年）

Ẕ住宅ẕ都市計画基礎調査（令和 3 年）
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Ṡ඾ඬ

Ṻ඾ඬにより、ේ൦する可能性がある区域に立地している住宅はありまẶん。

出典：Ẕ඾ඬẕҘᓶჄ（平成 30 年）

Ẕ住宅ẕ都市計画基礎調査（令和 3 年）

Ẕਘ大図ẕ
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ί11ὸᧈ஖ỆỪẺるܔ立のӧᏡࣱίϋ൦ේ൦ዒዓ଺᧓ᶣ˰ܡ᨞ૠὸ

ϋ൦ί1 ଺᧓࢘Ẻりᩋ᣽ 153 Ὣὸ

Ṻේ൦ዒዓ時間 72 時間（3 日間）以上のエリアに 635 ౐の住宅が立地しています。

出典：Ẕ内൦ẕ松戸市（令和 7 年）

Ẕ住宅ẕ都市計画基礎調査（令和 3 年）
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ί12ὸ地ᩗ଺の࡫ཋْ͂ሁのүᨖࣱί෩ཞ化үᨖܡ˰×ࡇЎࠋὸ

ҘᓶჄႺɦ地ᩗίᩗࡇ 6 ὸࢍ

ṺҘᓶჄ直下地ᩗ（ᩗ度 6 の想定される෩状化の可能性があるエリアに立地している住宅は、34,666（ࢍ

౐あります。そのうち、෩状化の可能性が高いエリアに立地している住宅は 13,430 ౐あります。

出典：Ẕ෩状化үᨖ度ẕҘᓶჄ（令和Ψ年）

Ẕ建ཋẕ都市計画基礎調査（令和 3 年）
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ί13ὸ๖ѣߐᓳのүᨖࣱίႮםᶣ˰ܡЎࠋὸ

Ṻ大規模Ⴎ土ᡯ成地に立地している住宅は、5,811 ౐となっています。

Ṻ今後、ᛇኬな調査を᪯次実施していく予定であり、その結果を៊まえてܤ全性のች査を行っていきます。

※なお、このマップは大規模Ⴎ土ᡯ成地のおおよそのˮፗと規模を示したもので、Ⴎ土のүᨖ度を表すものではありまẶん。

出典：Ẕ大規模Ⴎ土ᡯ成地ẕ松戸市大規模Ⴎ土ᡯ成地マップ（令和 5 年）

Ẕ建ཋẕ都市計画基礎調査（令和 3 年）
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前ᡓの分ௌ結果を៊まえ、今後࣏要となる᧸災・減災ݣ策の方向性を定めるため、地域ắとの

᧸災上の課題を整理します。

᧸災ਦᤆでは、ܤ全なまちづくりを推進するため、居住誘導区域にസ܍する災害リスクにݣして、

計画的かつბ実に࣏要な᧸災・減災ݣ策にӕኵむため、本計画において居住誘導区域にਦ定し

た範囲を基に、松戸市都市計画マスタープランとの整合を図りながら地域ắとの課題を整理します。

Ẕ地؏のғЎẬ׋ẕ

ᾅὼᾃ 地؏ắểの᧸໎ɥの課᫆のૢྸ

出典：松戸市都市計画マスタープラン
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（１）᧸໎ɥのᛢ᫆

全市的なᚇ点から、᧸災上の課題について以下のとおり整理します。

ዮӳႎễםჿ໎ܹݣሊのਖ਼進  

・市全域に土ჿ災害ᜩ়区域・特Кᜩ়区域・急傾૲地ْߐүᨖ区域が多数ਦ定されており、住宅

等の੷ْのүᨖ性がভࣞされています。

ℋםჿ໎ܹ᧸ഥ଀ᚨሁ↝ૢͳ↳ᡆᡮ↚ᢤᩊ↖ⅼ↺↎↰↝ͳⅷ↙↘⅚⇵∞⇯∝⇣⇻⇮↝ɲ᩿

⇁ᢘദ↚ኵ↮ӳ↾↊↎ݣሊⅻ൭↰↸↻↭ↈ⅛

ႆဃ᫁ࡇの˯ẟٻẨễ൦ܹἼἋἁồのݣ応

・ᵨR 常磐線西側を中࣎にේ൦ข 3.0ᾼ以上のේ൦想定区域が広範囲に広がっており、׶直ᢤᩊが׉

ᩊな可能性のある建ཋやේ൦ข 50ᾲᾼ以上のේ൦が 3 日以上ዓく可能性があるሖ所、機能ɧ全

ӍはМ用が׉ᩊとなる都市機能、ᢤᩊ所が見られるなど、ව൦災害が発生したᨥには、ಮẉなሖ所

においてӷ時多発的にᘮ害が発生することがভࣞされます。

⇒ᘮ災した場合にも、生ԡをܣりᘮ害が጑小されるよう、ඕ߷改̲等によるේ൦ขの˯減や඙൦事

業によるේ൦ዒዓ時間の˯減等、減災のためのἡード整備を実行するとともに、ᢤᩊ˳Сの整備

のỖか、災害リスクの周ჷや市民の᧸災意ᜤ向上にጟがるソフト施策の実施が൭められます。

ව൦にợỦܼދのْ͂ἼἋἁồのݣ応  

・൶戸߷等のඕ߷沿ެでは、ܼ屋ْ͂等൩຦想定区域（ඕެ̛᫢・൩຦流）がਦ定され、特に木ᡯ

住宅のْ͂・流ڂをもたらすようなນしい流れが発生することがভࣞされます。

⇒ව൦災害にࢍい建築ཋを増加さẶる等の施策の実施が൭められます。

都市׹൦ܹồのݣ応  

・市内には内൦によるේ൦が想定されるሖ所が点在し、࠿上ේ൦や道路ϛ൦などのේ൦ᘮ害のỖか、

ේ൦ข 50ᶁm 以上のේ൦が 3 日以上ዓく可能性があるሖ所も૝見されることから、人的・ཋ的ᘮ害

のက大化がভࣞされます。

ℋʻٻ↱ࢸᩋሁ↚↷↺ᘮܹ↝ӧᏡࣱⅻভࣞↄ↻↺↎↰⅚ɦ൦ᢊ↝ᩋ൦ሥน↝ૢͳ↚↷↺

੎൦ݣሊሁⅻ൭↰↸↻↭ↈ⅛

地ᩗ᧙ᡲᘮܹにݣẴỦܤμ性のᄩ̬  

・地ᩗ発生のᨥ、ᵨR 常磐線西側を中࣎に෩状化の可能性が高いエリアが広がっています。また、大き

なੵれによって、全ْする可能性のある建ཋが全市的に予ยされていることから、地ᩗ発生時の建

ཋْ͂による້災の発生や道路᧍صによるᢤᩊの᡿れ等がভࣞされます。

・市全域に大規模Ⴎ土ᡯ成地が広範囲に分ࠋしており、地ᩗ発生のᨥ、๖動ߐᓳ等が発生するүᨖ

性があることがভࣞされます。（たẻし、ྵ在調査を進めている段階であり、すỔてのሖ所においてү

ᨖとЙૺされているものではありまẶん。）

⇒居住誘導区域内における建ཋ（主にܼ屋）や都市インフラの構ᡯࢍ化など、建ཋْ͂等を৮Сす

るӕኵを促進すると共に、້災発生へのݣ応を地域で共ஊするなどの、地域全˳でのܤ全性を

高めることが൭められます。

洪水 高潮

内水

家屋倒壊

土砂

地震 盛土

        土ჿ災害関連      ඕ߷ව൦関連      高ກ関連         Ⴎ土関連         

ܼ屋ْ͂等൩຦想定区域関連       内൦関連      ᩗ災関連

洪水
内水

高潮
地震

土砂
家屋倒壊

盛土
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ί2ὸ地؏ắểの᧸໎ɥの課᫆

今後࣏要となる᧸災・減災ݣ策の方向性を定めるため、よりย地的なᚇ点から地域ắとの᧸災上

の課題を以下のとおり整理します。

ᾋ新松戸・馬橋地域、本庁・明地域、矢Џ地域ᾍ

課題：発生᫁度の˯い大きな൦害リスクへのݣ応

Ṹ建ཋ階数がේ൦ขにݣして˯く、׶直ᢤᩊが׉ᩊな建ཋが多数立地（ව）（高）

Ṹ活用可能なᢤᩊ所へࢻഩでのアクセスが׉ᩊな可能性（ව）（高）

Ṹ医療・高齢者向け施設の機能˯下がভࣞ（ව）

Ṹේ൦ข 50ᾲᾼ以上のේ൦が 72 時間以上ዒዓする区域に住宅が多数立地（ව）

Ṹ緊急᠞ᡛ道路に 0.5ᾼ以上のේ൦が想定され、人的・ཋ的支援の᡿れがভࣞ（ව）

課題：ව൦によるܼ屋のْ͂リスクへのݣ応

Ṹܼ屋ْ͂等൩຦想定区域にܼ屋が多く立地（ܼ）

洪水 家屋倒壊 高潮

ᾋ東部地域、常盤平・五香松᫠台地域ᾍ

課題：発生᫁度の˯い大きな൦害リスクへのݣ応

Ṹ建ཋ階数がේ൦ขにݣして˯く、׶直ᢤᩊが׉ᩊな建ཋ

が多数立地（ව）

Ṹ活用可能なᢤᩊ所へࢻഩでのアクセスが׉ᩊな可能性

（ව）

Ṹ医療・高齢者向け施設の機能˯下がভࣞ（ව）

Ṹ緊急᠞ᡛ道路に 0.5ᾼ以上のේ൦が想定され、人的・ཋ

的支援の᡿れがভࣞ（ව）

洪水

ᾋ小金・小金原地域ᾍ

課題：発生᫁度の˯い大きな൦害リスクへのݣ応

Ṹ建ཋ階数がේ൦ขにݣして˯く、׶直ᢤᩊが׉ᩊな建ཋが多数立地（ව）

Ṹ医療・高齢者向け施設の機能˯下がভࣞ（ව）

Ṹේ൦ข 50ᾲᾼ以上のේ൦が 72 時間以上ዒዓする区域に住宅が多数立地（ව）

洪水

ᾋ市内全域ᾍ

課題：総合的な土ჿ災害ݣ策の推進

Ṹ土ჿ災害ᜩ়区域・特Кᜩ়区域・急傾૲

地ْߐүᨖ区域が多数ਦ定されており、住

宅等の੷ْのүᨖ性（土）

課題：都市型൦害へのݣ応

Ṹ内൦ᘮ害の可能性のある建ཋや道路が܍

在（内）

内水土砂

ᾋ൦災害に関する課題ᾍ
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ᾋ新松戸・馬橋地域、本庁・明地域、矢Џ地域ᾍ

課題：大きなੵれによる建ཋᘮ害にݣするܤ全性のᄩ保

ṸᵨR 常磐線西側や松戸駅周辺では、全ْ建ཋによるүᨖ度大のエリアが点在しており、建ཋْ͂による道路᧍ص

や້災発生等がভࣞ

課題：෩状化の可能性が高いエリアに建ཋが多く立地

ṸᵨR 常磐線西側をはじめとして、෩状化の可能性が高いエリアに建ཋが多く立地しており、建ཋْ͂のỖか、都市イ

ンフラへの੷害がভࣞ

ᾋ市内全域ᾍ

課題：大きなੵれによる建ཋᘮ害にݣするܤ全性のᄩ保

Ṹ松戸市直下の地ᩗにおいて、市の広範囲でᩗ度 6 による大きなੵれが想定ࢍ

Ṹ大きなੵれにより、市全域に全ْ建ཋの発生が予ยされていることから、建ཋْ͂による道路᧍صや້災発生等が

ভࣞ

Ṹ大規模Ⴎ土ᡯ成地が点在しており、地ᩗにより๖動ߐᓳが生じ、がけߐれや土ჿの流出によるᘮ害が発生するүᨖ

がভࣞ

地震

地震

＜地震に関する課題＞

ᾋ東部地域ᾍ

課題：大きなੵれによる建ཋᘮ害にݣするܤ全性のᄩ保

Ṹ秋山駅と北国分駅の間にかけて、全ْ建ཋによるүᨖ度大のエリア

がまとまってみられ、建ཋْ͂による道路᧍صや້災発生等がভࣞ

地震

盛土



ᇹᾅᇘ ᧸໎ਦᤆ

121

ί1ὸ᧸໎ộẼづくりのݩ来΂

本市の᧸災まちづくりを推進するにあたり、都市計画マスタープランの将来都市΂である「多ɭ代

がともにいきいきと࣬い࣬いに୥らすことができるまち やさシティ、まつど。～つよくしなやかに みん

なで松戸の新たな時代をоỨう～」の実ྵに向けて、都市づくりの目೅の 1 つとしてਫ਼ậる「災害から

。全な都市」を᧸災まちづくりの将来΂としてˮፗづけますܤられたܣ

᧸災まちづくりの将来΂に基づき、居住誘導区域において、ἡード・ソフトɲ面からの᧸災・減災ݣ

策によるܤ全࣎ܤな住環境の࢟成を進めるものとし、᧸災ਦᤆにおいても、᧸災上の課題を៊まえ、

まちづくりの基本方ᤆに沿ったӕኵみを推進していきます。

ᾅὼᾄ ᧸໎ộẼづくりのݩ来΂Ẇӕኵ૾ᤆ

Ẕまちづくりの基本方ᤆ（ターἄット）④ẕ
災害にࢍく、ܤ全で࣎ܤして୥らẶるまちづくりの実ྵ

Ẕ計画のストーリーẕ

Ṻඕ߷൩຦によるව൦のỖか、内൦ේ൦や土ჿ災害、地ᩗによる建ཋْ͂など、市内全域に

災害リスクが܍在していることから、国土交通Ⴞ等の関̞部局と連ઃしながら、ἡードݣ策を

ᜒじ、ᛡもがܤ全で࣎ܤして୥らẶる住環境の࢟成を実ྵします。

Ṻまた、想定を上回るᐯ໱災害に備え、ἡード整備ẻけではなく、公яとともにᐯяや地域にお

ける共яの連ઃを基本として、災害時のᘮ害を᠉減するソフトݣ策に̞るӕኵにもදщし、災

害にࢍいまちづくりを推進します。

㚳 ἡὊἛὉἏἧἚɲ᩿ẦỤの᧸໎Ὁถ໎ݣሊỆợるܤμ࣎ܤễ˰࿢ؾの࢟঺

ӕኵ方ᤆӏび施策の設定

Ẕ全市的な᧸災上の課題ẕ

Ṹ土ჿ災害ᜩ়区域・特Кᜩ়区域が多数ਦ定されており、住宅等の੷ْのүᨖ性

Ṹ内൦ᘮ害の可能性のある建ཋや道路が܍在

Ṹ大きなੵれによる建ཋᘮ害にݣするܤ全性のᄩ保

Ṹ大規模Ⴎ土ᡯ成地において๖動ߐᓳの発生のүᨖ性

Ẕ地域ắとの᧸災上の課題ẕ

Ṹ医療・高齢者向け施設の機能˯下がভࣞ

Ṹේ൦ข 50ᾲᾼ以上のේ൦が 72 時間以上ዒዓする区域に住宅が多数立地

Ṹ建ཋ階数がේ൦ขにݣして˯く、׶直ᢤᩊが׉ᩊな建ཋが多数立地

Ṹ緊急᠞ᡛ道路に 0.5ᾼ以上のේ൦が想定され、人的・ཋ的支援の᡿れがভࣞ

Ṹ活用可能なᢤᩊ所へࢻഩでのアクセスが׉ᩊな可能性

Ṹܼ屋ْ͂等൩຦想定区域にܼ屋が多く立地

Ṹ෩状化の可能性が高いエリアに建ཋが多く立地

洪水 高潮

内水

土砂

地震

洪水

洪水

洪水

洪水 高潮

家屋倒壊

地震

高潮

盛土

Ẕ᧸災まちづくりの将来΂ẕ

災害からܣられたܤ全な都市
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ί2ὸӕኵ૾ᤆのᚨܭのᎋả૾

居住誘導区域の設定のᎋえ方や᧸災まちづくりの将来΂を៊まえるとともに、地域ắとの課題を

៊まえた᧸災・減災にݣするӕኵ方ᤆの設定のᎋえ方は次のとおりです。

分
᫏

土
ჿ
災
害
特
К
ᜩ
়
区
域

急
傾
૲
地
ߐ
ْ
ү
ᨖ
区
域

土
ჿ
災
害
ᜩ
়
区
域

ේ
൦
想
定
区
域

␵
想
定
இ
大
規
模
␶

ේ
൦
想
定
区
域

␵
ේ
൦
ዒ
ዓ
時
間
␶

ܼ
屋
͂
ْ
等
൩
຦
想
定
区
域

␵
൩
຦
流
␡
ඕ
ެ
̛
᫢
␶

内
൦
ේ
൦
想
定
区
域

内
൦
ේ
൦
想
定
区
域

␵
ේ
൦
ዒ
ዓ
時
間
␶

高
ກ
ේ
൦
想
定
区
域

地
域
⎡
ү
ᨖ
度
␈
⏭
␁

大
規
模
Ⴎ
土
ᡯ
成
地

居
住
誘
導
区
域
設
定
⎞

ݣ
⎌
⎾
国
⎡
ᎋ
⍻
方

ඥ令により

居住誘導区域に

含まないことと

されている区域

それẹれの区域の災害リスク、ᜩ়ᢤᩊ˳Сの整備状況、

災害を᧸ഥし、Ӎは᠉減するための施設の整備状況や整備見ᡂみ

等を総合的にѥ案し、

居住を誘導することが適当ではないとЙૺされる場合は、

原Щとして、居住誘導区域に含まないこととすỔき区域

地ᩗ（Ⴎ土）について

は、ࢨ᪪の範囲や程

度をұ地的に定め、

居住誘導区域から除

外を行うことにᨂမが

あるため、災害リスク

をできるᨂり回ᢤある

いは˯減さẶる࣏要

な᧸災・減災ݣ策を

計画的に実施する。

本
市
⎡
居
住
誘
導
区
域

⎡
設
定
ሖ
所

居住誘導区域に

「含めない」

⇒土ჿ災害は、

ᆳ発的な発生

が想定され、

ᢤᩊ行動の時

間的྅予がჺ

い災害である

ことから、ܤ全

策はᜒじてݣ

いくものの、土

ჿ災害特Кᜩ

়区域ӏび急

傾૲地ْߐү

ᨖ区域は居住

誘導区域に含

めない。

居住誘導区域に

「含める」

⇒総合的にѥ案した結果、災害リスクが広範囲に広がっていることから、

適Џなݣ応を行うことにより災害リスクを˯減することで居住誘導区域に「含める」。

ӕ
ኵ
方
ᤆ

⎡
設
定

ḛ災害リスクの˯減Ḝ

のᙻ点で

ӕኵ方ᤆを整理

ḛ災害リスクの回ᢤḜ

のᙻ点で

ӕኵ方ᤆを整理

地震内水洪水 高潮家屋倒壊 盛土土砂
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（3）防災まちづくりの取組方針 

土砂災害、洪水、内水、高潮、地震の各災害ハザードエリアにおける取組方針及び各災害共通

の取組方針を示します。 

 

 

 

 

  

取組方針 

◆災害リスクの周知を図るとともに、市民の防災意識の啓発を推進します。 

◆災害時に安全に避難できる環境・体制を充実させます。 

分類 

洪
水 

地
震 

内
水 

各
災
害
共
通 

◆住宅地の浸水を防ぐため内水排除対策を推進するとともに、下水道施設整備等によ
る内水被害の低減を図ります。 

◆建物の耐震化・不燃化の促進のほか、安全な避難行動や災害応急活動を円滑に行う
ことができる都市空間の整備により、防災・減災の都市づくりを推進します。 

◆調査により確認された危険な場所については、宅地被害防止事業を実施し、宅地地
盤の滑動崩落を防止します。 

◆江戸川をはじめとした河川や水路については、国や県など関係機関と連携した河川改
修や調整池をはじめとしたハード整備等の流域治水対策により、洪水被害の低減を図
ります。 

土
砂 

◆土砂災害特別警戒区域及び急傾斜地崩壊危険区域は、居住誘導区域から除外し届
出制度に基づく居住の立地誘導によるリスクの回避を図ります。 

◆土砂災害警戒区域は、土砂災害防止のためのハード整備による安全対策を推進し、リ
スクの低減を図ります。 

高
潮 

家
屋
倒
壊 

盛
土 
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᧸災まちづくりのӕኵ方ᤆを推進するため、φ˳的なӕኵ施策とスケἊἷールを整理します。

Ӳӕኵは「松戸市地域᧸災計画」や「松戸市国土ࢍ᪆化地域計画」などの関連計画と連ઃしな

がら、̾Кの実施計画などにおいてφ˳化を図ります。

ᾅὼᾅ φ˳ႎễӕኵẆἋἃἊἷὊἽ

ଏにӕりኵんでいるもの

ᙻ点 施   策
土

ჿ

ව

൦

高

ກ

内

൦

地

ᩗ

Ⴎ

土
ӕኵ内ܾ

実施

主˳

␾
年

10

年

20

年

␔
⏣
⏙
⎡
回
ᢤ

1 ᄩ認調査 Ṽ
土ჿ災害に̞るүᨖ区域の実७調査の
実施と࣏要な৖ዓきの推進

Ⴤ

策工事ݣ 2 Ṽ
急傾૲地ْߐүᨖ区域内のْߐ᧸ഥ工

事の実施
Ⴤ

3 ᆆ᠃促進 Ṽ
急傾૲地ْߐүᨖ区域内の建築Сᨂの

とᆆ᠃の促進ࡁ࣋
市

4 規С誘導 Ṽ
急傾૲地における行ໝのСᨂ、᧸災ਜ਼ፗ
のѰ告ӏび改ծਜ਼ፗの発令

Ⴤ・市

5 規С誘導 Ṽ
規С区域内の土地へのਦ導と融資С度
の活用による改ծਜ਼ፗの推進

Ⴤ

␔
⏣
⏙
⎡
˯
減
␵⏹
␢
⏳
ݣ
策
␶

6 ඕ߷整備 Ṽ
൶戸߷流域඙൦プロἊỹクト 2.0（ඕ道੐
Ъ・ء᧸整備等）の実施

国・Ⴤ

7 ᩋ൦流出৮С Ṽ Ṽ Ṽ
公共施設の地域内流出৮С施設設ፗの
推進ӏび宅地内流出৮Сの促進

市・市民

8 ᩋ൦機能ᄩ保 Ṽ Ṽ Ṽ Ṽ 下൦道施設等の᎑ᩗ・᎑൦化の推進 市

9 ᢤᩊ路・ᢤᩊ所等の整備 Ṽ Ṽ Ṽ Ṽ Ṽ
都市公園等の整備による᧸災機能のΪ
実

市

10 ᢤᩊ路・ᢤᩊ所等の整備 Ṽ Ṽ Ṽ Ṽ Ṽ ᢤᩊ場所周辺道路のܤ全ݣ策の実施 市

11 ᢤᩊ路・ᢤᩊ所等の整備 Ṽ Ṽ Ṽ Ṽ Ṽ 災害ݣ策用ᘺ備資֥஬のΪ実 市

12 ᢤᩊ路・ᢤᩊ所等の整備 Ṽ Ṽ Ṽ Ṽ Ṽ ᫢料・᫩料൦等の̓ዅ˳Сの整備 Ⴤ・市

13 ᎑ᩗ化・ɧ༓化 Ṽ
᧸້地域ӏびแ᧸້地域のਘ大による
建築ཋのɧ༓化の促進

市

14 ᎑ᩗ化・ɧ༓化 Ṽ ᎊ஥化住宅等の᎑ᩗ化の促進 市・市民

15
ライフラインの᧸災性向

上
Ṽ Ṽ Ṽ Ṽ Ṽ ライフライン施設の᎑ᩗ化等の整備 市・民間

16
ライフラインの᧸災性向

上
Ṽ Ṽ Ṽ Ṽ Ṽ ᧸災性向上のための໯ᩓ柱化の促進 市

17
大規模Ⴎ土ᡯ成地のݣ

策
Ṽ Ṽ

大規模Ⴎ土ᡯ成地活動ߐᓳ᧸ഥ事業の

実施
市

␔
⏣
⏙
⎡
˯
減
␵⏧
⏿
⏲
ݣ
策
␶

18
大規模Ⴎ土ᡯ成地のݣ

策
Ṽ Ṽ

大規模Ⴎ土ᡯ成٭動予ย調査（経ᢅᚇ

含む）の実施ݑ
市

‣‫ 直ᢤᩊ場所のᄩ保׶ Ṽ Ṽ Ṽ 直ᢤᩊ場所のਦ定の推進׶ 市

․• 要支援者ݣ策の促進 Ṽ Ṽ Ṽ Ṽ Ṽ ᢤᩊ行動要支援者の支援˳Сのᄩ立 市・市民

․‣ 周ჷˡᢋ৖段の整備 Ṽ Ṽ Ṽ Ṽ Ṽ ἡἈードマップを̅用しての市民への周ჷ 市

․․ 周ჷˡᢋ৖段の整備 Ṽ Ṽ Ṽ Ṽ Ṽ 災害ऴ報の発̮˳Сの整備・Ϊ実 市

․‥ 周ჷˡᢋ৖段の整備 Ṽ Ṽ Ṽ Ṽ Ṽ
通̮施設の᎑ᩗ化ӏび二次的通̮施設
の整備

市

․… 地域᧸災щの向上 Ṽ Ṽ Ṽ Ṽ Ṽ ᧸災教育の୍ӏ推進 市

․‧ 地域᧸災щの向上 Ṽ Ṽ Ṽ Ṽ Ṽ ᐯ主᧸災ኵጢ等のΪ実ࢍ化 市・市民

․  地域᧸災щの向上 Ṽ Ṽ Ṽ Ṽ Ṽ 災害協定の見直し・ਘΪ 市・民間

実施した成果をዒዓしてӕりኵむもの
実線 ᄊ線

下記調査結果により検討
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７－１ 都市機能誘導に係る施策 

７－２ 居住誘導に係る施策 

７－３ 公共交通に係る施策 

７－４ 防災まちづくりに係る施策 

第７章 

誘導施策 
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まちづくりの基本方ᤆの実ྵに向けて、都市機能誘導、居住誘導、公共交通、᧸災まちづくりのᚇ

点から誘導施策を設定します。

ᇹᾆᇘ ᛔݰ଀ሊ

ẔộẼづくりのؕ本૾ᤆίἑὊἄἕἚὸṞẕ
ẦỤの集ܲỆợりកỪẟửဃỚЈẴểểờỆẆ؏࠼

市ൟの୥ỤẲのឋử᭗Ờるਗໜの࢟঺

ḷ Ẑᾆὼᾀ 都市ೞᏡᛔݰỆ̞る଀ሊẑỆợりφ˳化

ẔộẼづくりのؕ本૾ᤆίἑὊἄἕἚὸṟẕ
ΪܱẲẺ˰࿢ؾửဃẦẲẺʴӝ්λể地؏ʴӝನ঺ἢἻὅἋのͤμ化

ḷ Ẑᾆὼᾁ Ệ̞る଀ሊẑỆợりφ˳化ݰᛔ˰އ

ẔộẼづくりのؕ本૾ᤆίἑὊἄἕἚὸṠẕ
ᛡờầಏẲくࣛ適ỆᆆѣỂẨるʩᡫ࿢ؾのૢͳ

ḷ Ẑᾆὼᾂ πσʩᡫỆ̞る଀ሊẑỆợりφ˳化

ộẼづくりのؕ本૾ᤆ(ἑὊἄἕἚ)Ẇ଀ሊの૾Ӽࣱ(ἋἚὊἼὊ)

ẔộẼづくりのؕ本૾ᤆίἑὊἄἕἚὸṡẕ
໎ܹỆࢍくẆܤμỂ࣎ܤẲề୥ỤẶるộẼづくりのܱྵ

ḷ Ẑᾆὼᾃ ᧸໎ộẼづくりỆ̞る଀ሊẑỆợりφ˳化
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Ṹ都市機能誘導区域においては、広域からの集ܲ性向上や市民生活のΪ実に資する拠点を࢟

成するため、市街地再開発事業等の都市基盤整備や、来ᚧ者がࣛ適に通行できるഩ行ᆰ間

整備等を行い、さまằまな都市機能誘導を促進する環境整備をする。

Ṹ駅周辺等のМ便性の高い環境を生かした都市機能誘導や、商店街のΪ実、公共施設の整

備等により、子育てɭ代をはじめとする、ᛡにとっても住みよいまちづくりや拠点のМ便性の向

上につなậる。

ίᾀὸ都市ೞᏡᛔݰ଀ሊのᚨܭỆếẟề

都市機能誘導施策は、以下のᙻ点に基づき設定します。

ᾆὼᾀ 都市ೞᏡᛔݰỆ̞る଀ሊ

●ᣃࠊೞᏡᛔݰ଀ሊǛޒ᧏Ƣǔғ؏ᲢᣃࠊೞᏡᛔݰғ؏Უ

ḷẔ都Ṟẕ都市ೞᏡ立地ử̟ᡶẴるẺỜのؕႴૢͳのਖ਼ᡶ

ḷẔ都ṟẕਗໜϋのׅᢂࣱὉࣛ適ࣱӼɥのẺỜの࿢ૢؾͳ

ḷẔ都ṠẕᬜЭὉᬜɶのМࣱ̝ửဃẦẲẺ܇Ꮛềૅੲ଀ᚨのᛔݰ

ḷẔ都ṡẕଏ܍ՠಅ଀ᚨのዜਤὉΪܱのẺỜのૅੲ

ḷẔ都Ṣẕਗໜࣱのࢍ化Ệ᝻Ẵるπσ଀ᚨの適Џễૢͳ
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ίᾁὸ都市ೞᏡᛔݰ଀ሊのϋܾ

施策の設定の方向性を៊まえた都市機能誘導施策を以下に示します。

Ẕ都Ṟẕ 都市ೞᏡ立地ử̟ᡶẴるẺỜのؕႴૢͳのਖ਼ᡶ

施策概要

ṕ松戸ᬜԗᡀૢͳのਖ਼ᡶỆợる࠼؏ʩ්ਗໜの࢟঺Ṗ

Ṻ広域交流拠点である松戸駅周辺では、本市の中࣎市街地として᭽щ向上を図るため、

松戸駅周辺まちづくり基本構想のφ˳化・ข度化を図るとともに、ἐーンắとのӕりኵみ

の方向性に基づいた市街地再開発事業等による都市基盤整備を推進します。

Ṻ都市基盤整備と合わẶて、本市の中࣎市街地としてỐさわしい広域的な商業・業務機

能ӏび文化機能の集積を図るとともに、土地の高度М用や都市計画道路、駅前広場、

交通ターミナル、Ἑッỿዡ等の整備による交通結ራ点機能のࢍ化を図り、中࣎市街地

の都市機能の୼新を進め、回ᢂ性の高いまちの࢟成を図ります。

ἐὊὅ ӕりኵỚの૾Ӽࣱ

ૼਗໜ
ἐὊὅ

舎ួ地や松戸中央公園の一˳開発により、文化・子育て・教育・商業・公共公ܫ
Ⴉ的な施設等がᙐ合した施設の整備やイベントスἬースのо出を行い、ランドマ
ークとなる多機能拠点づくりを行う。 

都࣎އ˰
ἐὊὅ

中࣎市街地にᨩ੗するМ便性を生かした、まちなかにỐさわしい住環境をо出
するため、土地区画整理事業等による街区整備を行うとともに、Οᑣ建築ཋ整
備事業等を活用した商業・業務機能等との共ӷ化や、᧸災性の高い住宅の整
備を促進することにより、都࣎居住を促進する。

ՠಅὉಅѦ
ἐὊὅ

中࣎市街地にỐさわしいḛにẩわいḜを高めるため、地区計画等による商業等の
誘導や、ᆰき店舗等のஊј活用を行い、商業業務の活性化を図る。また、市街
地再開発事業等を促進することと合わẶ、都市機能の୼新やἙッỿዡ等の整備
を行い、回ᢂ性、๛သ性を向上さẶる。 

ἉὅἮἽ᠆
市街地再開発事業等と合わẶ、Ἑッỿ・シンἮル᠆道路のバリアフリー化による
ό๖なᆆ動と回ᢂ性の向上を図るとともに、ᑣڤな୎ᚇ࢟成と沿道のஊјМ用
を行い台地と൦辺をつなẫ地域のシンἮル᠆を࢟成する。 

松戸ᬜԗᡀộẼづくりؕ本ನेỆᚡẰれるἐὊὅắểのӕりኵỚの૾Ӽࣱ(࢘᪮ႸỆᛆ࢘ẴるϋܾのỚ৷ቦ) 

ૼਗໜἐὊὅ(松戸ɶځπט)  

ՠಅὉಅѦἐὊὅἐὊὅሁのғЎのᎋả૾

出典：松戸駅周辺まちづくり基本構想

ՠಅȷಅѦǾȸȳ

ૼਗໜǾȸȳ

ǷȳȜȫ᠆

ᣃ࣎އ˰Ǿȸȳ

出典：松戸駅周辺まちづくり基本構想
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ṕૼẺễؕႴૢͳểؕႴの୼ૼὉ෇ဇỆợるʩ්ਗໜの࢟঺Ṗ

Ṻ新松戸駅東側では、土地区画整理事業の推進により、交流拠点にỐさわしい環境をо

出することと合わẶ、地域住民のМ便性向上に資する商業施設等の都市機能を誘導

します。

Ṻ新松戸駅西側では、ଏ܍の広域型商業施設の維持とともに、地域全˳のまちづくりを検

討していく中で、まちの୼新のあり方や࣏要となる都市機能を明らかにしていきます。

Ṻ新八柱・八柱駅周辺と東松戸駅周辺では、土地区画整理事業により整備された基盤

を生かし、行政ᆸ口機能や地域型の商業施設等の都市機能を誘導します。

ṕ都市ϐ᧏発の૾ᤆỆؕづくؕႴૢͳሁỆợるဃ෇ਗໜの࢟঺Ṗ

Ṻ2 項再開発促進地区においては、都市再開発の方ᤆに示されている地区整備の目೅を

φྵ化し、市街地再開発事業等を推進することと合わẶて、土地の高度М用を図るとと

もに都市基盤施設の整備を行い、生活拠点としてのМ便性の向上を図ります。

Ṻ馬橋駅周辺においては、駅前広場や都市計画道路等の都市基盤施設の整備に合わ

Ặた市街地整備を促進し、ᑣڤな市街地࢟成を図ります。

Ṻその他の生活拠点においては、地Ψからの੩案等に応じて拠点性ࢍ化やφ˳的な都

市機能の誘導に向けたӕኵを検討します。

ṕܾᆢྙዼ和Сࡇの෇ဇ౨᚛Ṗ

ṺӲ拠点における誘導施設の立地にあたっては、高度М用地区等のਦ定ܾ積率ዼ和С

度の活用を検討し、都市機能誘導の可能性の向上につなậます。

ṕ˖ಅểɧѣင৑ஊᎍểのἰἕἓὅἂỆợるൟ᧓଀ᚨሁのᛔݰṖ

Ṻ市内への立地をࠎ望する˖業とɧ動င所ஊ者とのマッἓンἂを行うことで、都市機能や

業務機能の誘導を推進します。
※1 2 項再開発促進地区とは、計画的な再開発が࣏要な市街地のうち、特に一˳的かつ総合的に市街地の再開発

を促進すỔき相当規模の地区をいいます。
※2 誘導地区とは、再開発を行うことが望ましく、ј果が期ࢳできる地区をいいます。

「松戸都市計画 都市再開発の方ᤆ」をもとにଏ܍の業務を記載して作成

都市ϐ᧏発の૾ᤆỆᚡẰれる૾ᤆ都市ϐ᧏発の૾ᤆỆᚡẰれる૾ᤆ

ᆔ᫏ 地ғӸ 地ғૢͳのɼẺるႸ೅ φ˳ႎʙಅӸ

2 ᪮ϐ᧏発

̟ᡶ地ғ※1

松戸駅周辺

本区域の中࣎市街地としてのỐさわしい広

域的な商業・業務・文化機能の集積と交通

結ራ点のࢍ化と都࣎居住の促進。

相模台地区土地区画

整理事業

北小金駅周

辺南口

再開発ビルなどと連ઃした居住・商業環境

のΪ実や都市基盤の整備。

北小金駅南口東地区

第一種市街地再開発

事業

北小金駅周

辺北口駅前

駅前広場、道路ዡ等の基盤整備や土地の

健全な高度М用の促進、Ӌ道入口にỐさ

わしいまちづくり。

新松戸駅東

側

土地区画整理事業による཰あい道路のᚐ

ෞ、駅前広場や下൦道・૲面緑地の整備

など健全な市街地の࢟成。

新松戸駅東側地区土

地区画整理事業

常盤平駅周

辺

駅周辺の商業・居住環境の再構築など拠

点性の向上ӏび団地の再生・再構築。

六実駅周辺
駅前広場などの都市基盤や商業・居住環

境の整備による拠点性の向上。

ᛔݰ地ғ※2

北小金駅周

辺北口

土地の高度М用や基盤施設の整備を図る

とともに、商業機能等のਘΪを図る。

馬橋駅周辺
東口にて、駅前広場や都市計画道路の整

備に合わẶ土地の高度М用化を図る。
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Ẕ都ṟẕ ਗໜϋのׅᢂࣱὉࣛ適ࣱӼɥのẺỜの࿢ૢؾͳ   

施策概要

ṕഩ行ᆰ᧓のૢͳể἟ἕἚὁὊἁ化Ṗ

Ṻ都市機能誘導区域内では、駅周辺の市街地再開発事業や土地区画整理事業等と合

わẶて、よりよいഩ行ᆰ間をоり出すとともに、都市再生整備計画事業等を活用し、周

辺を含めた἟ットὁーク化を進めることにより、ό๖なᆆ動環境のо出と回ᢂ性の向上

を図ります。

Ṻᐯ動車等の通ᢅ交通の৮С・ഩ行者専用通路の導入を目ਦす等、ഩ行ᆰ間のΪ実

を図ります。

ṕἢἼỴἧἼὊのਖ਼ᡶṖ

Ṻ広域交流拠点である松戸駅周辺では、西口ἬἙストリアンἙッỿの改ᑣによりバリアフリ

ー化を進めるとともに、市街地再開発事業等による建ཋの୼新等を行うᨥには、周辺

の建築ཋへの੗ዓやࡨ˦についても検討します。

Ṻ交流拠点である新八柱・八柱駅周辺においては、「新八柱・八柱地区」バリアフリー基

本構想に基づき、区域内のバリアフリー化を進めていくことで、高齢者や障害者等の交

通ࢊ者にとってもᆆ動しやすい環境を࢟成します。

ṕạるấẟのあるឋの᭗ẟᆰ᧓づくりṖ

Ṻ松戸駅周辺においては、松戸駅周辺まちづくり基本構想のφ˳化・ข度化を図るともと

もに、公園のᣐፗ・機能のј果的な再ዻや、道路の緑化等によるᑣڤな୎ᚇ࢟成、൦

辺資เや歴史的建ᡯཋ等を生かした൦・歴史をಏしめるἐーンのоᡯ等により、回ᢂ

性・ࣛ適性の向上にӕりኵんでいきます。

Ṻ୎ᚇにᣐॾした̲୎や案内೅ᜤにより、ࣛ適で࣎ܤして回ᢂできるഩ行ᆰ間としての

ឋを高めます。

出典：松戸市ホームἬーἊ（東日本଄ܲ鉄道ఇࡸ会社 協щ）

ἐὊὅ ӕりኵỚの૾Ӽࣱ

ૼਗໜἐὊὅ
多機能拠点の整備にあたり、公園のᣐፗを見直すとともに、駅近ͯのᝮ重な緑

ᆰ間や᧸災拠点として᭽щある公園に再整備を行う。

ἉὅἮἽ᠆

市街地再開発事業等と合わẶ、Ἑッỿ・シンἮル᠆道路のバリアフリー化による

ό๖なᆆ動と回ᢂ性の向上を図るとともに、ᑣڤな୎ᚇ࢟成と沿道のஊјМ

用を行い、台地と൦辺をつなẫ地域の中࣎᠆を࢟成する。

൦ὉഭӪ᝻เ

൶戸߷、ק߷等の൦辺資เや଒൦戸街道沿いのݢ社、戸定ᢶ等の歴史的建

ᡯཋ等を生かし、୎ᚇ࢟成推進地区のਦ定等により、多くの人が൦・歴史をಏ

しめるἐーンをоᡯする。

松戸ᬜԗᡀộẼづくりؕ本ನेỆᚡẰれるἐὊὅắểのӕりኵỚの૾Ӽࣱ(࢘᪮ႸỆᛆ࢘Ẵる᪮ႸのỚ৷ቦ) 

しめるἐーンをоᡯする。

「松戸駅周辺まちづくり基本構想」をもとに事業進਻に併Ặて作成

松戸ᬜᙱӝᬜЭئ࠼のૢͳỶἳὊἊ
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Ẕ都Ṡẕ ᬜЭὉᬜɶのМࣱ̝ửဃẦẲẺ܇Ꮛềૅੲ଀ᚨのᛔݰ

施策概要

Ṻ本市ではࢳ機児童のᚐෞのため、市内の駅前・駅中(駅からࢻഩኖ 5 分以内)に小規

模保育事業所を 6１ሖ所※整備しています（令和 7 年 4 月時点）。

Ṻ本計画においては、小規模保育事業所(駅前・駅中保育所)を誘導施設に設定し、市

街地再開発事業の施行に併Ặて整備をするなど、将来にわたり΁きながら子育てしや

すい環境を持ዓさẶ、本市の᭽щ向上につなậていきます。

※拠点駅からࢻഩኖ 5 分以内かつ都市機能誘導区域内の施設数。

Ẕ都ṡẕ ଏ܍ՠಅ଀ᚨのዜਤὉΪܱのẺỜのૅੲ  

施策概要

ṕᆰẨࡃᑄのஊјМဇのẺỜのૅੲṖ

Ṻ商店街については、入居するテナントへの支援、コミἷニティ機能をψねた店舗として活

用するӕりኵみへの支援等を今後も実施し、កわい・活щのある拠点࢟成につなậて

いきます。

ṕՠࡃ街ሁの魅力˄ẬのẺỜのૅੲṖ

Ṻ商店街の᭽щをより高めるための施策として、商店会のホームἬーἊや商店街マップの

作成支援、ポイントỽードシステムの導入支援や、ബ஛セール等の共ӷ事業への支援

も推進していきます。

Ṻ特に松戸駅周辺においては、ᆰき店舗への商業事業者の誘ᐲや、駅周辺でのイベント

実施や、イベントを行う団˳への支援を行う等、កわいあỐれる商業拠点の࢟成に向け

てӕりኵみます。

出典：ドルἓỹルーム松᫠台ホームἬーἊ
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Ẕ都Ṣẕ ਗໜࣱのࢍ化Ệ᝻Ẵるπσ଀ᚨの適Џễૢͳ

施策概要

ṕπσ଀ᚨの適Џễϐ編ὉૢͳṖ

Ṻ公共施設は、本計画における都市機能誘導のᎋえ方や、「松戸市公共施設等総合ሥ

理計画（松戸市公共施設再ዻ整備基本計画）改ᚖ༿」に基づき、適Џな再ዻ・整備を

行います。

ṕ࠼؏ʩ්ਗໜὉʩ්ਗໜỆấẬる׋୿᫾ೞᏡのΪܱṖ

Ṻྵ在、広域交流拠点である松戸駅周辺に立地する市立図書館「本館」は、蔵書数の増

加や機能Ϊ実を図り、「中央館」として整備します。整備ሖ所等については、松戸駅周

辺整備や新たな図書館中央館整備の検討の中でφ˳化していきます。

Ṻ交流拠点である新松戸駅周辺や東松戸駅周辺は、地域の中ఋとなる分館を「地域館」

としてˮፗ付け、地域交流機能等のΪ実を図ります。東松戸駅周辺においては、令和

3 年 12 月にọがまつテラス内に東松戸地域館を開館したことをӖけ、その機能を維持

し、新松戸駅周辺においては地域館を整備します。

଀ᚨғЎ ನ ঺ ᙹ ೉

中央館

調査・研究支援機能

課題ᚐൿ支援機能

交流・学習支援機能

ӓ集・保܍機能

᝱出・ऴ報੩̓機能

蔵書100万ώ以上

書௚・᧠ᚁࠗのỖか交流ӏび、生涯学

習支援に࣏要なスἬース等

地域館
課題ᚐൿ支援・地域交流機能

᝱出・ऴ報੩̓機能
蔵書5万ώ以上

分館 ᝱出・ऴ報੩̓機能 蔵書5万ώ未満

ṕ市ࢫ৑ί本࠻ᑀὸの࡫ềஆả計画の౨᚛Ṗ

Ṻᎊ஥化した市役所本庁舎の建てஆえ計画の検討をし、行政の中௔機能として、また᧸

災拠点としての機能Ϊ実を、社会ऴ勢にᦷみつつ目ਦします。

ṕ戸ܭầɯഭӪπטの適ЏễዜਤӏỎ戸ܭഭӪ᫾のΪܱṖ

Ṻ国の重要文化財や名Ѩをఋとした国ᨥᚇή拠点を目ਦし、戸定が丘歴史公園の適Џ

な維持ሥ理ӏび戸定歴史館での˖画ޒ等のΪ実を図ります。

୿᫾のᙹ೉ӏỎ଀ᚨのನ঺ሁ׋

出典：松戸市図書館整備計画
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Ṹ市内全域における人口流入とともに、地区൑の人口動向に応じて、地域間の人口バランスや、

ɭ代間の人口構成バランスの健全化につながる施策をޒ開することにより、都市全˳のרᘖを

保ち、持ዓ性の高い住環境づくりを目ਦす。

ṸМ便性の高い拠点周辺においては、居住誘導区域の中でも特に積ಊ的に高密度化を進める。

ίᾀὸއ˰ᛔݰ଀ሊのᚨܭỆếẟề

居住誘導施策は、以下のᙻ点に基づき設定します。

ғ؏Უݰᛔ˰އ᧏Ƣǔғ؏Ტޒ଀ሊǛݰᛔ˰އ●

ᾆὼᾁ Ệ̞る଀ሊݰᛔ˰އ

ḷẔއṞẕ୼ễるʴӝ්λのẺỜのẮỄờὉ܇ᏋềೞᏡのΪܱẆ
ᎍのМࣱ̝ᄩ̬のẺỜの᭗ᱫᎍӼẬೞᏡὉҔၲೞᏡのΪܱ˰އ

ḷẔއṟẕٻᙹ೉ׇ地ሁのଏܡ˰܍ἋἚἕἁのϐဃ

ḷẔއṠẕٶಮễɭˊầݩ来ỆỪẺりẆᝅẦỆဃ෇ửփỜる˰ộẟづくり

ḷẔއṡẕዯの᣽ểឋのᄩ̬Ệợるỡểりある˰࿢ؾのоЈ

ḷẔއṢẕਗໜԗᡀỆấẬるộẼễẦއ˰のਖ਼ᡶ
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ίᾁὸއ˰ᛔݰ଀ሊのϋܾ

施策の設定の方向性を៊まえた居住誘導施策を以下に示します。

ẔއṞẕ ୼ễるʴӝ්λのẺỜのẮỄờὉ܇ᏋềೞᏡのΪܱẆ

ᎍのМࣱ̝ᄩ̬のẺỜの᭗ᱫᎍӼẬೞᏡὉҔၲೞᏡのΪܱ˰އ

施策概要

ṕ܇Ꮛềૅੲ࿢ؾの୼ễるΪܱểऴإ発̮Ệợるʴӝ්λの̟ᡶṖ

Ṻ今後の地域ᩔ要を見ಊめながら、認可保育所や小規模保育事業所の整備を行い、保

育のӖけႤを増やしていくとともに、病児・病後児保育室や、地域子育て支援拠点のМ

便性向上について検討を行っていきます。

Ṻ交流拠点である新松戸駅周辺においては今後、児童館機能を備えた施設の整備を進

めます。また、交流拠点である新八柱・八柱駅周辺および東松戸駅周辺、୼に広域交

流拠点である松戸駅周辺については、すでに整備済みの児童館機能施設の機能を維

持していきます。加えて、地域のᩔ要を見ಊめながら、駅前や駅中の小規模保育事業

所をΪ実さẶる等、多くの市民にとってМ便性の高い環境を࢟成します。

Ṻ子育てऴ報サイト「まつど DE 子育て」等を活用したऴ報発̮により、共΁き・子育てしや

すいまちの ᵮR をዒዓし、人口流入を促進します。

ṕͤࡍὉᅦᅍೞᏡのΪܱỆợる᭗ᱫᎍầ˰ỚዓẬỤれる࿢ૢؾͳṖ

Ṻ地域包括ケアシステムの構築をめằし、日常生活圏域൑に整備された「地域包括支援

センター」を中࣎に、高齢者が住みॹれた地域で୥らしዓけることができるよう、ᐯя・

ʝя・共яの向上のためのӕりኵみを推進します。

Ṻᐯя・ʝя・共яを推進するため、地域支援事業(在宅サービス等の多ಮなサービス、

ʼᜱ予᧸୍ӏգ発、在宅医療・ʼᜱ連ઃ推進、生活支援サービス˳С整備)等の施

設整備も検討します。

ṕҔၲೞᏡのΪܱỆợる都市の魅力˄ẬṖ

Ṻ医療施設については、ٸ間小児急病センターやࢳ機病院ӏび 3 次૔急をਃう総合医

療センター等による小児医療 24 時間˳Сのዒዓや、医療・健康づくりのऴ報をኰʼす

る市ホームἬーἊ「健康医療都市まつど」によるΪ実した医療資เ・医療環境の ᵮR 等

による᭽щ付けを行い、人口流入につなậていきます。

Ꮛềૅੲ܇ PR ѣ画 Ẑɭမɟのज़ᜓཞẑ

子育てɭ代をメインターἄットに、市外からの人口流入ӏび

定住を目的として、松戸市公ࡸ ᵷᶍᶓTᶓᶀᶃ ἓἵン἟ルにて動

画を公開しています。

ἇỶἚإᏋềऴ܇ ẐộếỄ DE Ꮛềẑ܇

保育所、幼稚園や地域子育て支援拠点等の子育て支援

施設や、Ӳ種イベント等のऴ報੩̓を行っています。

Ẑɭမɟのज़ᜓཞẑẐɭမɟのज़ᜓཞẑẐɭမɟのज़ᜓཞẑ

出典：松戸市ホームἬーἊ

ẐộếỄ Ꮛềẑ܇

出典：松戸市ホームἬーἊ
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Ẕއṟẕ   ἋἚἕἁのϐဃܡ˰܍ᙹ೉ׇ地ሁのଏٻ

施策概要

ṕٻᙹ೉ׇ地ồのʴӝ්λểộẼの෇ࣱ化Ṗ

ṺUR団地等のある地域では、本市の中でも人口減少・高齢化が顕著な地区であり、ᒉ者

ɭ代の居住促進によるɭ代構成バランスの健全化により、地域の活щを維持すること

が൭められます。

そのため、包括協定のዸ結や意見交੭の実施などUR都市機構と連ઃし、ᒉ者から子

育てɭ代、高齢者ɭ代等多ಮなɭ代が共生するまちづくりを推進します。

Ṻ常盤平地域では、まちづくり方ᤆを策定し、UR都市機構と、常盤平地域のまちづくりの

連ઃӏび協щに関するᙾ書をዸ結しており、まちづくり方ᤆのコンセプトである「人とみど

りがつながる広がるときわẻいら」を目ਦします。

Ṻ大規模団地を地域の大きな資เとਵえ、子育て、福祉、商業、交流等の総合的なᚇ

点から、市民、事業者、行政等が連ઃしながら協議を進め、持ዓ可能なまちづくりに向

けたφ˳化を図ります。

ṕᆰẨܼの෇ဇử̟ᡶẴるẺỜのऴإ発̮ởСࡇの౨᚛Ṗ

Ṻ市内Ӳ地で増加傾向にあるᆰきܼについては、住宅ストックのᑣឋ化を促進するため、

一ᑍ社団ඥ人ᆆ住・住みかえ支援機構のマイホーム͈り上ậС度の周ჷや、ᆰきܼ・

中古住宅のऴ報ӓ集・ऴ報੩̓ӏびːʼ支援を行っていきます。

Ṻ民間事業者との連ઃによるᆰきܼ所ஊ者等やМ活用ࠎ望者と市場とのマッἓンἂを図

るӕኵを行っていきます。

出典：松戸市ᆰܼ等ݣ策計画

ࢸᏋềɭˊỆᢠịれるợạễԗჷử市ểẲềờ܇ởẆဃ෇Мࣱ̝の᭗ẰửဃẦẲẆࡇСࡽᏋềɭˊӼẬのл܇

਀ẲẴるẮểỂẆٶಮễɭˊầσဃẴるἅἱἷἝἘỵづくりửႸਦẲộẴẇ

出典：UR ᝹᝱住宅ホームἬーἊ 出典：UR ᝹᝱住宅ホームἬーἊ



第７章 誘導施策 

 

136 

 

【居③】 多様な世代が将来にわたり、豊かに生活を営める住まいづくり 

施策概要 

○ファミリー層の転出抑制や高齢化への対応として、親元近居・同居補助事業等により単

身世代や夫婦世代からファミリー層になっても松戸に住み続けられる環境の確保のほ

か、良質で低廉な住宅の確保を行い、ファミリー層や若年層、高齢者世代とさまざまな

世代が交流でき、それぞれのライフスタイルに適応したゆとりある住まい方ができる住宅

の供給や住環境の整備を目指します。 

 

【居④】 緑の量と質の確保によるゆとりある住環境の創出 

施策概要 

○都市の緑は、レクリエーションや交流の場、災害時における避難の場として利用される

等、多様な機能を有しています。そのため、既存の公園・緑地の効果的な再編・リニュ

ーアルや、地区計画等の導入、緑化に対する助成・支援により、都市の緑の質の向上

を図り、ゆとりある住環境の創出につなげます。 

 

【居⑤】 拠点周辺におけるまちなか居住の推進  

施策概要 

○本市では、交通利便性の高い拠点周辺において、令和 22 年にかけて人口増加する見

込みとなっています。そのため、拠点地域における市街地再開発事業や優良建築物等

整備事業※1 等と合わせて居住機能を誘導することにより、更に利便性の高いまちなか

での居住を促進します。 

○広域交流拠点である松戸駅周辺では、本市の中心市街地として特に賑わいを維持して

いくため、高度利用地区等の指定容積率緩和制度の活用により、居住機能の誘導の

可能性を高めます。 

※1 優良建築物等整備事業は、さまざまな形で行われる民間の建築活動の適切な誘導に

より、市街地環境の向上と良質な市街地住宅の確保を推進していくため、国、地方公

共団体が必要な整備助成を行う制度です。 
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ίᾀὸπσʩᡫ଀ሊᚨܭの૾Ӽࣱ

公共交通施策は、松戸市地域公共交通計画との整合を図りながら、以下のᙻ点に基づき設定

します。

ᾆὼᾂ πσʩᡫỆ̞る଀ሊ

Ṹ将来にわたり୥らしやすい環境を࢟成するため、市民のᆆ動を支える基࠴的な公共交通であ

る鉄道と路線バスのМ便性の維持・向上を目ਦす。

Ṹ基࠴的な公共交通ではਃえない̾Кの事ऴや多ಮなニーἌにݣして、地域の実ऴにұし、

多ಮな৖段を用いてᆆ動できる環境の整備・Ϊ実を目ਦす。

Ṹ基࠴的公共交通は大᣽᠞ᡛをਃう交通として、多ಮなᆆ動৖段はラストὁンマイルや地域の

ニーἌにݣ応する௩᠂な交通として、それẹれの役割をਃい、相ʝにᙀ完し合うことでМ便性

向上の相乗ј果を発ੱできることを目ਦす。

Ṹ基࠴的公共交通やその他の多ಮなᆆ動৖段をよりஊјに活用していくため、Ӳ拠点や地域

に適した交通インフラを検討し、ᛡもが࣎ܤして、ܤ全かつࣛ適にᆆ動できるまちの整備を目

ਦす。

ḷẔʩṞẕᤧᢊのМࣱ̝のӼɥ

ḷẔʩṟẕែዴἢἋのዜਤὉМࣱ̝のӼɥ

ḷẔʩṠẕἑἁἉὊのМࣱ̝のӼɥ

ḷẔʩṡẕ地؏のܱऴỆұẲẺᆆѣ৖െのܱྵ

ḷẔʩṢẕʩᡫኽራໜのೞᏡࢍ化

ḷẔʩṣẕᤧᢊᬜửఋểẲẺộẼのૢͳ

ḷẔʩṤẕπσʩᡫのМဇỆếễầるỶὅἧἻૢͳ

●πσʩᡫȍȃȈȯȸǯ図Ტע؏πσʩᡫᚘဒǑǓᲣ
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ίᾁὸπσʩᡫ଀ሊのϋܾ

施策設定の方向性を៊まえた公共交通施策を以下に示します。

ẔʩṞẕᤧᢊのМࣱ̝のӼɥ

施策概要

Ṻ広域交流拠点である松戸駅では、東西

ᐯ由通路のਘࠢやラἓ内コンコースの

ਘࢌなどにより、駅と街との回ᢂ性向上

や駅舎内のᆆ動ό๖化を推進します。

ṺᵨR 常磐ࣛᡮ線松戸駅や ᵨR 武蔵野線

市内Ӳ駅では、「ホームドア整備計画」

（ᵨR 東日本）期間内の設ፗを目ਦしま

す。

Ṻ市内の鉄道἟ットὁークをより便МにМ

用しやすくするために、新松戸駅のࣛᡮ

ͣ車やҘᬛؗ地域での新市街地整備

と合わẶた新駅設ፗなどの施策に関し

て実ྵ可能性を検討します。また、地

下鉄 8・11ӭ線ࡨ˦実ྵの可能性につ

いて調査研究を進めていきます。

ẔʩṟẕែዴἢἋのዜਤὉМࣱ̝のӼɥ

施策概要

Ṻ地域交通἟ットὁークを支える基࠴的な公共

交通として、ឋの高いサービスを੩̓しዓけ

るために、路線バスのᢃ行のј率化に向け

たಮẉな方策について検討します。

Ṻ少子高齢化や生င年齢人口の減少、事業

者の人஬ɧឱ等が進む状況において、ᨂら

れた資เをஊј活用し、ј率的かつ持ዓ可

能な交通サービスを実ྵするため、地域・行

政・事業者が連ઃ・協΁しながら、М用実७

など࣏要に応じてバス路線の再ዻなどを検

討します。

Ṻ公共施設や地域の再整備と併Ặて、バスͣ

への上屋等の設ፗやバスベイの整備など、

ࣛ適にМ用できるˁੑけについて検討しま

す。

松戸ᬜிᙱᐯဌᡫែܦ঺ỶἳὊἊ

東日本଄ܲ鉄道ఇࡸ会社 ੩̓

ൟ᧓଀ᚨểᡲઃẲẆἢἋͣᡈくỆあるࡃᑄ

૤地ϋỆềἢἋửࢳếẮểầỂẨるӕኵỚ

出典：ޟ᧲市ホームἬーἊ
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ẔʩṠẕἑἁἉὊのМࣱ̝のӼɥ

施策概要

ṺタクシーをМ用しやすい環境の整備に向け、拠点周辺、病院、商業施設・公共施設、

大規模団地の周辺などを設ፗ場所のͅᙀとしながら、地域の実ऴにұして、タクシー乗

り場の新設を検討します。

Ṻ交通ࢊ者を支援するᆆ動৖段のọとつとして、ᛡでも̅いやすい車ɲ（ἸニバーサルἙ

Ἀインタクシー）のМ用を促進します。

Ẕʩṡẕ地؏のܱऴỆұẲẺᆆѣ৖െのܱྵ

施策概要

Ṻ本市では、路線バスのᢃ行が׉ᩊな地域をݣᝋとして、地域住民が主˳となって導入

するコミἷニティバスをᢃ行しています。ଏ܍のコミἷニティバス（中和̽コース）のМ用

実७やӓ支率などを៊まえ、維持・改ծにつなậていきます。

Ṻ̾ẉの目的によりᐯ由にМ用できるᆆ動৖段として、シỹアサイクルのМ用促進を図る

とともに、ステーションのਘΪを進めます。あわẶて、公共交通との連ઃや地域内の回

ᢂ性向上を目ਦし、よりј果的な活用を推進します。

Ṻ地域の実ऴにұした地域内἟ットὁーク構築に向けて、ଏに導入されているコミἷニティ

バスやἂリーンスローἴビリティのỖかにも、Ἑマンド・乗合タクシーやライドシỹアなど、多

ಮなᆆ動৖段について特性の৭੮と整理を行います。

ἸἝἢὊἇἽἙἈỶὅἑἁἉὊ

出典 ： 一ᑍ社団ඥ人 ҘᓶჄタクシー協会資料

ἅἱἷἝἘỵἢἋίɶ和̽ἅὊἋὸ

出典：松戸市資料

ἉỹỴἇỶἁἽἋἘὊἉἹὅ
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ẔʩṢẕʩᡫኽራໜのೞᏡࢍ化

施策概要

Ṻ鉄道駅やバスͣを中࣎とした交通結ራ点においては、駅前広場やᬟ᠛場、バス乗降ᆰ

間などの改ծをはじめ、多ಮな交通৖段のό๖な連ઃを推進し、公共交通のМ便性と

回ᢂ性の向上を図ります。また、地域内での公共交通と二次交通との乗り੭えМ便性

の向上を目ਦし、地域内の交通の拠点となる「ἴビリティ・ἡブ」について検討します。

Ṻ公共交通の拠点へのアクセス৖段としてᐯ᠃車を活用することを目ਦし、鉄道駅周辺

におけるᐯ᠃車М用者のМ用実७やᩔ要に応じた、適正な規模・ᣐፗによるᬟ᠛場の

ᄩ保について検討します。

ẔʩṣẕᤧᢊᬜửఋểẲẺộẼのૢͳ

施策概要

Ṻ松戸駅周辺の整備に合わẶて、回ᢂ性とᆆ動のМ便性を高めるため、次ɭ代ἴビリテ

ィの導入やἴビリティ・ἡブの機能ࢍ化を検討します。

Ṻ新松戸駅周辺地域においては、交通М便性の高さを活かした᭽щあるまちづくりを目ਦ

し、駅前広場と駅周辺の連ዓ性をо出した公共交通とഩ行者中࣎のᆰ間࢟成を推進

します。

Ṻ新八柱・八柱駅周辺地域においては、乗りዒẩのМ便性やܤ全性の向上、໯ᩓ柱化に

よるバリアフリー化など、公共交通が̅いやすくなる駅前広場の整備を推進します。

Ṻ北小金駅南口では、北小金駅南口東地区第一種市街地再開発事業により、都市基盤

施設の整備やỼープンスἬースのо出などを通じて、駅へのアクセスとなるഩ行者ᆰ間

のΪ実や駅周辺のកわいо出を図ります。また、北小金駅北口では、交通М便性の向

上を目ਦし、市街地再開発事業等による駅前広場やアクセス道路の整備、ᬟ᠛場の

集ኖを推進するとともに、駅の南北ࢮ来のό๖化に向けて関̞者との協議を進めま

す。

Ṻ常盤平駅周辺地域では、高齢化や施設のᎊ஥化が進む常盤平団地を中࣎としたまち

の再生に合わẶて、多ಮなᆆ動৖段の導入検討を進めるとともに、道路やഩ行ᆰ間、

Ӳ種交通インフラを再整備し、ࣛ適なᆆ動環境の整備を推進します。

ẐἴἥἼἘỵὉἡἨẑのỶἳὊἊ

出典：国土交通Ⴞ
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ẔʩṤẕπσʩᡫのМဇỆếễầるỶὅἧἻૢͳ

施策概要

Ṻ駅やバスͣへのアクセス路などഩ行者ᆰ間のᄩ保やഩ道のバリアフリー化を推進する

ことで、ܤ全・࣎ܤで公共交通のМ用促進につながるഩ行環境の整備を推進します。

Ṻ公共交通へのアクセス向上を支えるᐯ᠃車のឥ行ᆰ間や駅周辺ᬟ᠛場の整備などに

より、ܤ全・࣎ܤで公共交通のМ用促進につながるᐯ᠃車М用環境を整えます。

Ṻ駅周辺のܤ全でスムーἌな通行をᄩ保するため、放ፗᐯ᠃車のұ時ગӊなどのӕり

ኵみをዒዓし、放ፗᐯ᠃車のЪ減を推進します。

ᬟ᠛ئのૢͳ̊

出典：松戸市資料

ᐯ᠃៻ឥ行ᆰ᧓のૢͳ̊
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ίᾀὸ᧸໎ộẼづくり଀ሊのᚨܭỆếẟề

᧸災まちづくり施策は、「第 6 章 ᧸災ਦᤆ」において示したӕኵのうち、特に重点的に実施する

施策について、以下のᙻ点に基づき設定します。

ᾆὼᾃ ᧸໎ộẼづくりỆ̞る଀ሊ

Ṹ土ჿ災害の可能性のある地区においては、発災リスクのある場所や᧸災のᙻ点等について市

民にݣし明ᄩに示すとともに、土ჿ災害ݣ策をᜒẵる。特に、土ჿ災害特Кᜩ়区域や急傾

૲地ْߐүᨖ区域など、居住誘導区域に含めない区域などは、災害を᧸ẫݣ策や人が住ま

ないݣ策など࣋ࡁした施策を進める。

Ṹൢͅ٭動による൦災害リスクの増大に備えるため、流域全˳のあらỡる関̞者が協΁し、それ

ẹれが主˳的に඙൦にӕりኵむ「流域඙൦」を推進し、災害の᧸ഥやᘮ害の᠉減を図る。

Ṹ地ᩗにおけるᘮ害は市内全域で想定されるため、ライフラインなど公共施設の᎑ᩗ化を進める

とともに、住宅等の᎑ᩗ化を促進する。

Ṹ災害時にᐯらᢤᩊすることが׉ᩊな者であって、そのό๖かつᡆᡮなᢤᩊのᄩ保を図るため

に特に支援を要する者をᢤᩊ行動要支援者と定፯し、その支援˳Сを整備する。

Ṹさまằまな災害にݣし、ἡード的な整備とソフト的なգ発などɲ面から備える˳Сを整える。

ḷẔ᧸Ṟẕםჿ໎ܹ᧸ഥඥỆؕづくݣሊのਖ਼ᡶ

ḷẔ᧸ṟẕ࣯ͼ૲地ݣْߐሊ

ḷẔ᧸Ṡẕ൶戸߷්؏඙൦ἩἿἊỹἁἚ 2.0 の̟ᡶ

ḷẔ᧸Ṥẕ໎ܹݣሊဇᘺͳ᝻ೞ஬のΪܱӏỎ᫢૰Ὁ᫩૰൦ሁの̓ዅ˳Сのૢͳ

ḷẔ᧸ṥẕ᧸໎૙Ꮛの୍ӏਖ਼ᡶ

ḷẔ᧸ṡẕ᧸໎ࣱӼɥのẺỜの໯ᩓ௵化の̟ᡶ

ḷẔ᧸Ṣẕᎊ஥化˰ܡሁの᎑ᩗ化の̟ᡶ

ḷẔ᧸ṣẕᢤᩊ行ѣᙲૅੲᎍのૅੲ˳Сのᄩ立
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ίᾁὸ᧸໎ộẼづくり଀ሊのϋܾ

施策の設定の方向性を៊まえた᧸災まちづくり施策を以下に示します。

Ẕ᧸Ṟẕםჿ໎ܹ᧸ഥඥỆؕづくݣሊのਖ਼ᡶ

施策概要

Ṻ土ჿ災害が発生するおそれのある区域を明らかにし、土ჿ災害ᜩ়区域等の実७を

調査し、࣏要な৖ዓきを推進します。

Ṻ土ჿ災害から住民の生ԡӏび身˳をܣるため、災害ऴ報のˡᢋ、ᢤᩊに関するᜩ়

ᢤᩊ˳Сを進めます。特に、高齢者、障害者等の要ᣐॾ者のό๖なᢤᩊに資するた

めの土ჿ災害に関するऴ報等のˡᢋ˳Сを整備します。

Ṻ土ჿ災害発生のおそれのある場所

については、土ჿ災害ἡἈードマップ

の作成・ᣐࠋ等により周辺住民にݣ

し周ჷ࣋ࡁを図り、併Ặて広く市民

への周ჷにѐめます。

Ẕ᧸ṟẕ࣯ͼ૲地ݣْߐሊ

施策概要

Ṻ急傾૲地ْߐүᨖ区域は、建築基แඥによる災害үᨖ区域にもਦ定されるため、Ⴤ

は区域内の建築Сᨂを࣋ࡁし、࣏要に応じて「がけ地近੗等үᨖ住宅ᆆ᠃事業С度」

等によりᆆ᠃を促進します。

ṺჄは急傾૲地ْߐүᨖ区域内のᐯ໱がけにݣし、急傾૲地の土地所ஊ者、ሥ理者ӏ

びᘮ害をӖけるおそれのある者等がْߐ᧸ഥ工事を行うことが׉ᩊӍはɧ適当と認め

られ、かつ、急傾૲地ඥに基づく工事੔৸基แに適合するもののうち、緊急度が高く、

地域住民の協щがࢽられるものから᪯次、ඥ面᧸ᜱ工、੎൦工等の᧸ഥ工事を実施

します。

松戸市םჿ໎ܹἡἈὊἛἰἕἩ

出典：松戸市土ჿ災害ἡἈードマップ

ʙʙ̊߻ሊݣ

出典：ҘᓶჄホームἬーἊ
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Ẕ᧸Ṡẕ൶戸߷්؏඙൦ἩἿἊỹἁἚ 2.0 の̟ᡶ

施策概要

Ṻൢͅ٭動のࢨ᪪にˤう降ᩋ᣽やව൦発生᫁度の٭化、流域の土地М用の٭ᢟにˤう

保൦・ᢂ൦地域の減少等を៊まえ、将来にわたってܤ全な流域を実ྵするため、特定

都市ඕ߷ේ൦ᘮ害ݣ策ඥの適用につい

て検討し、୼なる඙൦ݣ策を推進します。

（൶戸߷流域඙൦プロἊỹクト 2.0 より）

Ṻ൩຦をできるẻけ᧸ẫ・減らすためのݣ

策、ᘮ害ݣᝋを減少さẶるためのݣ策、

ᘮ害の᠉減、ଔ期ࣄ଒・ࣄ興のためのݣ

策をプロἊỹクトにおいて示し、ݣ策を進め

ます。

（൶戸߷流域඙൦プロἊỹクト 2.0 より）

Ẕ᧸ṡẕ᧸໎ࣱӼɥのẺỜの໯ᩓ௵化の̟ᡶ

施策概要

Ṻᩓ柱については、「松戸市໯ᩓ柱化推進計画」に基づき、ライフラインのᄩ保や道路᧍

。の᧸ഥ等、᧸災性の向上を進めますص

Ẕ᧸Ṣẕᎊ஥化˰ܡሁの᎑ᩗ化の̟ᡶ

施策概要

Ṻᎊ஥化した᎑ᩗ性にɧܤのある住宅については、除Ҳ、Ӎは建ஆえにより᎑ᩗ性のある

建築ཋとすることを基本としつつ、重点的に᎑ᩗ化を促進します。

Ṻ地ᩗの発生にᨥして、ᢤᩊ所等としてˮፗづけられている施設、また、ᐯщではᢤᩊす

ることがᩊしい高齢者、幼児等がМ用する高齢者福祉施設、幼稚園、保育所等は、᎑

ᩗ化の࣏要性が特に高いため、こうした建築ཋをݣᝋとした᎑ᩗ化促進施策を検討し

ていきます。

保൦・ᢂ൦地域の減少等を៊まえ、将来にわたってܤ全な流域を実ྵするため、特定

のૢͳỶἳὊἊࢌਘ᧸ء

出典：൶戸߷ඕ߷事務所ホームἬーἊ

໯ᩓ௵化のૢͳỶἳὊἊ

出典：松戸市資料
整備前

出典：松戸市資料
整備後
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Ẕ᧸ṣẕᢤᩊ行ѣᙲૅੲᎍのૅੲ˳Сのᄩ立  

施策概要

Ṻさまằまなऴ報を通じてᢤᩊ行動要支援者ऴ報の৭੮にѐめます。

Ṻ৭੮したᢤᩊ行動要支援者のऴ報をもとに、ᢤᩊ行動要支援者名ቐを作成します。ま

た、作成した名ቐは᨟時୼新するようѐめます。

Ṻᢤᩊ行動要支援者名ቐにႇ᥵している方をݣᝋに、̾Кᢤᩊ計画を作成し、ထ会・ᐯ

඙会、民生委員・児童委員等の地域住民と平時からऴ報を共ஊすることで、災害時の

˳Сࢍ化にѐめます。

Ẕ᧸Ṥẕ໎ܹݣሊဇᘺͳ᝻ೞ஬のΪܱӏỎ᫢૰Ὁ᫩૰൦ሁの̓ዅ˳Сのૢͳ  

施策概要

Ṻᢤᩊ所となる全市立小・中学校等への分૝備ᔛ̽ࡉの整備・改̲を推進します。

Ṻ᧸災̽ࡉに࣏要な資機஬等のΪ実を図り、点検整備ӏびદ作᚞ጀ等を実施します。

Ṻ災害により住ܼをڂった住民にݣし、᫩料൦、᫢料、生活࣏ᩔԼ等を̓ዅするため、Ⴤ

の備ᔛ̓ዅ˳Сと連ઃしながら̓ዅ支援できるように、˳Сの整備を図ります。

Ẕ᧸ṥẕ᧸໎૙Ꮛの୍ӏਖ਼ᡶ

施策概要

Ṻパートナーᜒࡈや地域で実施するᢤᩊ所開設ᢃփ᚞ጀ等を活用し、地域住民へ正し

い᧸災ჷᜤを୍ӏするとともに、市Ꮀ員ӏびෞ᧸団等が地区で行う᧸災活動や᚞ጀ等

への積ಊ的なӋ加を൭め、地域住民を含めた市全˳の᧸災意ᜤӏび地域の᧸災щの

向上にѐめます。

Ṻ学校等の教育機関においては、災害発生時には児童生ࢻがᐯらのЙૺのもとに適Џ

なݣ応やᢤᩊが実施できるщを᫱うため、ܼࡊや地域、行政等と連ઃし、᧸災に関す

る教育のΪ実を図ります。

松戸市Ẑ᧸໎ἧỹỴẑの᧏͵

出典：松戸市ホームἬーἊ
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立地適正化計画は、時間᠆を持ったアクションプランとしてᢃ用するものとし、概ね 5 年ắとに計画に記

載された誘導施策等の実施・進਻状況についてᚸ̖を⾏い、計画の進਻状況やڲ当性等について検ᚰし

ます。その結果を៊まえ、誘導施策の⾒直し、Ϊ実やࢍ化等について検討を⾏うとともに、࣏要に応じて、

本計画に関連する都市計画の⾒直し等を検討します。

ίᾀὸᚸ̖ਦ೅のᚨܭのᎋả૾

都市機能誘導、居住誘導、公共交通、᧸災まちづくりのΪ実を実ྵするための施策のޒ開により、まち

づくりの基本方ᤆのᢋ成状況を分ௌ・ᚸ̖するため、数͌目೅の設定を行います。

数͌目೅は、4 つのまちづくりの基本方ᤆắとに「目೅ਦ೅」と「ј果ਦ೅」を設定すると共に、全˳的な

ј果をᄩ認するため、4 つのまちづくりの基本方ᤆをᢋ成することによるј果をยる「総括ਦ೅」も設定しま

す。

数͌目೅の設定年次については、本計画の目೅年次である令和 19 年とします。今回の改定は中間見

直しとして、施策推進のј果をᄩ認し、計画の進行ሥ理にӒପします。

ᾇὼᾀ 計画のᚸ̖Ệếẟề

ᇹᾇᇘ ᚸ̖ਦ೅のᚨܭẆᡶ行ሥྸ

ᾇὼᾁ ᚸ̖ਦ೅のᚨܭ

(ᾂ)ዮਙਦ೅のᚨܭ

ᾃếのộẼづくり૾ᤆửᢋ঺Ẵる

ẮểỆợるμ˳ႎễјௐửᄩᛐ

(ᾁ)ૠ͌Ⴘ೅のᚨܭ

ṞẐႸ೅ਦ೅ẑ

ᛔݰ଀ሊのޒ᧏ỆợるႺ੗ႎễјௐửᄩᛐ

ṟẐјௐਦ೅ẑ

ẐႸ೅ਦ೅ẑのᢋ঺Ệợり஖ࢳẰれるјௐửᄩᛐ

ṲộẼづくりのؕ本૾ᤆίἑὊἄἕἚὸ

ẒΪܱẲẺ˰࿢ؾửဃẦẲẺʴӝ්λể地؏ʴӝನ঺ἢἻὅἋのͤμ化ẓ

Ⅶ広域ⅺ↸のᨼܲ↚↷りក↾ⅳ⇁生みЈↈ↗↗↱↚⅚ࠊൟの୥↸ↆのឋ⇁᭗↰↺拠点の࢟঺Ⅷ

ẒᛡờầಏẲくࣛ適ỆᆆѣỂẨるʩᡫ࿢ؾのૢͳẓ

●ૠ͌Ⴘ೅のᚨܭイȡȸǸ

Ẓ໎ܹỆࢍくẆܤμỂ࣎ܤẲề୥ỤẶるộẼづくりのܱྵẓ
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（２）数値目標の設定 

まちづくりの基本方針ごとに、現状値を確認するとともに、目標指標の評価を行います。 

また、新たに追加したまちづくりの基本方針「災害に強く、安全で安心して暮らせるまちづくりの実現」につ

いては、防災・減災に係る取組の進捗等を管理するため、新たな目標値を設定します。 

 

 

〈 目標指標 〉松戸駅周辺の歩行者数の状況 

【指標設定の考え方】 

基盤整備や歩行空間の充実と合わせ、交流人口の増加に資する広域からの集客性や市民の暮らし

の質を高めるための施設整備、既存施設の充実が行われることにより、まちの賑わいの向上や新たなま

ちの魅力が創出された結果、松戸駅周辺の歩行者数が増加していることを確認します。 

【目標値の設定根拠】 

松戸駅周辺において、誘導施設の立地による駅周辺歩行者数の増加を見込み、平日の歩行者数

が概ね 20 年前と同程度の水準まで増加していることを目標とします。 

【評価結果】 

現状値は、歩行者通行量調査の調査地点が減少しているため、基準値と比べて低くなっているもの

の、令和元年にオープンした KITE MITE MATSUDO やプラーレ周辺等の同一調査地点での歩行者通

行量は増加していることから、松戸駅周辺の拠点の価値が向上し、賑わいが創出されているものと判断

します。 

今後の松戸駅周辺整備の進捗により目標値の達成が見込めると想定されますが、歩行者通行量の

継続調査が行われない事と、より安定的なデータ集計が見込めることから「松戸駅の 1 日平均乗車人

員」を代替指標として新たに設定することとします。 

目標指標 
基準値 

（平成 28 年） 
現状値 

（令和元年） 
中間目標値 
（令和 9 年） 

目標値 
（令和 19 年） 

松戸駅周辺の歩行者数 

の状況 
79,338 人 75,719 人 94,000 人 109,000 人 

⇒松戸市資料より把握。 

 

〈 代替指標 〉松戸駅の 1 日平均乗車人員 

目標値の考え方は現行指標と同様に、松戸駅周辺において、誘導施設の立地による駅周辺歩行

者数の増加を見込み、概ね 20 年前と同程度の水準まで増加していることを目標とします。 

目標指標 
基準値 

（平成 28 年） 
現状値 

（令和 5 年） 
中間目標値 
（令和 9 年） 

目標値 
（令和 19 年） 

松戸駅の 1 日平均乗車

人員 
153,511 人 134,591 人 164,000 人 174,000 人 

⇒松戸市統計書より把握。 
 

＜参考＞交流拠点の駅における 1 日平均乗車人員 

新松戸駅 八柱・新八柱駅 東松戸駅 

平成 28 年度 令和 5 年度 平成 28 年度 令和 5 年度 平成 28 年度 令和 5 年度 

38,438 人 35,188 人 46,949 人 43,269 人 28,613 人 31,340 人 

『広域からの集客により賑わいを生み出すとともに、市民の暮らしの質を高める拠点の形成』 １ 
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〈 効果指標 〉松戸駅周辺における地価公示価格の上昇率の増加･下降率の抑制 

【指標設定の考え方】 

都市機能の誘導や環境整備等によるまちの賑わいの向上に伴い、交流人口の増加や経済活動の

活性化、多様な地域コミュニティによるまちづくりが誘発されることにより、都市ブランドが向上されるとと

もに新たなまちの価値が創出され、松戸駅周辺の地価公示価格の推移が東葛地域の主要拠点駅周

辺と比較し優勢になることを確認します。 

【目標値の設定根拠】 

松戸駅周辺において、東葛地域における主要拠点駅周辺の平均値と比較して、増減率が優位であ

ることを確認します。（増加率が平均と比べ高い、もしくは減少率が平均と比べ低いことを確認。） 

【評価結果】 

現状値は、松戸駅周辺の地価公示価格は上昇しており、東葛地域周辺の平均値と比べて高い結果

であることから、松戸駅周辺の拠点性等の向上により、新たなまちの価値は創出されていると判断しま

す。 

引き続き拠点形成の効果を計っていくものとします。 

 

効果指標 
基準値 

（平成 24 年- 
平成 29 年） 

現状値 
（平成 29 年- 
令和 4 年） 

中間目標値 
（令和 4 年- 
令和 9 年） 

目標値 
（令和 14 年- 
令和 19 年） 

①松戸駅周辺における 

平均地価公示価格の増減率 
+7.1％ +16.9％ ― ― 

②東葛地域周辺の平均地価公示

の増減率 
+2.7％ +3.8％ ― ― 

増減率の差（①-②） +4.4％ +13.1％   

東葛地域周辺におけるポイント平均値

と比較した松戸駅周辺の 

地価公示価格の増減率の優位性 

優位 優位 優位 優位 

⇒国土交通省地価公示より把握。 

 

＜参考＞交流拠点の駅周辺における平均地価公示価格の増減率 

新松戸駅 八柱・新八柱駅 東松戸駅 

平成 24 年- 

平成 29 年 

平成 29 年- 

令和 4 年 

平成 24 年- 

平成 29 年 

平成 29 年- 

令和 4 年 

平成 24 年- 

平成 29 年 

平成 29 年- 

令和 4 年 

+3.0％ +10.6％ +3.6％ +14.6％  －※ +31.6％ 

  ※東松戸駅周辺の地価公示価格は平成 29 年より示されたため増減率が算出できない。 

 

 

 

 

 

 

  



第８章 評価指標の設定、進行管理 

 

 

151 
 

 

 

〈 目標指標 〉住環境の更なる充実に寄与する施設の充足状況 

【指標設定の考え方】 

子育て支援施設、高齢者向け施設等、多様な世代のニーズに対応した各種誘導施設が整備されて

いることを確認します。 

【目標値の設定根拠】 

各拠点にて誘導施設に設定した都市機能すべてが充足されることを目標とします。また、「維持」とさ

れている誘導施設を充足しているものと判断し、充足率を算出します。 

【評価結果】 

現状値は、誘導施設の整備・充足が進んでいることから、基準値と比べて充足率は高くなっています。

今後の誘導施策のさらなる推進により、目標値の達成が見込めるため、指標及び目標値は変更せずに、

引き続き動向を確認します。 

 

目標指標 
基準値 

（平成 29 年） 
現状値 

（令和 7 年） 
中間目標値 
（令和 9 年） 

目標値 
（令和 19 年） 

都市機能誘導区域内で

の誘導施設数の充足率 
48.2％ 71.1％ 74.1％ 100％ 

⇒届出、松戸市資料より把握。 

 

〈 効果指標 〉ファミリー層の転入増加※                ※0～19 歳と 30～49 歳の転入転出の数 

【指標設定の考え方】 

多様な世代のニーズに対応した施設が拠点に整備されることにより、利便性の高い環境が形成され

ることで、ファミリー層の社会増減数(転入数-転出数)が増加していることを確認します。 

【目標値の設定根拠】 

松戸市総合戦略の「松戸市推計」にて設定されている条件(国立社会保障・人口問題研究所推計の

移動率を前提に、施策を展開することにより、追加でファミリー層が転入することを仮定)をもとに、基準

値より社会増減数が増加することを目標とします。 

【評価結果】 

現状値は、誘導施設の充足をはじめとした関連施策の推進、それに伴う住環境の向上により、基準

値と比べて大幅に増加しています。今後の誘導施策のさらなる推進により、目標値の達成が見込めるた

め、指標及び目標値は変更せずに、引き続き動向を確認します。 

 

効果指標 
基準値 

（平成 28 年） 
現状値 

（令和 6 年） 
中間目標値 
（令和 9 年） 

目標値 
（令和 19 年） 

ファミリー層の 

年間転入出数 
+43 人 +745 人 +860 人 +960 人 

⇒松戸市資料より把握。  

『充実した住環境を生かした人口流入と地域人口構成バランスの健全化』 ２ 
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〈 目標指標 〉公共交通ネットワークの充足状況 

【指標設定の考え方】 

駅前におけるバスロータリーの整備、改良に伴うバス路線数の維持や、地域の実情に即した移動手

段の導入等を行うことで、市内全体の公共交通ネットワークが充実されていることを確認します。 

【目標値の設定根拠】 

公共交通路線のカバー率が向上することを目標とします。総人口に占める、公共交通路線の利用圏

に居住する人口の割合を算出します。 

【評価結果】 

現状値は、基準値と比べて、微増しています。 

しかし、本市の人口は今後減少する見込みであることから、将来的な市内路線バスのさらなる拡充は

見込めず、かつ、現在の公共交通路線のカバー率が 90％以上と非常に高いサービス水準で運行され

ていることから、現在のサービス水準を維持することを目標値として変更します。 

 

目標指標 
基準値 

（平成 29 年） 
現状値 

（令和 7 年） 
中間目標値 
（令和 9 年） 

目標値 
（令和 19 年） 

公共交通路線の 

カバー率 
91.2％ 91.6％ 現状維持 現状維持 

⇒交通事業者のホームページより把握。 

 

〈 効果指標 〉公共交通に対する高齢者の市民満足度の向上 

【指標設定の考え方】 

市内全体の公共交通ネットワークの充実により、公共交通に対する高齢者の市民満足度が向上して

いることを確認します。 

【目標値の設定根拠】 

市民意識調査における「松戸市の魅力・愛着を感じるところ」として「交通の便が良い」と回答する 60

代・70 代以上が増加することを目的とします。 

【評価結果】 

現状値は、基準値と比べて微減していますが、公共交通に係る市民意向は重要であることから、指

標及び目標値は変更せずに、引き続き動向を確認します。 

 

 

効果指標 
基準値 

（平成 29 年） 
現状値 

（令和 6 年） 
中間目標値 
（令和 9 年） 

目標値 
（令和 19 年） 

公共交通等に対する 

高齢者の市民満足度 
58.0％ 57.0％ 63.6％ 69.1％ 

⇒松戸市資料より把握。  

『誰もが楽しく快適に移動できる交通環境の整備』 

 

３ 
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〈 目標指標 〉防災まちづくりに寄与する施策の達成状況 

【指標設定の考え方】 

国土強靭化地域計画において示された重要業績指標のうち、特に重要であると考えられる 3 つの指

標について充足しているかを確認します。 

目標指標 
基準値 

（令和 2 年） 
現状値 

（令和 5 年） 
中間目標値 
（令和 12 年） 

目標値 
（令和 19 年） 

住宅の耐震化率 84.0％ 94.5％ 95.0％ 概ね解消 

※耐震基準を満たしていない住宅について耐震改修または建て替えを促進することで、耐震化率が向

上することを目標とする。 

⇒「松戸市耐震改修促進計画」より把握。 

目標指標 
基準値 

（令和元年） 
現状値 

（令和 6 年） 
中間目標値 
（令和 9 年） 

目標値 
（令和 19 年） 

無電柱化整備率 1.0％ 1.0％ 1.0％ 1.25％ 

※「松戸市無電柱化推進計画」に基づき、ライフラインの確保や道路閉塞の防止等、防災性の向上が進

むことを目標とする。 

⇒「松戸市総合計画」より把握。 

目標指標 
基準値 

（令和元年） 
現状値 

（令和 6 年） 
中間目標値 
（令和 9 年） 

目標値 
（令和 19 年） 

自主防災組織の 

結成率 
87.0％ 87.0％ 100％ 100％ 

※自主防災組織が未結成の地域に対し、結成を促進するとともに、訓練の推進を図り、地域の防災力向

上を目標とする。 

⇒松戸市資料より把握。 

 

〈 効果指標 〉災害対策に対する市民満足度の向上 

【指標設定の考え方】 

防災・減災に係る様々な取組や施策を行うことで、市民が安心して暮らせていると実感していることを

確認します。 

効果指標 
基準値 

（令和元年） 
現状値 

（令和 5 年） 
中間目標値 
（令和 9 年） 

目標値 
（令和 19 年） 

災害・火災への対策に 

対する市民満足度 
32.4％ 29.7％ 40.0％ 50.0％ 

※市民意識調査における「災害・火災に対する満足度」で「満足」「まあ満足」と回答する人の割合が増

加することを目標とする。 

⇒令和 5 年度松戸市総合計画進行管理のための市民意識調査より把握。  

『災害に強く、安全で安心して暮らせるまちづくりの実現』 ４ 
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（３）総括指標の設定 

4 つのまちづくり方針を達成することによる、全体的な効果を測る「総括指標」を設定します。 

 

〈 総括指標 〉居住誘導区域内の人口の増加 

【指標設定の考え方】 

子育て環境を生かした人口流入策や、広域性・集客性の高い施設の誘導、公共施設の整備・更新

による拠点性の強化、鉄道ネットワークを生かすための環境整備により、生活利便性や都市の魅力を高

めることで、居住誘導区域内の人口数が増加していることを確認します。 

【目標値の設定根拠】 

総合戦略における「将来人口の展望」に基づき、各種施策を推進することにより、現在の水準である

50 万人程度の人口数を維持するものとして、目標人口を設定します。 

【評価結果】 

現状値は、近年の総人口の増加に伴い基準値よりも大幅に増加しています。現状値は中間目標値

を超えているものの、将来的な人口減少が見込まれているため、指標及び目標値は変更せずに、引き

続き動向を確認します。 

 

 

総括指標 
基準値 

（平成 22 年） 
現状値 

（令和 2 年） 
中間目標値 
（令和 9 年） 

目標値 
（令和 19 年） 

居住誘導区域内の人口 461,000 人 474,351 人 474,351 人 472,000 人 

⇒国勢調査より把握。 
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本計画の計画期間内（平成 30 年度から令和 19 年度までの 20 年間）においては、施策の進行状

況や社会ऴ勢の٭化も予想されます。

下記に示す本計画の進行ሥ理のイメーἊのように、概ね 5 年ắとに目೅͌のᢋ成状況・誘導施策

の進行状況についてᚸ̖・検ᚰを行うものとし、࣏要に応じて施策・事業のࢍ化や目೅͌の見直しを

適ܯ検討します。

本市の、総合計画等の上ˮ・関連計画や都市計画マスタープラン等に٭୼があった場合には、そ

れらとの整合を図るため、本計画の見直しを行います。

ᾇὼᾂ 計画のᚸ̖ẆᙸႺẲ

Ṳ本計画のᡶ行ሥྸのỶἳὊἊ

●ᚸ̖Ŵ౨ᚰのイȡȸǸ

計
画
策
定

ᚘ
ဒ
⎡

Ⴘ
೅
࠰
ഏ

࠰
ࢸ

࠰
ࢸ

࠰
ࢸ

5 年後の実ጚ͌が、中間目೅͌と比

較してࠀ異がある場合は、࣏要に応じ

て施策・事業のࢍ化や、இኳ目೅͌

の見直しを適ܯ検討する。

Ṳᚸ̖Ὁ౨ᚰのỶἳὊἊ

Ⅎ≳⊏⊄⊑ ℳ≧⊒ ℴ≦⊋⊈⊆⊎ ℵ≤⊆⊗⊌⊒⊑

5 10 15

今回の改定
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参考－１ 各拠点の状況 

参考－２ 検討経緯の概要 

参考－３ 人口動向のタイプに応じた

今後の検討の方向性 

参考資料 
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都市機能誘導区域の検討を行うための基礎資料として、以下の拠点の状況を整理しました。

参考－１ 各拠点の状況

参考資料
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【広域交流拠点】

ʴӝѣӼ ᬜᇢ஛ʩᡫ৖െίήὸ

市街化区域
ṳ都市再生緊急整備地区
ṳ都市再生整備計画区域
ṳ交通バリアフリー重点整備地区
ṳ2 項再開発促進地区

松戸駅周辺まちづくり基本構想
■土地区画整理事業(完了済)■土地区画整理事業(完了済)

地区名 完了年
① 松戸駅西口第一 昭和 49 年
② 松戸駅西口第二 昭和 55 年
③ 平潟 昭和 32 年
④ 樋古根平 昭和 39 年
⑤ 小根本 昭和 45 年
⑥ 竹ケ花 昭和 40 年
⑦ 三丁目山下 昭和 32 年
⑧ 七畝割 昭和 47 年

鉄道駅乗車人員数

152,713 人(平成 25 年度) 
134,591 人(令和 5 年度) 

鉄道路線数：2 路線
(常磐線、京成線) 

バス路線数：10 路線
(東口 4 路線、西口 6 路線) 

ộẼづくりのཞඞ都市ೞᏡẆ計画ғ؏ሁཞඞ

πσʩᡫのཞඞ

※市内の拠点圏内(800m)のみ

出典：平成 30 年パーソントリップ調査（東京都市圏交通計画協議会事務局）

松戸駅周辺

用途混在率

住宅用途：32.9％
商業用途：10.9％

公共用地率：29.9％

※市内の拠点圏(800m)
のみ

※市内の拠点圏内(800m)のみ

※主要項目のみ割合を記載

：本拠点への集積が望まれる都市機能 ：その他の都市機能都市ೞᏡの立地ཞඞ
※拠点圏内(800m)のみ
※施設数 左：H30 右：R7

出典：平成 22 年国勢調査、令和 2 年国勢調査、令和 22 年国立社会保障・人口問題研究所推計

※施設数 左：H30 右：R7

機能 施設 施設数

行政

市役所 （本庁舎） 1 1

市役所 （支所） 0 0

行政サービスセンター 1 1

高齢者

地域包括支援センター 1 1
在宅型施設 21 15
入所・宿泊型施設 0 1

高齢者・障害者向け相談センター 0 0
障害者

こども・
子育て

児童館機能施設 0 1
親子すこやかセンター 1 1
地域子育て支援拠点
(おやこ DE 広場・地域子育て支援センター) 

3 4

小規模保育事業施設 
(駅前・駅中保育所) 

8 20

病児・病後児保育室 1 1
保育所 （認定こども園） 7 6
放課後 KIDS ルーム・放課後児童クラブ 2 1

商業

広域型商業施設
(店舗面積 10,000 ㎡以上) 

3 3

地域型商業施設 
(店舗面積 1,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満) 

1 0

  

機能 施設 施設数

商業

生活型商業施設 (店舗面積 1,000 ㎡
未満のスーパーマーケット)

2 4

生活型商業施設 (コンビニエンスストア) 28 24

コンベンションホール
(ホテル併設含む)

0 0

医療

保健福祉センター 1 1

病院 1 1

診療所 (内科・外科含む) 20 23

その他の診療所 48 54

金融

銀行等 16 14

郵便局 4 4

ATM (コンビニエンスストア内) 21 22

教育・
文化

図書館 （本館または地域館） 1 1

図書館 （分館） 0 1

市民会館 1 1

歴史資料館・美術関連施設 1 1

市民センター 0 0

大学 1 1

小・中・高等学校 3 3

幼稚園 2 2
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【交流拠点】
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市街化区域
ṳ交通バリアフリー重点整備地区
ṳ2 項再開発促進地区
■土地区画整理事業(完了済)地区画整理事業(完了済)

地区名 完了年
① 新松戸第一 昭和 50 年
② 新松戸東部 平成 3 年
③ 新松戸南部 昭和 59 年
④ 幸谷南第一 昭和 60 年
⑤ 幸谷南第二 昭和 60 年
⑥ 二三ケ丘 昭和 50 年
⑦ 二ツ木・幸谷 平成 26 年
⑧ 上総内 昭和 43 年
⑨ 横須賀 平成 6 年
⑩ 新松戸中央 昭和 54 年

鉄道駅乗車人員数

39,466 人(平成 25 年度) 
37,213 人(令和 5 年度) 

鉄道路線数：3 路線
(常磐線、武蔵野線、流山線) 

バス路線数：2 路線

ộẼづくりのཞඞ都市ೞᏡẆ計画ғ؏ሁཞඞ

πσʩᡫのཞඞ

※拠点圏内(800m)のみ

出典：平成 30 年パーソントリップ調査（東京都市圏交通計画協議会事務局）

新松戸駅周辺

用途混在率

住宅用途：45.5％
商業用途： 8.5％

公共用地率：21.0％

※拠点圏内(800m)のみ

※拠点圏内(800m)のみ

※主要項目のみ割合を記載

：本拠点への集積が望まれる都市機能 ：その他の都市機能都市ೞᏡの立地ཞඞ
※拠点圏内(800m)のみ
※施設数 左：H30 右：R7

3,186 2,654 3,321

19,975 18,283 16,147

4,729 6,899 8,877
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(138.5ʴ/ha)

28,345ʴ
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27,890ʴ
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出典：平成 22 年国勢調査、令和 2 年国勢調査、令和 22 年国立社会保障・人口問題研究所推計

※施設数 左：H30 右：R7

機能 施設 施設数

行政

市役所 （本庁舎） 0 0

市役所 （支所） 1 1

行政サービスセンター 0 0

高齢者

地域包括支援センター 1 1
在宅型施設 23 19
入所・宿泊型施設 2 4

高齢者・障害者向け相談センター 0 0
障害者

こども・
子育て

児童館機能施設 0 0
親子すこやかセンター 0 0
地域子育て支援拠点
(おやこ DE 広場・地域子育て支援センター)

1 1

小規模保育事業施設
(駅前・駅中保育所)

3 3

病児・病後児保育室 1 1
保育所 （認定こども園） 5 13
放課後 KIDS ルーム・放課後児童クラブ 1 0

商業

広域型商業施設
(店舗面積 10,000 ㎡以上)

1 1

地域型商業施設
(店舗面積 1,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満)

0 1

機能 施設 施設数

商業

生活型商業施設 (店舗面積 1,000 ㎡
未満のスーパーマーケット)

7 4

生活型商業施設 (コンビニエンスストア) 1 16

コンベンションホール
(ホテル併設含む)

1 0

医療

保健福祉センター 0 0

病院 0 1

診療所 (内科・外科含む) 1 10

その他の診療所 18 38

金融

銀行等 4 2

郵便局 2 2

ATM (コンビニエンスストア内) 10 15

教育・
文化

図書館 （本館または地域館） 0 0

図書館 （分館） 1 2

市民会館 0 0

歴史資料館・美術関連施設 0 0

市民センター 1 1

大学 1 1

小・中・高等学校 2 1

幼稚園 2 1
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市街化区域
ṳ交通バリアフリー重点整備地区
■土地区画整理事業(完了済)画 事業(完 済)

地区名 完了年
① 八柱駅周辺 平成 5 年
② 金ケ作陣屋前 平成 16 年
③ 金ケ作第二次 昭和 45 年
④ 常盤平南部 昭和 62 年

鉄道駅乗車人員数

46,110 人(平成 25 年度)
43,269 人(令和 5 年度)

鉄道路線数：2 路線
(武蔵野線、京成線)

バス路線数：3 路線

ộẼづくりのཞඞ都市ೞᏡẆ計画ғ؏ሁཞඞ

πσʩᡫのཞඞ

※拠点圏内(800m)のみ

出典：平成 30 年パーソントリップ調査（東京都市圏交通計画協議会事務局）

新八柱・八柱駅周辺

用途混在率

住宅用途：45.6％
商業用途：8.9％

公共用地率：23.8％

※拠点圏内(800m)のみ

※拠点圏内(800m)のみ

※主要項目のみ割合を記載

：本拠点への集積が望まれる都市機能 ：その他の都市機能都市ೞᏡの立地ཞඞ
※拠点圏内(800m)のみ
※施設数 左：H30 右：R7

出典：平成 22 年国勢調査、令和 2 年国勢調査、令和 22 年国立社会保障・人口問題研究所推計

※施設数 左：H30 右：R7

機能 施設 施設数

行政

市役所 （本庁舎） 0 0

市役所 （支所） 0 0

行政サービスセンター 0 0

高齢者

地域包括支援センター 0 0
在宅型施設 24 28
入所・宿泊型施設 0 3

高齢者・障害者向け相談センター 0 0
障害者

こども・
子育て

児童館機能施設 0 1
親子すこやかセンター 0 0
地域子育て支援拠点
(おやこ DE 広場・地域子育て支援センター)

1 2

小規模保育事業施設
(駅前・駅中保育所)

2 7

病児・病後児保育室 0 1
保育所 （認定こども園） 4 3
放課後 KIDS ルーム・放課後児童クラブ 2 0

商業

広域型商業施設
(店舗面積 10,000 ㎡以上)

0 0

地域型商業施設
(店舗面積 1,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満)

1 2

機能 施設 施設数

商業

生活型商業施設 (店舗面積 1,000 ㎡
未満のスーパーマーケット)

2 1

生活型商業施設 (コンビニエンスストア) 10 11

コンベンションホール
(ホテル併設含む)

0 0

医療

保健福祉センター 0 0

病院 1 1

診療所 (内科・外科含む) 9 8

その他の診療所 23 27

金融

銀行等 3 3

郵便局 3 2

ATM (コンビニエンスストア内) 9 8

教育・
文化

図書館 （本館または地域館） 0 0

図書館 （分館） 1 1

市民会館 0 0

歴史資料館・美術関連施設 0 0

市民センター 1 1

大学 0 0

小・中・高等学校 2 1

幼稚園 1 1
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【交流拠点】
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市街化区域
■土地区画整理事業(完了済)■土地区画整理事業(完了済)

地区名 完了年
① 紙敷 平成 24 年
② 秋山 平成 29 年

鉄道駅乗車人員数

26,111 人(平成 25 年度)
31,340 人(令和 5 年度)

鉄道路線数：2 路線
(武蔵野線、北総線)

バス路線数：5 路線

ộẼづくりのཞඞ都市ೞᏡẆ計画ғ؏ሁཞඞ

πσʩᡫのཞඞ

※市内の拠点圏内(800m)のみ

出典：平成 30 年パーソントリップ調査（東京都市圏交通計画協議会事務局）

東松戸駅周辺

用途混在率

住宅用途：21.1％
商業用途： 7.8％

公共用地率：18.1％

※市内の拠点圏内(800m)
のみ

※市内の拠点圏内(800m)のみ

※主要項目のみ割合を記載

：本拠点への集積が望まれる都市機能 ：その他の都市機能都市ೞᏡの立地ཞඞ
※拠点圏内(800m)のみ
※施設数 左：H30 右：R7

出典：平成 22 年国勢調査、令和 2 年国勢調査、令和 22 年国立社会保障・人口問題研究所推計

※施設数 左：H30 右：R7

機能 施設 施設数

行政

市役所 （本庁舎） 0 0

市役所 （支所） 1 1

行政サービスセンター 0 0

高齢者

地域包括支援センター 0 0
在宅型施設 9 13
入所・宿泊型施設 1 9

高齢者・障害者向け相談センター 0 0
障害者

こども・
子育て

児童館機能施設 0 1
親子すこやかセンター 0 0
地域子育て支援拠点
(おやこ DE 広場・地域子育て支援センター)

2 1

小規模保育事業施設
(駅前・駅中保育所)

1 5

病児・病後児保育室 0 １
保育所 （認定こども園） 3 5
放課後 KIDS ルーム・放課後児童クラブ 0 0

商業

広域型商業施設
(店舗面積 10,000 ㎡以上)

0 0

地域型商業施設
(店舗面積 1,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満)

0 1

機能 施設 施設数

商業

生活型商業施設 (店舗面積 1,000 ㎡
未満のスーパーマーケット)

2 2

生活型商業施設 (コンビニエンスストア) 5 6

コンベンションホール
(ホテル併設含む)

0 0

医療

保健福祉センター 0 0

病院 0 0

診療所 (内科・外科含む) 2 3

その他の診療所 7 14

金融

銀行等 1 1

郵便局 0 0

ATM (コンビニエンスストア内) 5 6

教育・
文化

図書館 （本館または地域館） 0 0

図書館 （分館） 0 1

市民会館 0 0

歴史資料館・美術関連施設 0 0

市民センター 0 0

大学 0 0

小・中・高等学校 1 0

幼稚園 0 0
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市街化区域
■土地区画整理事業(完了済)■土地区画整理事業(完了済)

地区名 完了年
① 北松戸 昭和 35 年
② 上本郷 昭和 41 年
③ 上本郷第二 昭和 48 年

■UR 施行の団地

地区名 完了年
① アクティ北松戸 平成 5 年

②
プロムナード
北松戸

平成 7 年
～平成１０年

鉄道駅乗車人員数

21,071 人(平成 25 年度)
19,704 人(令和 5 年度)

鉄道路線数：1 路線
(常磐線)

バス路線数：2 路線

ộẼづくりのཞඞ都市ೞᏡẆ計画ғ؏ሁཞඞ

πσʩᡫのཞඞ

※拠点圏内(500m)のみ

出典：平成 30 年パーソントリップ調査（東京都市圏交通計画協議会事務局）

北松戸駅周辺

用途混在率

住宅用途：27.8％
商業用途：18.0％

公共用地率：18.0％

※拠点圏内(500m)のみ

※拠点圏内(500m)のみ

※主要項目のみ割合を記載

：本拠点への集積が望まれる都市機能 ：その他の都市機能都市ೞᏡの立地ཞඞ
※拠点圏内(500m)のみ
※施設数 左：H30 右：R7

出典：平成 22 年国勢調査、令和 2 年国勢調査、令和 22 年国立社会保障・人口問題研究所推計

※施設数 左：H30 右：R7

機能 施設 施設数

行政

市役所 （本庁舎） 0 0

市役所 （支所） 0 0

行政サービスセンター 0 0

高齢者

地域包括支援センター 0 0
在宅型施設 3 10
入所・宿泊型施設 0 0

高齢者・障害者向け相談センター 0 0
障害者

こども・
子育て

児童館機能施設 0 0
親子すこやかセンター 0 0
地域子育て支援拠点
(おやこ DE 広場・地域子育て支援センター)

0 0

小規模保育事業施設
(駅前・駅中保育所)

2 4

病児・病後児保育室 0 0
保育所 （認定こども園） 1 0
放課後 KIDS ルーム・放課後児童クラブ 0 0

商業

広域型商業施設
(店舗面積 10,000 ㎡以上)

0 0

地域型商業施設
(店舗面積 1,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満)

2 2

機能 施設 施設数

商業

生活型商業施設 (店舗面積 1,000 ㎡
未満のスーパーマーケット)

0 0

生活型商業施設 (コンビニエンスストア) 5 9

コンベンションホール
(ホテル併設含む)

0 0

医療

保健福祉センター 0 0

病院 0 0

診療所 (内科・外科含む) 8 6

その他の診療所 12 13

金融

銀行等 3 4

郵便局 0 0

ATM (コンビニエンスストア内) 3 5

教育・
文化

図書館 （本館または地域館） 0 0

図書館 （分館） 0 0

市民会館 0 0

歴史資料館・美術関連施設 0 0

市民センター 0 0

大学 0 0

小・中・高等学校 0 0

幼稚園 1 1
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【生活拠点】
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市街化区域
□誘導地区
■土地区画整理事業(完了済)画 業(完 済)

地区名 完了年
① 馬橋駅西口 昭和 57 年
② 中根 昭和 56 年
③ 馬橋第一 昭和 52 年
④ 馬橋第二 昭和 47 年
⑤ 中根新作 昭和 48 年

鉄道駅乗車人員数

26,061 人(平成 25 年度)
24,421 人(令和 5 年度)

鉄道路線数：2 路線
(常磐線、流山線)

バス路線数：4 路線

ộẼづくりのཞඞ都市ೞᏡẆ計画ғ؏ሁཞඞ

πσʩᡫのཞඞ

※拠点圏内(500m)のみ

出典：平成 30 年パーソントリップ調査（東京都市圏交通計画協議会事務局）

馬橋駅周辺

用途混在率

住宅用途：37.6％
商業用途：14.0％

公共用地率：23.7％

※拠点圏内(500m)のみ

※拠点圏内(500m)のみ

※主要項目のみ割合を記載

：本拠点への集積が望まれる都市機能 ：その他の都市機能都市ೞᏡの立地ཞඞ
※拠点圏内(500m)のみ
※施設数 左：H30 右：R7

出典：平成 22 年国勢調査、令和 2 年国勢調査、令和 22 年国立社会保障・人口問題研究所推計

※施設数 左：H30 右：R7

機能 施設 施設数

行政

市役所 （本庁舎） 0 0

市役所 （支所） 1 1

行政サービスセンター 0 0

高齢者

地域包括支援センター 0 0
在宅型施設 8 8
入所・宿泊型施設 1 6

高齢者・障害者向け相談センター 0 0
障害者

こども・
子育て

児童館機能施設 0 0
親子すこやかセンター 0 0
地域子育て支援拠点
(おやこ DE 広場・地域子育て支援センター)

1 0

小規模保育事業施設
(駅前・駅中保育所)

2 3

病児・病後児保育室 1 1
保育所 （認定こども園） 0 0
放課後 KIDS ルーム・放課後児童クラブ 0 0

商業

広域型商業施設
(店舗面積 10,000 ㎡以上)

0 0

地域型商業施設
(店舗面積 1,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満)

1 1

機能 施設 施設数

商業

生活型商業施設 (店舗面積 1,000 ㎡
未満のスーパーマーケット)

1 1

生活型商業施設 (コンビニエンスストア) 10 11

コンベンションホール
(ホテル併設含む)

0 0

医療

保健福祉センター 0 0

病院 0 0

診療所 (内科・外科含む) 6 5

その他の診療所 19 17

金融

銀行等 4 3

郵便局 1 1

ATM (コンビニエンスストア内) 7 7

教育・
文化

図書館 （本館または地域館） 0 0

図書館 （分館） 1 1

市民会館 0 0

歴史資料館・美術関連施設 0 0

市民センター 1 1

大学 0 0

小・中・高等学校 0 0

幼稚園 1 1
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市街化区域
□誘導地区
ṳ2 項再開発促進地区
■土地区画整理事業(完了済)■土地区画整理事業(完了済)

地区名 完了年
① 小金 昭和 43 年
② 新松戸第一 昭和 50 年

■第一種市街地再開発事業(完了済)
地区名 完了年

① 北小金駅南口 平成 6 年

■UR 施行の団地

地区名 完了年
① ピコティ北小金 平成 6 年

鉄道駅乗車人員数

24,386 人(平成 25 年度)
21,322 人(令和 5 年度)

鉄道路線数：1 路線
(常磐線)

バス路線数：3 路線

ộẼづくりのཞඞ都市ೞᏡẆ計画ғ؏ሁཞඞ

πσʩᡫのཞඞ

※拠点圏内(500m)のみ

出典：平成 30 年パーソントリップ調査（東京都市圏交通計画協議会事務局）

北小金駅周辺

用途混在率

住宅用途：46.3％
商業用途： 9.0％

公共用地率：16.4％

※拠点圏内(500m)のみ

※拠点圏内(500m)のみ

※主要項目のみ割合を記載

：本拠点への集積が望まれる都市機能 ：その他の都市機能都市ೞᏡの立地ཞඞ
※拠点圏内(500m)のみ
※施設数 左：H30 右：R7

出典：平成 22 年国勢調査、令和 2 年国勢調査、令和 22 年国立社会保障・人口問題研究所推計

※施設数 左：H30 右：R7

機能 施設 施設数

行政

市役所 （本庁舎） 0 0

市役所 （支所） 1 1

行政サービスセンター 0 0

高齢者

地域包括支援センター 1 1
在宅型施設 3 4
入所・宿泊型施設 0 2

高齢者・障害者向け相談センター 0 1
障害者

こども・
子育て

児童館機能施設 0 0
親子すこやかセンター 1 1
地域子育て支援拠点
(おやこ DE 広場・地域子育て支援センター)

1 2

小規模保育事業施設
(駅前・駅中保育所)

1 8

病児・病後児保育室 0 0
保育所 （認定こども園） 2 2
放課後 KIDS ルーム・放課後児童クラブ 1 0

商業

広域型商業施設
(店舗面積 10,000 ㎡以上)

1 1

地域型商業施設
(店舗面積 1,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満)

1 1

機能 施設 施設数

商業

生活型商業施設 (店舗面積 1,000 ㎡
未満のスーパーマーケット)

2 0

生活型商業施設 (コンビニエンスストア) 5 5

コンベンションホール
(ホテル併設含む)

0 0

医療

保健福祉センター 1 1

病院 1 1

診療所 (内科・外科含む) 7 3

その他の診療所 16 17

金融

銀行等 5 4

郵便局 1 0

ATM (コンビニエンスストア内) 5 4

教育・
文化

図書館 （本館または地域館） 0 0

図書館 （分館） 0 0

市民会館 0 0

歴史資料館・美術関連施設 0 0

市民センター 0 0

大学 0 0

小・中・高等学校 1 1

幼稚園 1 1
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市街化区域
■土地区画整理事業(完了済)■土地区画整理事業(完了済)

地区名 完了年
① 緑ケ丘 昭和 50 年
② 松戸新田 昭和 37 年
③ 南花島 昭和 43 年
④ 前田 昭和 43 年
⑤ 上本郷第二 昭和 48 年

鉄道駅乗車人員数

3,378 人(平成 25 年度)
3,475 人(令和 5 年度)

鉄道路線数：1 路線
(京成線)

バス路線数：なし

ộẼづくりのཞඞ都市ೞᏡẆ計画ғ؏ሁཞඞ

πσʩᡫのཞඞ

※拠点圏内(500m)のみ

出典：平成 30 年パーソントリップ調査（東京都市圏交通計画協議会事務局）

上本郷駅周辺

用途混在率

住宅用途：51.2％
商業用途：9.3％

公共用地率：20.2％

※拠点圏内(500m)のみ

※拠点圏内(500m)のみ

※主要項目のみ割合を記載

：本拠点への集積が望まれる都市機能 ：その他の都市機能都市ೞᏡの立地ཞඞ
※拠点圏内(500m)のみ
※施設数 左：H30 右：R7

出典：平成 22 年国勢調査、令和 2 年国勢調査、令和 22 年国立社会保障・人口問題研究所推計

※施設数 左：H30 右：R7

機能 施設 施設数

行政

市役所 （本庁舎） 0 0

市役所 （支所） 0 0

行政サービスセンター 0 0

高齢者

地域包括支援センター 0 0
在宅型施設 7 8
入所・宿泊型施設 0 1

高齢者・障害者向け相談センター 0 0
障害者

こども・
子育て

児童館機能施設 0 0
親子すこやかセンター 0 0
地域子育て支援拠点
(おやこ DE 広場・地域子育て支援センター)

0 0

小規模保育事業施設
(駅前・駅中保育所)

1 1

病児・病後児保育室 0 0
保育所 （認定こども園） 1 0
放課後 KIDS ルーム・放課後児童クラブ 2 0

商業

広域型商業施設
(店舗面積 10,000 ㎡以上)

0 0

地域型商業施設
(店舗面積 1,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満)

2 1

機能 施設 施設数

商業

生活型商業施設 (店舗面積 1,000 ㎡
未満のスーパーマーケット)

0 2

生活型商業施設 (コンビニエンスストア) 2 3

コンベンションホール
(ホテル併設含む)

0 0

医療

保健福祉センター 0 0

病院 0 0

診療所 (内科・外科含む) 5 4

その他の診療所 9 5

金融

銀行等 1 1

郵便局 1 1

ATM (コンビニエンスストア内) 2 3

教育・
文化

図書館 （本館または地域館） 0 0

図書館 （分館） 1 1

市民会館 0 0

歴史資料館・美術関連施設 0 0

市民センター 1 1

大学 0 0

小・中・高等学校 2 2

幼稚園 2 1



Ӌᎋ᝻૰

167

【生活拠点】

ʴӝѣӼ ᬜᇢ஛ʩᡫ৖െίήὸ

市街化区域

鉄道駅乗車人員数

4,121 人(平成 25 年度)
4,497 人(令和 5 年度)

鉄道路線数：1 路線
(京成線)

バス路線数：なし

ộẼづくりのཞඞ都市ೞᏡẆ計画ғ؏ሁཞඞ

πσʩᡫのཞඞ

※拠点圏内(500m)のみ

出典：平成 22 年国勢調査、令和 2 年国勢調査、令和 22 年国立社会保障・人口問題研究所推計 出典：平成 30 年パーソントリップ調査（東京都市圏交通計画協議会事務局）

みのり台駅周辺

用途混在率

住宅用途：55.4％
商業用途：11.0％

公共用地率：16.9％

※拠点圏内(500m)のみ

※拠点圏内(500m)のみ

※主要項目のみ割合を記載

：本拠点への集積が望まれる都市機能 ：その他の都市機能都市ೞᏡの立地ཞඞ
※拠点圏内(500m)のみ
※施設数 左：H30 右：R7※施設数 左：H30 右：R7

機能 施設 施設数

行政

市役所 （本庁舎） 0 0

市役所 （支所） 0 0

行政サービスセンター 0 0

高齢者

地域包括支援センター 1 1
在宅型施設 11 10
入所・宿泊型施設 0 0

高齢者・障害者向け相談センター 0 0
障害者

こども・
子育て

児童館機能施設 0 0
親子すこやかセンター 0 0
地域子育て支援拠点
(おやこ DE 広場・地域子育て支援センター)

0 0

小規模保育事業施設
(駅前・駅中保育所)

1 1

病児・病後児保育室 0 0
保育所 （認定こども園） 1 1
放課後 KIDS ルーム・放課後児童クラブ 0 0

商業

広域型商業施設
(店舗面積 10,000 ㎡以上)

0 0

地域型商業施設
(店舗面積 1,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満)

1 3

機能 施設 施設数

商業

生活型商業施設 (店舗面積 1,000 ㎡
未満のスーパーマーケット)

3 0

生活型商業施設 (コンビニエンスストア) 6 5

コンベンションホール
(ホテル併設含む)

0 0

医療

保健福祉センター 0 0

病院 0 0

診療所 (内科・外科含む) 4 4

その他の診療所 12 12

金融

銀行等 3 2

郵便局 1 1

ATM (コンビニエンスストア内) 6 4

教育・
文化

図書館 （本館または地域館） 0 0

図書館 （分館） 1 1

市民会館 0 0

歴史資料館・美術関連施設 0 0

市民センター 1 1

大学 0 0

小・中・高等学校 0 0

幼稚園 0 0
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【生活拠点】
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市街化区域
ṳ2 項再開発促進地区
■土地区画整理事業(完了済)

地区名 完了年
① 金ケ作 昭和 37 年

■UR 施行の団地
地区名 完了年

① 常盤平 昭和 37 年

鉄道駅乗車人員数

9,237 人(平成 25 年度)
8,817 人(令和 5 年度)

鉄道路線数：1 路線
(京成線)

バス路線数：2 路線

ộẼづくりのཞඞ都市ೞᏡẆ計画ғ؏ሁཞඞ

πσʩᡫのཞඞ

※拠点圏内(500m)のみ

出典：平成 22 年国勢調査、令和 2 年国勢調査、令和 22 年国立社会保障・人口問題研究所推計 出典：平成 30 年パーソントリップ調査（東京都市圏交通計画協議会事務局）

常盤平駅周辺

用途混在率

住宅用途：41.0％
商業用途： 8.7％

公共用地率：18.8％

※拠点圏内(500m)のみ

※拠点圏内(500m)のみ

※主要項目のみ割合を記載

：本拠点への集積が望まれる都市機能 ：その他の都市機能都市ೞᏡの立地ཞඞ
※拠点圏内(500m)のみ
※施設数 左：H30 右：R7※施設数 左：H30 右：R7

機能 施設 施設数

行政

市役所 （本庁舎） 0 0

市役所 （支所） 0 0

行政サービスセンター 0 0

高齢者

地域包括支援センター 0 1
在宅型施設 20 18
入所・宿泊型施設 0 2

高齢者・障害者向け相談センター 0 0
障害者

こども・
子育て

児童館機能施設 0 0
親子すこやかセンター 0 0
地域子育て支援拠点
(おやこ DE 広場・地域子育て支援センター)

0 0

小規模保育事業施設
(駅前・駅中保育所)

1 3

病児・病後児保育室 0 0
保育所 （認定こども園） 2 1
放課後 KIDS ルーム・放課後児童クラブ 0 0

商業

広域型商業施設
(店舗面積 10,000 ㎡以上)

1 1

地域型商業施設
(店舗面積 1,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満)

1 1

機能 施設 施設数

商業

生活型商業施設 (店舗面積 1,000 ㎡
未満のスーパーマーケット)

1 3

生活型商業施設 (コンビニエンスストア) 5 7

コンベンションホール
(ホテル併設含む)

0 0

医療

保健福祉センター 0 0

病院 1 1

診療所 (内科・外科含む) 9 6

その他の診療所 12 12

金融

銀行等 3 2

郵便局 1 1

ATM (コンビニエンスストア内) 5 7

教育・
文化

図書館 （本館または地域館） 0 0

図書館 （分館） 0 0

市民会館 0 0

歴史資料館・美術関連施設 0 0

市民センター 0 0

大学 0 0

小・中・高等学校 0 0

幼稚園 1 1
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【生活拠点】
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市街化区域
■土地区画整理事業(完了済)土地区画整理事業(完了済)

地区名 完了年
① 金ケ作 昭和 37 年
② 五香 昭和 43 年

■UR 施行の団地
地区名 完了年

① 常盤平 昭和 37 年

鉄道駅乗車人員数

15,163 人(平成 25 年度)
13,400 人(令和 5 年度)

鉄道路線数：1 路線
(京成線)

バス路線数：4 路線

ộẼづくりのཞඞ都市ೞᏡẆ計画ғ؏ሁཞඞ

πσʩᡫのཞඞ

※拠点圏内(500m)のみ

出典：平成 22 年国勢調査、令和 2 年国勢調査、令和 22 年国立社会保障・人口問題研究所推計 出典：平成 30 年パーソントリップ調査（東京都市圏交通計画協議会事務局）

五香駅周辺

用途混在率

住宅用途：46.1％
商業用途：15.7％

公共用地率：19.2％

※拠点圏内(500m)のみ

※拠点圏内(500m)のみ

※主要項目のみ割合を記載

：本拠点への集積が望まれる都市機能 ：その他の都市機能都市ೞᏡの立地ཞඞ
※拠点圏内(500m)のみ
※施設数 左：H30 右：R7

機能 施設 施設数

行政

市役所 （本庁舎） 0 0

市役所 （支所） 0 0

行政サービスセンター 0 0

高齢者

地域包括支援センター 0 0
在宅型施設 19 14
入所・宿泊型施設 1 3

高齢者・障害者向け相談センター 0 0
障害者

こども・
子育て

児童館機能施設 0 0
親子すこやかセンター 0 0
地域子育て支援拠点
(おやこ DE 広場・地域子育て支援センター)

0 0

小規模保育事業施設
(駅前・駅中保育所)

1 2

病児・病後児保育室 0 0
保育所 （認定こども園） 0 1
放課後 KIDS ルーム・放課後児童クラブ 0 0

商業

広域型商業施設
(店舗面積 10,000 ㎡以上)

0 0

地域型商業施設
(店舗面積 1,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満)

1 1

機能 施設 施設数

商業

生活型商業施設 (店舗面積 1,000 ㎡
未満のスーパーマーケット)

2 0

生活型商業施設 (コンビニエンスストア) 7 7

コンベンションホール
(ホテル併設含む)

0 0

医療

保健福祉センター 0 0

病院 0 0

診療所 (内科・外科含む) 10 8

その他の診療所 16 15

金融

銀行等 6 3

郵便局 1 1

ATM (コンビニエンスストア内) 5 6

教育・
文化

図書館 （本館または地域館） 0 0

図書館 （分館） 0 0

市民会館 0 0

歴史資料館・美術関連施設 0 0

市民センター 0 0

大学 0 0

小・中・高等学校 1 1

幼稚園 0 0
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【生活拠点】
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市街化区域
■土地区画整理事業(完了済)区画整理事業(完了済)

地区名 完了年
① 立身台 昭和 30 年
② 三矢小台 昭和 43 年

鉄道駅乗車人員数

3,631 人(平成 25 年度) 
4,165 人(令和 5 年度) 

鉄道路線数：1 路線
(北総線) 

バス路線数：１路線

ộẼづくりのཞඞ都市ೞᏡẆ計画ғ؏ሁཞඞ

πσʩᡫのཞඞ

※市内の拠点圏内(500m)のみ

出典：平成 30 年パーソントリップ調査（東京都市圏交通計画協議会事務局）

矢切駅周辺

用途混在率

住宅用途：51.3％
商業用途： 9.0％

公共用地率：18.7％

※市内の拠点圏内(500m)
のみ

※市内の拠点圏内(500m)のみ

※主要項目のみ割合を記載

：本拠点への集積が望まれる都市機能 ：その他の都市機能都市ೞᏡの立地ཞඞ
※拠点圏内(500m)のみ
※施設数 左：H30 右：R7

出典：平成 22 年国勢調査、令和 2 年国勢調査、令和 22 年国立社会保障・人口問題研究所推計

機能 施設 施設数

行政

市役所 （本庁舎） 0 0

市役所 （支所） 0 0

行政サービスセンター 0 0

高齢者

地域包括支援センター 0 0
在宅型施設 5 3
入所・宿泊型施設 0 2

高齢者・障害者向け相談センター 0 0
障害者

こども・
子育て

児童館機能施設 0 0
親子すこやかセンター 0 0
地域子育て支援拠点
(おやこ DE 広場・地域子育て支援センター)

0 0

小規模保育事業施設
(駅前・駅中保育所)

1 1

病児・病後児保育室 0 0
保育所 （認定こども園） 0 0
放課後 KIDS ルーム・放課後児童クラブ 0 0

商業

広域型商業施設
(店舗面積 10,000 ㎡以上)

0 0

地域型商業施設
(店舗面積 1,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満)

1 1

機能 施設 施設数

商業

生活型商業施設 (店舗面積 1,000 ㎡
未満のスーパーマーケット)

0 0

生活型商業施設 (コンビニエンスストア) 2 2

コンベンションホール
(ホテル併設含む)

0 0

医療

保健福祉センター 0 0

病院 2 0

診療所 (内科・外科含む) 4 4

その他の診療所 9 7

金融

銀行等 2 2

郵便局 1 1

ATM (コンビニエンスストア内) 2 2

教育・
文化

図書館 （本館または地域館） 0 0

図書館 （分館） 0 0

市民会館 0 0

歴史資料館・美術関連施設 0 0

市民センター 0 0

大学 0 0

小・中・高等学校 0 0

幼稚園 1 0
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【生活拠点】
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市街化区域
■土地区画整理事業(完了済)■土地区画整理事業(完了済)

地区名 完了年
① 秋山 平成 29 年

鉄道駅乗車人員数

3,158 人(平成 25 年度) 
4,040 人(令和 5 年度) 

鉄道路線数：1 路線
(北総線) 

バス路線数：1 路線

ộẼづくりのཞඞ都市ೞᏡẆ計画ғ؏ሁཞඞ

πσʩᡫのཞඞ

※拠点圏内(500m)のみ

出典：平成 30 年パーソントリップ調査（東京都市圏交通計画協議会事務局）

秋山駅周辺

用途混在率

住宅用途：33.7％
商業用途： 8.2％

公共用地率：18.5％

※拠点圏内(500m)のみ

※拠点圏内(500m)のみ

※主要項目のみ割合を記載

：本拠点への集積が望まれる都市機能 ：その他の都市機能都市ೞᏡの立地ཞඞ
※拠点圏内(500m)のみ
※施設数 左：H30 右：R7

年 年 年

出典：平成 22 年国勢調査、令和 2 年国勢調査、令和 22 年国立社会保障・人口問題研究所推計

※施設数 左：H30 右：R7

機能 施設 施設数

行政

市役所 （本庁舎） 0 0

市役所 （支所） 0 0

行政サービスセンター 0 0

高齢者

地域包括支援センター 1 1
在宅型施設 3 4
入所・宿泊型施設 2 6

高齢者・障害者向け相談センター 0 0
障害者

こども・
子育て

児童館機能施設 0 0
親子すこやかセンター 0 0
地域子育て支援拠点
(おやこ DE 広場・地域子育て支援センター)

0 0

小規模保育事業施設
(駅前・駅中保育所)

1 1

病児・病後児保育室 0 0
保育所 （認定こども園） 3 0
放課後 KIDS ルーム・放課後児童クラブ 1 0

商業

広域型商業施設
(店舗面積 10,000 ㎡以上)

0 0

地域型商業施設
(店舗面積 1,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満)

1 1

機能 施設 施設数

商業

生活型商業施設 (店舗面積 1,000 ㎡
未満のスーパーマーケット)

0 1

生活型商業施設 (コンビニエンスストア) 2 2

コンベンションホール
(ホテル併設含む)

0 0

医療

保健福祉センター 0 0

病院 0 0

診療所 (内科・外科含む) 3 2

その他の診療所 2 6

金融

銀行等 0 0

郵便局 1 1

ATM (コンビニエンスストア内) 2 2

教育・
文化

図書館 （本館または地域館） 0 0

図書館 （分館） 0 0

市民会館 0 0

歴史資料館・美術関連施設 0 0

市民センター 0 0

大学 0 0

小・中・高等学校 2 2

幼稚園 0 0
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【生活拠点】
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市街化区域
■土地区画整理事業(完了済)■土地区画整理事業(完了済)

地区名 完了年
① 関台 平成 13 年
② 串崎新田 昭和 51 年

鉄道駅乗車人員数

2,212 人(平成 25 年度)
2,571 人(令和 5 年度)

鉄道路線数：1 路線
(北総線)

バス路線数：1 路線

ộẼづくりのཞඞ都市ೞᏡẆ計画ғ؏ሁཞඞ

πσʩᡫのཞඞ

※市内の拠点圏内(500m)のみ

出典：平成 30 年パーソントリップ調査（東京都市圏交通計画協議会事務局）

松飛台駅周辺

用途混在率

住宅用途：20.5％
商業用途： 4.4％

公共用地率：34.6％

※市内の拠点圏内(500m)
のみ

※市内の拠点圏内(500m)のみ

※主要項目のみ割合を記載

：本拠点への集積が望まれる都市機能 ：その他の都市機能都市ೞᏡの立地ཞඞ
※拠点圏内(500m)のみ
※施設数 左：H30 右：R7

出典：平成 22 年国勢調査、令和 2 年国勢調査、令和 22 年国立社会保障・人口問題研究所推計

※施設数 左：H30 右：R7

機能 施設 施設数

行政

市役所 （本庁舎） 0 0

市役所 （支所） 0 0

行政サービスセンター 0 0

高齢者

地域包括支援センター 0 0
在宅型施設 0 1
入所・宿泊型施設 0 0

高齢者・障害者向け相談センター 0 0
障害者

こども・
子育て

児童館機能施設 0 0
親子すこやかセンター 0 0
地域子育て支援拠点
(おやこ DE 広場・地域子育て支援センター)

0 0

小規模保育事業施設
(駅前・駅中保育所)

1 1

病児・病後児保育室 0 0
保育所 （認定こども園） 0 0
放課後 KIDS ルーム・放課後児童クラブ 1 0

商業

広域型商業施設
(店舗面積 10,000 ㎡以上)

0 0

地域型商業施設
(店舗面積 1,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満)

0 0

機能 施設 施設数

商業

生活型商業施設 (店舗面積 1,000 ㎡
未満のスーパーマーケット)

1 0

生活型商業施設 (コンビニエンスストア) 4 1

コンベンションホール
(ホテル併設含む)

0 0

医療

保健福祉センター 0 0

病院 0 0

診療所 (内科・外科含む) 1 0

その他の診療所 2 2

金融

銀行等 1 0

郵便局 0 0

ATM (コンビニエンスストア内) 3 1

教育・
文化

図書館 （本館または地域館） 0 0

図書館 （分館） 0 0

市民会館 0 0

歴史資料館・美術関連施設 0 0

市民センター 0 0

大学 0 0

小・中・高等学校 1 1

幼稚園 0 0
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【生活拠点】
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市街化区域
ṳ2 項再開発促進地区
■土地区画整理事業(完了済)画 業(完 済)

地区名 完了年
① 六実高柳 昭和 60 年

鉄道駅乗車人員数

7,911 人(平成 25 年度)
6,247 人(令和 5 年度)

鉄道路線数：1 路線
(野田線)

バス路線数：1 路線

ộẼづくりのཞඞ都市ೞᏡẆ計画ғ؏ሁཞඞ

πσʩᡫのཞඞ

※市内の拠点圏内(500m)のみ

出典：平成 30 年パーソントリップ調査（東京都市圏交通計画協議会事務局）

六実駅周辺

用途混在率

住宅用途：50.2％
商業用途：9.2％

公共用地率：15.8％

※市内の拠点圏内(500m)
のみ

※市内の拠点圏内(500m)のみ

※主要項目のみ割合を記載

：本拠点への集積が望まれる都市機能 ：その他の都市機能都市ೞᏡの立地ཞඞ
※拠点圏内(500m)のみ
※施設数 左：H30 右：R7

出典：平成 22 年国勢調査、令和 2 年国勢調査、令和 22 年国立社会保障・人口問題研究所推計

※施設数 左：H30 右：R7

機能 施設 施設数

行政

市役所 （本庁舎） 0 0

市役所 （支所） 0 0

行政サービスセンター 0 0

高齢者

地域包括支援センター 0 0
在宅型施設 5 5
入所・宿泊型施設 1 1

高齢者・障害者向け相談センター 0 0
障害者

こども・
子育て

児童館機能施設 0 0
親子すこやかセンター 0 0
地域子育て支援拠点
(おやこ DE 広場・地域子育て支援センター)

0 0

小規模保育事業施設
(駅前・駅中保育所)

1 １

病児・病後児保育室 0 0
保育所 （認定こども園） 0 0
放課後 KIDS ルーム・放課後児童クラブ 0 0

商業

広域型商業施設
(店舗面積 10,000 ㎡以上)

0 0

地域型商業施設
(店舗面積 1,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満)

0 0

機能 施設 施設数

商業

生活型商業施設 (店舗面積 1,000 ㎡
未満のスーパーマーケット)

0 1

生活型商業施設 (コンビニエンスストア) 4 3

コンベンションホール
(ホテル併設含む)

0 0

医療

保健福祉センター 0 0

病院 1 0

診療所 (内科・外科含む) 1 0

その他の診療所 4 3

金融

銀行等 3 2

郵便局 1 1

ATM (コンビニエンスストア内) 4 3

教育・
文化

図書館 （本館または地域館） 0 0

図書館 （分館） 0 0

市民会館 0 0

歴史資料館・美術関連施設 0 0

市民センター 0 0

大学 0 0

小・中・高等学校 0 0

幼稚園 0 0
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【生活拠点】

ʴӝѣӼ

市街化区域
■土地区画整理事業(完了済)土地区画整理事業(完了済)

地区名 完了年
① 北小金 昭和 46 年

■UR 施行の団地
地区名 完了年

① 小金原 昭和 44 年

バス路線数：1 路線

ộẼづくりのཞඞ都市ೞᏡẆ計画ғ؏ሁཞඞ

πσʩᡫのཞඞ

※拠点圏内(500m)のみ

小金原センター周辺

用途混在率

住宅用途：54.3％
商業用途： 7.0％

公共用地率：25.4％

※拠点圏内(500m)のみ

※拠点圏内(500m)のみ

：本拠点への集積が望まれる都市機能 ：その他の都市機能都市ೞᏡの立地ཞඞ
※拠点圏内(500m)のみ
※施設数 左：H30 右：R7

出典：平成 22 年国勢調査、令和 2 年国勢調査、令和 22 年国立社会保障・人口問題研究所推計

※施設数 左：H30 右：R7

機能 施設 施設数

行政

市役所 （本庁舎） 0 0

市役所 （支所） 1 1

行政サービスセンター 0 0

高齢者

地域包括支援センター 0 0
在宅型施設 10 12
入所・宿泊型施設 0 3

高齢者・障害者向け相談センター 0 0
障害者

こども・
子育て

児童館機能施設 0 0
親子すこやかセンター 0 0
地域子育て支援拠点
(おやこ DE 広場・地域子育て支援センター)

0 0

小規模保育事業施設
(駅前・駅中保育所)

0 0

病児・病後児保育室 0 0
保育所 （認定こども園） 3 1
放課後 KIDS ルーム・放課後児童クラブ 2 0

商業

広域型商業施設
(店舗面積 10,000 ㎡以上)

0 0

地域型商業施設
(店舗面積 1,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満)

1 1

機能 施設 施設数

商業

生活型商業施設 (店舗面積 1,000 ㎡
未満のスーパーマーケット)

0 0

生活型商業施設 (コンビニエンスストア) 3 4

コンベンションホール
(ホテル併設含む)

0 0

医療

保健福祉センター 0 0

病院 0 0

診療所 (内科・外科含む) 4 1

その他の診療所 7 9

金融

銀行等 1 1

郵便局 1 1

ATM (コンビニエンスストア内) 2 3

教育・
文化

図書館 （本館または地域館） 0 0

図書館 （分館） 1 1

市民会館 0 0

歴史資料館・美術関連施設 0 0

市民センター 1 1

大学 0 0

小・中・高等学校 2 0

幼稚園 1 0
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(ᾀ)松戸市都市計画ݙᜭ˟

(ᾁ)松戸市立地適正化計画࠻ϋ౨᚛˟ᜭ

立地適正化計画の改定にあたり、庁内で総合的な調整を図るため、下表のとおり「松戸市立地

適正化計画検討会議」を開催しました。

検討委員

街づくり部長(議長)、総合政策部長(副議長)、総務部長、財務部長、市民部長、経済振興部長、

文化スポーツ部長、環境部長、健康医療部長、福祉長寿部長、子ども部長、都市再生部長、建

設部長、生涯学習部長、学校教育部長

(ᾂ)市ൟӋьのӕりኵỚ

本計画の改定にあたり、以下の時期にパブリックコメントを実施しました。

Ӌᎋὼᾁ ౨᚛ኺዾのಒᙲ

年度 回数 開催日 開催方法 検討事項

令和 6 年度

第 1 回 12 月 6 日 書面 ・庁内検討会議要綱の改定について

第 2 回 1 月 20 日 書面 ・見直し作業の概要について

第 3 回 3 月 3 日 書面 ・誘導区域および誘導施設の見直しについて

令和 7 年度

第 1 回 7 月 28 日 書面
・庁内検討会議要綱の改定について

・改定案（第 6、7 章）について

第 2 回 9 月 1 日 書面 ・改定案（第 1～5、8 章）について

第 3 回 1 月 15 日 書面
・パブリックコメントの結果報告

・改定案について

年度 開催日 内 容

令和 7 年度
11 月 17 日

～12 月 16 日

松戸市立地適正化計画（案）についてのパブリックコメント

（意見募集）

年度 開催日 内 容

令和 6 年度 3 月 26 日 第 160 回松戸市都市計画審議会（見直し理由の説明）

令和 7 年度

8 月 19 日 第 161 回松戸市都市計画審議会（見直しポイントの説明）

10 月 16 日 第 162 回松戸市都市計画審議会（パブリックコメント案の説明）

2 月 9 日 第 163 回松戸市都市計画審議会（パブリックコメント結果の報告）

令和 8 年度 8 月 18 日 第 165 回松戸市都市計画審議会（諮問）
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本市では、人口 50 万人程度を維持していくこととしており、国立社会保障・人口問題研究所の推
計においても、将来にわたり高い人口密度を維持できる見通しであるため、今回の計画では、災害
リスクが高い地域や工業専用地域を除く市街化区域の概ね全域を居住誘導区域として設定しまし
た。しかし、居住誘導区域内の人口動向を小さな範囲で見ると、人口減少や高齢化の見通しは地
域によって特性が異なっていることから、人口動向のタイプに応じたまちづくりへの備えとして、居住
誘導施策のあり方を今後検討していきます。

ṕʴӝفถẆ᭗ᱫʴӝفถのͼӼỆؕづくἑỶἩЎ᫏ṖṕʴӝفถẆ᭗ᱫʴӝفถのͼӼỆؕづくἑỶἩЎ᫏Ṗ

ʴӝѣӼ
ἑỶἩ

平成 22 年
→令和 22 年

人口推計 人口減少
の段階※1 該当地区

人口
増減率

高齢
人口

増減率

ἑỶἩᾀ 減 少 減 少 第三段階

・常盤平付近（昭和 37 年 団地整備完了）

・小金原付近（昭和 44 年 団地整備完了）

・高塚新田付近①（昭和 45 年 団地整備完了）

・高塚新田付近②（昭和 50 年 団地整備完了）

・牧の原付近（昭和 50 年 団地整備完了）

⇒築年数が古い大規模団地のある地区が該当

⇒人口減少の第3 段階にあり、本格的な人口減少が進んでいる。

ἑỶἩᾁ 減 少 横 ばい 第二段階

・野菊野付近（昭和 50 年 団地整備完了）

⇒令和 2 年と比較して、令和 22 年の高齢人口は多いが、令和

22 年以降、下回る可能性があるタイプ１の予備軍。

ἑỶἩᾂ 減 少 増 加 第一段階

・六高台付近(昭和 60 年代 土地区画整理事業)

⇒高齢人口の増加が顕著で、人口の減少が見られる地区。

⇒昭和 60 年代に土地区画整理事業が行われた六高台付近

が該当。

ἑỶἩ 4 増 加 横 ばい -

・馬橋駅周辺

・上本郷駅・松戸新田駅・みのり台駅周辺

・六実駅周辺

・新八柱・八柱駅周辺

・常磐線西側の低層住宅地(昭和 40 年代頃から整備)

・新松戸駅西側(昭和 50 年代 土地区画整理事業)

・北総線沿線

(昭和 60 年代から土地区画整理事業により整備)

・高塚新田付近③

⇒土地区画整理事業やミニ開発等により住宅地整備が進む地

区。計画期間では人口数も増加傾向を示している。

ἑỶἩ 5
増加 増加

-
・松戸駅周辺

・北松戸駅周辺

⏦
⏋
⏾
␻
⍾
⎼
⏦
⏋
⏾
␷
⎞
ᡶ
行

※1 人口減少は一般的に上記のプロセスを経て進行する。第一段階もしくは未だ人口増加傾向である
地域があるが、既に第二段階、更には第三段階に差し掛かっている地域も存在する。

第一段階 ： 高齢人口増加 ＋ 生産年齢・年少人口減少
第二段階 ： 高齢人口横ばい ＋ 生産年齢・年少人口減少
第三段階 ： 高齢人口減少 ＋ 生産年齢・年少人口減少 ⇒ 本格的な人口減少時代

Ӌᎋὼᾂ ʴӝѣӼのἑỶἩỆࣖẳẺʻࢸの౨᚛の૾Ӽࣱ
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●人口動向タイプの位置図
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